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この報告 書 は,日 本 自転車振 興会か ら競輪 収益 の一

部で ある機 械工業振興資金 の補助 を受け,昭 和48年

度に実施 した 「情報処理需要動 向調査 」の結果 をと り

ま とめた ものであ ります。
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当財団では,経 営情 報 システムに関する諸問題解 明のた め,過 去5年 の間

に,15業 種 の 企業 にわた りケース スタディ と してそ れ ぞ れの業種におけ

る情報の流 れ とニーズの調査 を実施 してまい りま した。

本年度は,各 企業 の長期経営計画にあたっては,従 来の業種別の タテ割 り

の情報だけではその解決 とな らず,広 く外部環境 に関す る情報 の必要度が高

い とい う点 に注 目し,そ の実態を調査 しま した。 本報告書は,こ れ らをと り

まとめた もので あ ります。

ここに,調 査実施に際 し,ご 協 力いただ きま した経営情報 調査委員会委員

お よび ワー キ ンググノレー プ委員お よびア ンケー ト調査に ご協力いただきま し

た各位に心 よ り感謝す る とともに,本 報告 書が各方面に利 用 されるこ とを念

願す る次第で あ ります。

昭和49年3月

ー
財団法人 日本情報処理開発センター

会長 難 波 捷 吾
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1調 査 の 目的 と 内 容

1.調 査 目的

当財団で は,企 業 におけ る経 営情報 システ ム(MIS)形 成の問題点把握

のため,過 去5年 間で15業 種の ケーススタデ ィを行なってきた。

即 ち各企業における経営 システ ムの分 析,必 要 な情報の種類 とその必要度,

充足度,お よび情報 処理 シス テムの現状 と今 後の方 向づ けな どについて業種

ごとに調査 対象企業 を選定 し,具 体的 な事例 調査 を行なった。

これ らの調査 を通 じて,オ ペ ー シ ョナル情報 については,か な りの段 階 ま

で整備 されてい るが,長 期経営 計画 を主体 としたプ ラニ ング情報については,

外部情 報へ の依存度が 高く,内 部体制 の整備のみでは,問 題解 決が困難 であ

る との結論 を得た。

一 方,こ れ か らの企業経営 には,社 会環境の変 化への対応のた め,よ り一

層の巾広い情報の収集 とその分析が必要 とされてきてい る。

このため,本 調査 は,47年 度 までの ケー ススタデ ィ結果 および アンケー ト

調査 をベースに 従来のMISの 見直 しと,長 期経営計画 と外部情報 の関連の

実態 を調査 した。

2調 査委員会

`

本調査 を進めるに あた り経営情報調査委員会および経営情報 調査 ワーキ ン

ググルー プを設 け,各 委員が調査 を担 当 したほか,関 係業界各 社の ア ンケー

ト調査結果 を中心 にま とめた。
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(1)

(2)

経営情報調査委員会構成(敬 称略50音 順)

委員長 伊藤憲太郎 日産自動車株式会社 電子計算部長

委 員 綾 日天彦 三井造船株式会社 社長室情報システム部長補佐

委 員 石崎 純夫 株式会社富士銀行 業務管理部長代理

委 員 遠藤 力 東京電力株式会社 総合能力開発本部システム担当

委 員 加納 浩 三菱石油株式会社 数理計画部主査

委 員 小泉 健治 東芝機械株式会社 システム部長

委 員 鈴木 秀郎 日本郵船株式会社 情報システム室次長

委 員 吉 田 剛 当財団専務理事

経営情報調査 ワーキ ンググループ構成(敬 称略50音 順)

委 員 大山 征義 日本郵船株式会社 情報 システム室 、

委 員 高村靖之助 東京電力株式会社 総合能力開発本部 システム

計画課副長

委 員 田中 昭雄 三井造船株式会社 社長室情報 システム部

委 員 田中 守 東芝機械株式会社 システム部主事

委 員 津川 求 日本郵船株式会社 情報システム室

委 員 福山 忠彦 日産自動車株式会社 電子計算部電算企画課

委 員 市川 隆 当財団総務部調査課長

3調 査 内 容

前述の 目的に沿って,「 外部情報の必要性 と役割」に?い て,従 来 のケー

ススタデ ィ先 を中心に7業 種(工 作 機械工業,自 動車工業,造 船業,石 油業,

電 力事業,輸 送業,金 融業)を 選定 し,下 記の4項 目について調査 を行 なった
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(1)外 部情 報 と しての関連産業 について

(2)企 業における外部情報 の収集および活用上の問題点

(3)外 部情報提供機 関につ いて

(4)外 部情報の使用 実態

(1)外 部情報 としての関連産業 につい て

従来の調査によ り,外 部情報 としては,と くに関連業 界情報の ニー ズが高

い こ とが指摘 されて きているので,関 連産業の情報につい て取 り上げた。

調査 内容は.各7業 種の業 界特徴 と関連産業の範囲,お よび関連業界間で

の情報 交換の現状につ いて調査 した。 また,こ れ ら関連産 業の構成 を踏 えて,

「関連先企業の どの よ うな計画,動 向 を知 りたいか」につ いても調査 した。

た とえば,製 造業の場合 の関連産業 と しては,原 料調達 先の業界,顧 客 と

して の関連産業,お よび系列関係企業 な どがその範囲となる。 エネルギー産

業,輸 送業 に とっては,全 産業にわた る広範 囲の情報 を必要 としてい る。 金

融業 の場合は,自 社の長期経営計画のために必要な情報 と,情 報提供機関 と

して所有 しなければな らない情報 とが あるな ど,各 業種によっ て,外 部 情報

の必要性,使 用方法は異 っている。

また,「 関連産業 について どの よ うな計画,動 向 を知 りたいか」について

は,計 画,動 向 を設備 投資動向,技 術動向,受 注動 向な ど8項 目につ いて詳

細調査 した。

調査結果 として,業 界内の情 報交換が円滑に行 なわれている ところ,一 方,

同業他社の情報の ニー ズが高いに もかかわ らず,現 状はあま りよく行なわれ

ていない ところ,ま た情報 の内容に よっては,企 業の戦略 に関係するな ど,

業界情報 に対す るニー ズ,充 足度は さま ざまである。 その ほか,現 在の官庁

統計な どの業種分類の 問題点な どが提起 された。

(2)企 業における外部情報の収集および活用上の問 題点

外部情報の必要性 と共に,各 企業 内におけ るこれ ら情報の収 集,加 工技 術
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お よび活用上な どに問題点が あるので はないか との前提で,ア ンケー ト調 査

を行なった。

調査の結果,一 部 の企 業 を除いては,ま だ内部体制に問 題点があるこ とが

指摘 され,と くに要員不足 な どがあげ られた。

(3)外 部情報提供機関 について

外部情 報につ いて提供機 関別 に,公 開性,適 時性,信 頼度,精 度な ど多方

面か ら,そ の充足度につい て詳細調査 を行なった。

とくに,問 題点 としては,提 供側の情報 に対 して,こ れ を使 用す る企業 側

の ニー ズに諸々の くいちがいが あることがわか った。 したがって,こ こでは,

企業 側か らの提供機関に対す る要望も併せ て調査 した。

(4)外 部 情報(マ ク ロ経済情報 のみ)の 使用 実態

経済見通 しについて,企 業側が使用 してい る外部情報 の種類 と,情 報提供

機 関が使用 しているそれとを比較 し調査 した が,こ れはほぼ 一致 している こと

がわかった。"

なお,本 調査報告 書は,上 記調査のほか,従 来のMISの 見直 しと今後の

方 向について,委 員会の検討内容お よび資料 を中心に まとめた ものを記述 し

た。

へ
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皿MIS(経 営 情 報 シ ス テ ム)

1.従 来 のMlSと その 反 省

ここ数年来rMIS」 と云 う言 葉は一般的に通用す るよ うになった。 しか

し,こ の言葉は,本 調査報告 書の参考 資料rMISの 定義」の項 に示す通 り,

人によって種 々の異なった イメー ジで把 え られている概念 であ る。

rMIS」 と云 う言葉が,わ が国に導入 され,'企 業の経営者 がMISの 確

立について努力 を始めたのは,昭 和42年10月 奥村綱雄氏 を団長 とする有

力な経営者 をメ ンバー と して構成 した 「訪米MIS使 節団」 の帰 国後,rM

ISの 開発お よび利用に関す る提 言」 なる所見が発表 されてか ら後で ある。

経 営情報 システムは,コ ンピュー タ と無関係に存 在する と云 う意見 もある

が,rMIS」 と云 う言葉 は,コ ンピュ… タの利用技術の高度 化に伴 って生

れてきた,新 しい概念 であ ることは否定できない。

ここでは,MISを 最大 公約数的な見解と して,

「経営上の意思決定に

必要な情報 を

必要 な人に

必要な時に

必要 な形 で

提供す る

コンピュー タに関連 した システム」

と定義 し,こ れに関連 して,こ れ までのMISの 進め方を反 省 し,今 後の方

向 を検討す ることに した。問題点 を明確 にす るこ とが出発点で あ り,問 題点

の 中にこそ解決 と発展の カギがか くされている との立場か ら調査 を行なった。

MISの 概念が導入 されてか ら,各 企業においては,MISの 確立 をめ ざ
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した アプ ローチが種 々の形で行なわれた。

過去5年 間,昭 和43年 か ら昭和47年 度にかけて,当 財団 では,各 企業 に

おけるMIS形 成の問題点把握 のために,15業 種 のケー ス ス タデ ィを行な

ってきた。(資 料編162頁(図 表 一9)参 照)

この調査 において,MISは,

① オペ レー シ ・ナル ・システ ム

② プ ランニ ング ・システム

の2つ に分類 して,検 討が進め られた。

調査 の結果は,総 体的 にオペ レー シ ・ナル ・システムについては,各 業種

におい てかな りな程 度まで役 に立つ システ ムが開発 され,運 用されてい るこ

とが 明 らかになったが,プ ランニング ・システムについ ては,外 部情報への依

存度が高 く,内 部情 報の整備のみでは,問 題解決が困難である との事実が明

らかになった。

訪米MIS使 節団 の帰 国した翌年,昭 和43年 は,MISが 一種の ブーム

を引き起 した状 況に あった。 その後,MISは 人 々の大 きな期待にもかかわ

らず,一 般的に はそ れ程の効果が得 られなかった との評価 を うけ,い つの ま

にか,ブ ー ムは去っ て行った。

この問 題の基 本的原 因を分析する と,次 の3項 に集約 で きる。

① 日本的経営風 土を考慮 しなかったこ と

② 事 務の機械 化 を進め トータル ・シス テム化す る こ とがMISへ の過

程で ある との考 えが あった こと

③ コンピュー タは人間に代って問題解決の力があ るかの如 き誤解 が一

部 にあった こと

一般的 に
,日 本の企業 は,終 身雇用制 を前提 と し,部 門主義を中心 と した

縦型社会 制度 と稟議制度 を採用 した経営方式 を採用 してい た。部門 レベルの

成果 を トップが決裁 して行 く,ボ トム ・アップ方 式 の 意 思 決定 が現 実 に 行

なわれてい る組織体 の中で,ト ップ ・ダ ウン方 式を基本 と した,米 国流のM
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ISは,そ のままの形 では受け入れ られなかった。 これ らの経営風土の違 い

を考慮に入れてい なかったこ とに,MISは 役に立 たない との評価 を得た最

大の原因が ある。

第2の 原因は,多 くの場合 コンピュー タ関係者がMISの 推進者 となった

こ とである。事 務の機械 化を進 め,ト ー タル ・システムを作 ることが,MI

S実 現へ の過程である と して コンピュー タ化を促進 した。 前述の部 門主義の

影響か ら,事 務の機械化は,従 来の仕事の方式 を変更せずに行なわれたケー

スが多か った。 この結果,プ ログラムの作成 と維 持に莫大な人手 を要 し
,処

理時間が長 くな り,コ ンピュー タその ものの規模 を拡大 しなければな らな く

な り,費 用がかか り過 ぎるとの非難 を受ける事態 を招いた。 このよ うな問題

に苦慮 してい る企業は多いであろ う。

現実には,コ ンピュー タの 中に過 去の数値 デー タを大量 に蓄積 して も,経

営上 の意 思決定に役に立 つ機会は少なか った。

第3の 原 因は,コ ン ピュー タを意思決定に利用す る試み は先端的なもの で

あったので,担 当スタ ッフが新 しい手法 を適用す る場所 をさがすのに懸命に

な り過ぎ,問 題の本質の分析より,手 法 とか技法に重点 をお きす ぎた。

このため,一 般的 には コン ピュー タに問題解決の神秘的な力が組み込まれ

てい るかの如き期待 をもたせ る雰囲気 を作る結果 となった。

しか し,現 実には,コ ンピュータ利用 の実体は,

① 日本の人件費は 米国に比べて 安価で ある

② コンピュータの価格は米国よ り日本の方 が高い

とい う経済的な制約があったため,バ ッチ処理方 式が中心 であ り,デ ー タ ・

ベース を利用 した り,タ イム ・シェア リング処理方式 を利用する事は,先 端

的な一部の大企業で実用化されてい るだ けであった。

米国での状況をベース とした,格 調の高いMISの 報告 と,日 本での現実

の差が・MISは 役に立た ない と云 う論 議を慮 ぎ起 こ した もの と考 えられ る。

そ の後,コ ンピュータの利用技 術は着実に進歩 をつづ けてお り,処 理 コス'
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トは年 々低下をつづけている。 一方,人 件費は高騰をつづけているので,経

済ベースでの,デ ー タ ・ベー スを中心 とした,コ ンピュー タの利用が可能 と

なった。 デー タ ・ベー スの確立が,MISへ の コンピュー タ ・サイ ドか らの

アプ ロー チの主流 とな りつつ ある。

従来の組織 ・制度 ・経営方式 をその ままに して,コ ンピュー タ化を進 める

ことに,多 くの人達が気付 き始めてきた。

現代の企業経営 をとりま く環境の変 化は,国 際的なス ケールで,未 曽有の

テ ンポで進 行 している。 この よ うな激 しい環境の変化 に対 応するため,企 業

においては組織的 ・機能的な知的活動が重要性 をます。

企業 の知的活 動の特色は,

① 戦略的意思決定

② 機動的 な組織体制

③ 高度の情報 処理

の3つ に集約 され る。

MISは,経 営の情報化 を支える道具 として,正 しい評価 を受け始 めた と

い えよ う。
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2経 営の情報化

2.1経 営 環境 の 変 化

昭和30年 代および40年 代の前半 を通 して,日 本は高度成 長政策 を旗 印

として,高 度経済成長 を達成 した。昭和45年 には,GNPで 自由世 界第2

位の経済大国 とい われる ようになった。

日本の経済社会の発展 と並行 して,世 界的 に資源問題 環境問題が深刻な

問題 として クロー ズ ・ア ップされ始 めて きた。

過去の統計資料による と,全 世界の資 源輸 出総量 の伸びは,過 去10年 で

約2倍,年 平均6%の 規模で あったが,日 本 の資源輸入の伸びは年平 均20

%に 達 してお り,す でに世 界の資源輸 出総量の25%を 消費 してい る状 況に

ある。

問題の解決は,従 来のよ うに経済的 な側面だけでは不可能で,国 際的 ・政

治的な関連が必要 と され る局面 を迎 えた。

また,技 術革新 をベース とした先進 国の量的な生産の拡 大は,環 境 汚染,

公害等 の社会的 な問題 を発生 させた。

つい3,4年 前 までは,企 業 の行動がた とえその動機や 結果において部分

的に反社会的で あって も,そ れが経済成長 のためであるとされた場 合は,国

民的な コンセンサスが得 られてきた。

しか し,日 本列島全体 の環境汚染が問題 となり始めて以来,経 済成長至上

主義 は人間生活その ものを破壊する社会問題 として クロー ズ ・ア ップされ る

ことになった。

重 化学工業 化の推進 と高加工度化の推進 を主体 と した時 代には,企 業の経

営は,

① 経済の変化

② 技術の変 化'
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を予測 し,企 業 をい かに成長 させ発展 させるが に力点 をお けば よかった。

したがって,昨 年 までの 当財団のMISケ ースス タディ調査の うち,プ ラ

ンニ ング ・システムについては,外 部情 報の重要性 が検討 されていた。

さ らに,最 近の経営 環境の変 化は,

③ 社 会環境の変 化

④ 政 治環境の変 化

といったよ り定量化 できない困難な問題につ いての予 測が,経 営上 の意思 決

定 に重要 な役割 りを占めるこ とを,あ らためて クロニ ズ ・ア ップして きた。

企業 に とって,工 場 立地にあたっての環境保全 とか国際社会での相手 国 と

の協調等が必要 とされ始 め,野 放 しの成長や利 潤の追求のみ を行な う企業 行

動は,国 民的 な コンセ ンサスを得 られ な くなって きた。

ニクソン ・シ ョック一円切 り上 げ一土 地 ・株式の高騰一 国際通貨危機の再

燃一エネルギー危機一物不足一遇イ ンフ レ加速 と日本経済は,か つて ない テ

ンポで激動の時 代へ入った。

これまで,企 業経営 によ うや く根 をお ろ し始めていた,数 値計 画を中心 と

した長期経営計画は,外 部 環境 の激変 にあって,そ の 効用 を失 い,代 って経

営の戦略計 画を中心 とした真の知的活動の重要性が改 めて認識 され始 めて き

た。

これか らの企業経営は,従 来の高度成長時代にみ られた企業規模の拡大,

利益追求中心主義か ら脱却 し,経 営戦略重点 で経営活動 を創造的に展開す る,

人間の英知の結果 を必要 とする活動に重点 がおかれるこ とにな る。

22産 業 構造 の変 化

昭和48年3月 に出 された産業計画懇 談会 の 「産業 構造改 革一公害 と資源

を中心に」 と題す る提言は,資 源の有限性 を強調 し,そ の節約,再 生利用 と

新資源開発の必要性 を説 くと同時に,試 論 と して規模 を縮 少すべき資源多消

費産業 を 「ネガテ ィブ ・リス ト」 として具体例 をあげ,日 本経済の進むべ き
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道 として資 源を食わない知識産業中心へ の産業構造 の改革 を急務 としたもの

であった。

■

●

●

物資の安定供給

環境の保全

省資源

省エネルギー

国際協調

とい う多様 な要 請 を満足 させ るパ ラソスの とれた産業構造へ の転換 を早急に

実現 しなければ な らない。

国家的 な見地か ら,新 しい型の産業 構造への誘 導が必要 とされる時 代に入

った とい える。

産業構造の将 来 を考 える場合,従 来の産業3分 類,す なわ ち

①1次:農 林水産業

②2次:鉱 工業 ・建設業

③3次:通 信 ・運輸 ・商業 ・金融 ・サ ー ビス ・公務

では,実 情 にそ ぐわな くなるであろ う。

コンピュー タを核 と した情報化の進展は,産 業構造に大きなインパクトをあた

えつつある。 いつ れに しても,知 識集約型へ産業構造 を変 化させ て行 く必要

がある。 新 しい時代の産業分類は,

①1次:物 を生産す る産業

②2次:流 通その他生産 と消費の橋渡 しをす る産業

③3次:情 報 ・知識 ・レジャー を提供す る産業

へ と変更す るこ とが提案 されている。

昭和48年7月,産 業 構造審議会人間能 力部会 では(図 表一1)に 示す よ う

に,知 的 サー ビス依存度 をベースと した新産業分類 を発表 している。将来 の

技術 の進 歩 も考 慮に入れて,産 業連関 を分析 して行 く場合,こ の新 しい分類

は,非 常に有効な方法で あると考 え られ る。
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(図 表一1)新 産業 分類 による知的サー ビス依存度

新 産 業 分 類 既 存 産 業 分 類

主 成 分 分 析
`

サー ビ

ス依 存

度(%)

知 識

性

新規
性

資源
依存

投資
依存

川 自 然 依 存 財
農 業,林 業,狩 猟 業,漁 業,水 産

養 殖

一 一 一 一 0 一 一 0～10

(2)生 活 基 礎 財
食 料 品,た ば こ,繊 維 工業,木 材,

木 製 品,皮 革,皮 革 製 品

一 一 0 十 十 0 0～10

(3)生 産 基 礎 財
鉱業,窯 業,土 石 製 品,鉄 鋼 業,非

鉄,金 属 製 品

一 0 十 十 十 十 10～20

(4)生産関連加工財
石 油,石 炭,ゴ ム製 品,バ ルブ 紙,

化 学,土 木 業

0 十 十 0 5～20

(5)生 活 関連 加工 財
衣 服,家 具,装 備品,建 設,そ の他

製 造 業

一 十 0 一 20～30

㈲ 知 識 集 約 財
機械,武 器,電 気機械,医 療理化学

輸送用機械

十 十 十 0 十 十 20～60

(7)ネ ッ ト ・ ワ ー ク 運 輸 業,電 気,ガ ス,水 道,通 信 業

、

0 一 一 一 10～70

(8)組 織 的 サ ー ビ ス
卸売 業,金 融,保 険 業,対 事業 所

サ ー ビス,出 版,印 刷

十 十 十 一 一 50～80

(9)個 別的 サ ー ビス
小 売業,対 個人 サ ー ビス,娯 楽 業,

不 動 産業,そ の他 サー ビス

一 0 一 一 一 50～80

(10知 的公共サービス 医 療,保 建 業,教 育,公 務 十 十 『 一 一 一 一 一 100

出典;産 業構造審議会 人間能力部会付属資料

2.3技 術 の進 歩 とそ の影 響

これか らの経済社会の発 展に もっ とも大きな影響 を及ぼす 技術の一つが コ

ンピュー タで あるこ とは,異 論 のない ところで あろ う。
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かかる見地か ら,コ ンピュータを中心 とす る技術の進歩 を予 測する ことは,

経営 上の意思決定にも重要な要 素とな る。

コンピュー タの利用技 術の発展は,次 の3つ の方向が考 えられ る。

第1は,大 型 の記憶装置 と人間の使い易い 入出力機器が通信 技術の発展 と

結合 して,新 しい コミュニケー シ ョンのパター ンを実用化す ることで ある。

昭和60年 の 日本電信電話公社の ビジ ・ンによる と電子交換機 と通信ネ ッ

トワー クが有機的に結合 され,全 国的 な規模で 「総 合電気通信網」が建設 さ

れる とある。加入電話 ・画像通信 ・デー タ通信 ・テ レビ電話 ・加入電信 な ど

の通信が電子交換機で結合 され,相 互接続や 端末の共用な どを可能に し,全

体 を一つの システムとして活用 しうるサー ビスが実用化 される との見隠 しで

ある。

情報の正確な伝達 とい う分野で,時 間 と距離と量の問題が制約条件か ら除

外 しうる とい うことは,企 業 の経営面で まった く新 しい可能性 をもた らす 。

第2は,LSI(高 密度集積回路)の 発達 を中心 とした,超 小型マイク ロ

・コンピュータの実用化で ある。大量生 産 ・大量 消費によ り,価 格は低下 し,

自動制御機器の一部 として,設 備の中へ 組込 まれた形 とな り,無 人化 を促進

す るもの と予想 される。

さ らに,大 型 コンピュータ と通信回線 で結合されるこ とによって,流 動 ・

輸送 の合理化 を実現 させ,多 品種少量生産の分野 を含むす べての生産分野へ

適用分野 を拡げて行 く。

第3の 問 題は,ソ フ トウェアの進歩である。 コ ンピュー タの利用は,次 第

に 自然語に近づい て行 く。MISの 推進に例 をとっても,コ ンピュー タ部門

の人に経営上 の問題を教 えるよ りも,経 営管理業 務のエキ スパー トに コンピ

ュー タの利用方法 を教 える方が有効度が高 くなる。 秀れた コンセ プ トが技術

以上に重要 なこ とが再確 認される。

これ らの技術の進 歩ば,既 に部分的には現 実に利用可能 な状 況 にある。 ま

た一方,商 法改正に よって,マ イ ク ロ写真が法的 に帳簿 と して認め られるこ
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とになった。

コ ンピュー タ出力をマイク ロ化 し,ビ ディオ ・ファイ リング ・システムと

連動 させるこ とによって,デ ィジタルな デー タだけでな く文字 とか図表写真

な どの情報検索がで きる新 しい形の情報 サー ビスが可能 とな るであろ う。

経営の情 報化 をサ ポー トする,第3の 要件で ある高度な情報処 理の技術的

可能性は,ほ ぼ全容が見通 し得る時点に到達 した とい えるであろ う。

2.4今 後 の 方 向

第4次 中東戦争 を契機 としたOAPEC(ア ラ ブ石油輸 出国機構)の 石油

政策は,高 度成長政策 を旗印として発展 をつづ けて きた 日本経済の,産 業 構

造の変換 を促進す る決定的なイ ンパ ク トとなった。

今後 日本の国家政策は,従 来 の経済成長至上主 義か ら,社 会福 祉主点主義

へ,さ らに省資源 ・省エネルギー ・国際協調重点主義へ転換す るこ とを余儀

な くされつつある。

一 方
,企 業はその社会的責任が,重 要な経営上の課題 となってきてい る。

国家社会の成員 としての社会的連帯 を自覚 した経営の実施が,国 家的 な見地

か ら要請 され る時代 となった。

コンピュー タを中心 としたMISは,経 営のための手段 として,ボ トル ・ネ

ックの解決 に利用すべ き時代に入った といえる。

現時点で,コ ンピュータは事務処理の省力化,高 度な科学技術の計算の高

速化,生 産工場 の無人化 といった分野で,着 実に定着 しつ つある。 しか し,

経営上の意思決定の分野での利用 については,MISの 概 念が導入された 当

初の期待通 りに進展 しなかった ことは事実である。

現 実に,企 業 が コンビ=L-一夕を利用 したMISを 確立 させるためには,経

済的 な側面か ら,人 力を コンピュー タに代替 させ,知 的生 産性 を着 実に 向上

させ るこ とが前提条件 となる。 今後,コ ンピュータの利用は,通 信技術 との

結合 によって,新 たな局面を迎 えるこ とであろ う。

・-14 .一



また,

・ 計算の効 率化本位か ら,業 務の合理化本位へ

・ 人間 とコンピュー タのそれぞれの特質 を活 用 した シス テムへ

との変換 を 目標 として,階 層構成の コンピュータ利用が主流 をな して行 き,

そ して,こ れ らの技術 は,単 なる企業内の情報 システムか ら,他 企業 界の

ネ ッ トワー クを構成する情報 システムへの拡張の 可能性 を もつ もので ある。

経営環境の急激な変化 と,新 しい テ クノ ロジー の発展 は,今 後のMISの

方向 を決めるカギを握っ てい る。

先進国型の産業社会の 構造 の中で,企 業は今後 も国際競争力 を持 ち続ける

ことが必要である。 この ためには,こ れ まで以上に企業 の体質改善 を促進 さ

せて行 く必要性 を増加 させ るこ とになる。LSIの 発展は,安 価な制 御用 コ

ンピュー タを出現 させ,経 済ベースでの省力化 シス テムの 実用化 を可能 とす

る。 オペ レー シ ョナル ・レベルのMISは,こ れ らのシス テム との一体化が

促進 される。

一方
,経 営上の意思決定に必要 とされ るプランニ ング ・レベルのMISは ・

今後,企 業中心の閉鎖的 な情報管理体系か ら,社 会 中心の 開放的 な情報管理

体系へ と転換を要請 され る時 代 となって きている。

現実に,企 業 が社会の 中で どの ような活動 をし,そ れに よって どの よ うな

社会的な貢献をな し,ま た どのよ うな社会的破壊 をな しつつあ るかについて,

客観的に 評価 しうる体 系 を作ることが急務である。

そ して,こ れか らの経 営上の意思決定 は,こ れまでの無制約条件下 での決定

行為か ら,よ り多 くの各種制約条件 を加味 した,意 思決定 に変化せ ざるを得

ないであ ろ う。 勿論ORを 中心 とす る各種経営科学の手法は,有 力な手段 と

して,着 実に重要な地位 を占めて行 くもの と予想 され る。

エネル ギー とか資源の制約 を条件 とした,産 業 レベルでの新 しい均衡 を予

測す るのに,産 業連関分 析な どの手法 を活用 しうる体制作 りも必要 となるで

あろ う。
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激動の時代に入って,企 業 レベルでの経営計 画面で は,各 部門の数値デー

タの積み上げに よる数値計画の限界 を改 めて明確化 した。激 変す る経営環境

に対応するため,戦 略計画 が長期経営計画の主流 となった。

近い将来,コ ンピュー タを核 とした情報化の進展は,産 業構造の構成 に大

きな影響をあた えるもの と予測 される。 今後の産業構造の構成を想定 し,こ

れ をベー スとして,新 しいMISの あ り方にっいて,見 直 しが必要 な時期 が

きている。

プランニング ・レベルのMISに ついては,新 しい社会的 なニーズを背景に

し,新 しい テ クノロジーの発達にサポー トされて,ニ ー ズの強い 分野か ら,

着実にNIS(ナ シ ョナル ・イ ンフォメー ション・システ ム)と の一 体化へ

と発展 して行 くもの と予 想され る。(NISに ついては参考資料154頁 参照)

企業利益の追求 と企業 の社会的責任の遂行 を両立させる こ とは,現 代の経

営者に課せ られた大 きな責任で ある。 このためには,従 来の ボ トム ・ア ップ

方式 をベー スと した,日 本的経営風土か らの脱 皮が必要 となる。 目的 を明確

化 して,発 想 を転換 した トップ ・ダ ウンのアプ ローチを現 実の経営の中に と

り入れるこ とが課題 となる。 これか らのMISは,コ ンピュー タを核 とした

経営情報化のた めの道具 として,真 の重要性が再認識 され,強 い経営上 のニ

ー ズを背景 として地道な発展をとげる もの と思われる。
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皿 外 部情 報 の必要性 と役割

」.は じ め に

前章で述べた ように,外 部環境の変化にともない,MISは,従 来の企業

中心的なものか ら,社 会中心的な ものへの変換が必要 となって きた。

す なわ ち,は げ しい環境の変化に対応す るためには,従 来の延長 線上での

MISで は不可能 とされつつあ り,新 しい可能性を求める真のMISの 潜在

ニー ズが確 実に高 まってい る。

そのため今回の調査で は,外 部環 境の変化を知る一つの段階 と して,外 部

情報につい て調べてみた。

過去5年 間の15業 種の ケース ス タデ ィの結果,企 業内のオペ レー シ ・ナ

ル情報につい ては十分 とはい えない まで も,か な りの段階まで整備 され てい

るが,長 期経営 計画 を中心 とす る プランニング情報については,外 部情 報へ

の依存度が高 く,内 部体制の整備のみでは問題解決が困難である との結論 を

得た。

各企業においても外部情報に関す る認識は深 く,さ らに有料外部情報 提供

機関な どの 出現の兆もある現在,外 部情報 の必要性や役割に関する調査 を行な

うことは,時 宜 を得 たものであろ う。

以下 「外部情報 の必要性 と役割に関す る調査票」 とい うアンケー ト結果 を

分 析 しつつ,長 期経営計 画を主体 と した プラ ンニング情報 における,外 部情

報の必要性お よび役割につい て述べてみたい。

1.1ア ン ケー ト調査 の 内容

今 回の アンケー ト調査においては,以 下の4項 目について調べた。

・関連産業と外部情報

長期経営 計画の企 画立案に際 し,外 部情報 を収集活用する場合,ど のよ
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うな関連産業の,か つ どのような情報 を必要 としているか,ま たその情報の

内容(量 ・質)に は どんな問題が あるかについて調査 した。

本報告 書では 「業種別の外部情報使用状況」と して ま とめ,7業 種 につ

いて詳細に述べる。

・企業における,外部情報の収集および活用上の問題点

企業内において,外 部情報の 「所 在」,「 収集」お よび 「加工」 に関 し,

どのよ うな問題があ るか,ま た,企 業 内で加工 された情報 について,加 工

部門 と使用部門 との 間にいか なる問題 が存在す るか を調査 した。

・外部情報提供機関について

外部情報 提供機関 を下記の よ うに10種 に分け,必 要外部情報 の収 集に関

し,利 用 している機 関お よびその利用上の問題に つい て調査 した。

(A)官 公庁,政 府関係諸団体

⑬ 経済 団体

◎ 業界 団体

◎ 関連企業

(∋ マス コ ミ関係

⑬ 金融機関

(③ 情報提供 サー ビス機関

⑪ 調査研究機 関

(1)海 外政府,政 府関係諸機関

(J)海 外 諸団体

・マクロ経済情報にっいて

長期経営計画の企画立案にあた って,マ クロ経済情報 に必要な 官公庁統

計 にっいて,ど のよ うな統計が企業 に重要視 され,使 用 されてい るか を調

べ た。 なお,こ の結果 につい ては資 料編(146頁)を 参照 されたい。
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・1.2ア ン ケー ト回収 状 況

110社 を調査対象 と し,55社 の回答 を得 た 。これを業種別に分類す れば ,

内訳は次の通 りである。

工作機械工業

自動車工業

造船業

石油業

10社

8社

5社

8社

電力事業7社

輸送業6社

金融業(銀 行)11社

回収率は50%で あるが,前 記業 界における代表的企業の殆ん どが網羅 さ

れて お り,概 要 を知 る には 充 分 な結 果 を得 た と考 え られ る 。

なお,ア ンケ ー ト票 の詳 細 につ い て は,資 料 編(131頁)を 参 照 さ

れたい。

2業 種別の外部情報使用状況

A工 作機械工業

1.工 作 機 械 工 業 の 特 徴 と外部 情報 の必 要 性

1-1工 作機械 工業 の特徴 と外部情報

工作機 械は機械 をつ くるための機械で あるところか ら,一 般にマザーマシンと

呼ば れ,設 備投資財に分類 されてい る。 この設 備投資財 とい う性格が第1の

特色とい える。 設備投資財産業が景気 の変動 に敏感であることはご存知 の通

りで あるが,特 に機械工業の受注勤行は経済企 画庁の先行景気指標系列に使

用 される程,景 気に敏 感に反応す る。

このよ うな産業 としての性質か ら特 に外部情 報には,特 別の関心 と注意 を

払わ ざるを得ない といえよ う。 設 備投 資 の ビヘ ビアは広 く,大 きな外部情

報 と関連 してい るた め,そ の分析は困難 な作業 である。長 期経営計画に 当っ

ては,海 外政治 ・経済の動き,国 際収 支の動 き,国 内景気,産 業政策 ,金 融
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政 策,財 政政策な どの政治経済 の動向 を察知する必要があ る。 これ らの動 き

ひ とつで設備投資意欲は左右 されるか らである。設 備投資 はその 目的に よっ

て も,変 動 パター ンは違って くるため,設 備投資 を分析するためにはかな り

詳細 なデー タを把握す る必要 がある。`

供給 力拡大投資の場合は景気に対す る弾性 値は高 くな り,省 力 ・合理化投

資が 目的 の時は,好 況,不 況にはあま り関係な く進め られる。 また,設 備更

新投資が 目的で あれば,'供 給力拡大投資のパ歩一 シを取 る ことになる。 この

よ うに設備財産業は,常 時 デー タを収集 し観 察す る必要にせ まられているた

め,外 部情報 システムは重要な システム とい えよ う。

第2の 特色は,精 密機械工業 に属 し,固 有 の技術水準が高い産業である。

この ような技術の分野にあって,外 部情 報 としての技術情報はその重要 さが

常に高 くランクされている。

素材の変革は,加 工法,加 工機械そのもの に大 きな影響 を与える。 また,

加工対象の ワー クの形 状の変化傾 向も大 切な情報 である。 電カプラ ン ト,航

空機,船 な どに見 られ る構造物の大型化,他 方電子工業 に見 られ る ミクロ化,

超精密化は工作機械に大きな変化をもた らす もので ある。
1

また,エ レク トロニ クスの進 歩による工作機 械の制御方式 の変化 も業 界に

大 きな変 革をもた らしつつ ある。

NC(数 値制御),DNC(群 管理) 、の技 術開発は 目ざましいものが ある

が,こ れ らの情報は増 々重要 とな ろ う。'

第3の 特色は 労働集約産業 と してのZi作 機械工業であろ う。

第二次産業の労働力不足,高 賃金化の傾向は増 々顕著で ある。 これに対処

す べ くコン ピュー タ導入による無人工場 のシス テム開発は世 界のす う勢 とな

ろ う。 即 ち単純 労働か ら人間の解放を行ない,職 場 における人間性の回復 を

行な うρ この シス テム開発 を含む技術情報ぱ,今 後急速にその重要性 を増す

と思われる。

固有技術 の標準化が進む と次の競争手段は経営 システム(生 産 システムを
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含む)の 競 争 となるで あろ う。工作機械工業 の多種少量生産 も設計の標 準化,

生産 シス テムの 高度化 を通 して克服 していかねばな らないであろ う。

1--2外 部情報の必要性

(1)情 報 システムの確立

工作機械工業 は前述 のよ うに,政 治,経 済,技 術,労 働 といった 巾広

い情報 に関心 と注意 を注いでい る訳であるが,こ れ らの外 部情報 を工作

機械工業に適 した デー タに加工 し,分 析 し,経 営計画に導入す るために

は,そ れ相 応の情報 シス テムの確 立が必要 となる。 小規模経営 群 と して

過 当競争社会 を形成 してい る工作機 械工業界に とっては,情 報 システ ム

の完成は共存共栄の道 としての シス テム開発でなければな らない。

これ らの 目的完遂の ためには,ど うい う種類の情報が外部情報 として

必要か,ど のよ うな タイ ミングで,ど の よ うに加工 された(ま たは原始

の)デ ー タがあれば所 期の情報 シス テムが形成可能か これ らの解 明が必

要 である。

従来,と もすればデー タの入手面 にのみ 力を入れたが,も し情報 シス

テムが必要 とす れば個 々の企業が持ってい る内部情 報も共存共栄のた め

に公開すべ きで あろ う。 今 までのTAKEANDTAKEの 態度か

らGIVEANDTAKEの 姿勢に変わ らねばな らない。

(2)工 作機械工業用産業 連関表 の作成 ,

前述の情報シス テムの一環 と して,工 作 機械工業 界用の産業連関分析

を確立すべきであろ う。

工作機械工業 のよ うな設備産業においては,一 般の経済情報 では経営

計画に うま く導入するこ とが困難なよ うに思わ れる。 したがって情報 シ

ステ ム形成に当っては情報 ネ ッ トワー クを通 して,工 作機 械工業用の産

業 連関表 を作成す る必要が あろ う。 この産業連 関表は,工 作機械工業に

関連する産業の活動(生 産)計 画が,種 類別工作機械に どのよ うに波及

し,ど の種類の工 作機 械が,ど れだけ過不足 を起す かを計量的 に把握す
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るこ とが 可能であろ う。 この情報 システムの確立によって,資 源 を有効

に利用 しなが ら効率の 高い企業経営の道が開 かれる可能性 がある。 資金

力,労 働力に乏 しい企業群の共存の道は,こ のような情 報 システムのパ

ック ・ア ップ体制 が不 可欠な もの となろ う。

この情報 システ ム確立のためには,企 業 内情報の公 開が前提 となる。

また,機 種 の調整,統 合は必須条件 となろ う。

(3)外 部情報 と意思決定

工作機械工業にお け る外部情報の役割は,長 期経営 計画におい てその

有効性 を発 揮する。長 期経営計画は,社 内情報 をい くら積上げて も経営

計画 とはな らない。 ここにMISに おける外部情報の重要 さが認識 され

る。

MISに おけ る外 部情報は,前 項 で述べ た産業連関表の情報 も重要 で

あるが,異 質なデー タであるけれ ども工 業国 として拡 大す るか,福 祉 国

家 として進路 を変更するか といった 政治情報あるい は技術情 報,製 品 開

発情報等の情報の ウエイ トが意思決定の レベルが高 くな る程,増 して く

ると考 えられる。 今後の通信技術の発達はマスコ ミ・グルー プの情報産

業 が成長 し,MISの 一 部を形 成す る可能性 も含まれてい る。 この よ う

に多角的,異 質情 報が相互に補いあって,企 業の意思決 定に役立つ よ うな

MIS形 成が進行す るもの と思われ る。

,

2外 部 情 報 の 使 用 実 態

2--1外 部情報 と関連産業

(1)工 作機械工業 と関連産業

工 作機械 はマザー マシ ンと しての性格か らあらゆ る産業 の動 きと関連

している。 したがっ て工作機械 メー カーは,自 社担 当機 種が どの産業の

動 きで影響 されるか その波及パター ンを知ってい て,常 にその産業の動

静を注 視 してい る。造船が活 況 を呈 してい る時,自 動 車が活 況を呈 して
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い る時,家 電,建 設,そ れぞれの動きに よ り,工 作機 械のある種のもの

の引合いが活発化 し始めるのである。

最近の動 きでは,産 業 界が公害防止,省 力化の ため活動 をは じめ,関

連 してその種の関連工作機械 が活況 を呈 している。

この 間の事情 は アンケー トの 「問2」 「長期経営計 画立案に際 し,外

部情 報は どのよ うな関連産業の情報 を必 要 とし,又 利用 してい ますか」

の設問 に対 して紙パル プ業,輸 送業 を除 く全産業 が関連産業 と して選ば

れてい るこ とか らも類推で きるで あろ う。 この こ とは工作機械工業各社

が経営計画立案に 当 り,直 接的,あ るいは間接的に影響する産業か らデ

ータを取 り出 し,何 らか の形で外部情報 として加工 し,ま たは参照 して,

経営計 画に利用 してい る ことを意味 してい る。

(2)工 作機械工業 と各産業 界 との関連度

(図 表一2)は 工 作機械工業 の各企業 が使用 してい る と考 え られる業

界情報で上位業界 を取 り出 してみた ものである。

(図表一2)

関連産業の重要度

業

工 作 機 械 工 業

一般産業用機械工業

自

鉄

竜

造

化 繊



工作機械工業界約100社 のtg年 度出荷高は3,000億 円前 後といわ れてい

るが,こ の小 さな市場で,企 業 を繁 栄 させ,拡 大再生 産 を続 ける場合,

必然的に過当競争現 象が現われて くる。 このような戦略,戦 術 の中では

同業者の動 きは特 に注意 を払 うことになる。 このことが同業者 デー タ を

関連度第1位 に置 か しめ る要 因 とい うこ とができよう。

第3位 の 自動車工業,こ れは最近 の2～3年 の 日本経済 を リー ドした

工業界であ り,ま た工作 機械の需要 先 としても自動車 を取 りま く,下 請

け業 界の広が りも含めてかな り大 きな業 界であるため,自 動車 の動向に

は関心 を示す ことになる。アンケートにも この関係があ らわれて いる とい

えよ う。

関連度4位,5位,6位,7位 は 日本経済の復興期 で ある昭和25年

の朝鮮動乱時の造船 ブー ム,そ の後の化繊 ブーム時代,家 庭電 化 ブー ム,

鉄 鋼の大発 展をそれぞ れ代表す る業 種が,歴 史的な配 列で並んでいる様

子で興味深い ものが ある。 又関連産業 を次のような視点よ りみ てみる と,

必要 とする情報 もはっ き りして くるで あろ う。

① 一次需要(直 接 ユーザー)と 二次需要(間 接ユーザー)

関連産業で上位に ランクされる業 界は工作機械 を直接 使用す る第一

次需要者で ある。 下請系列会社 を含む大世帯の産業 で あ り,部 品産業

の典型である 自動車工 業はま さに これに該当する。

鉄 鋼業 になると若干意味合 い を異 にするもの とい える。 即 ち,鉄 鋼

の動向は,生 産量 とか 出荷先産業 の動 向がよ り多 く工作機械工業 との

関連を持 つため,二 次需要(間 接 ユー ザー)に も入 ると思われ る。 こ

れ は後の分 析に出て くるが,鉄 鋼業の情報で まず関心 を示す もの とし

て は 「受注,生 産,出 荷」情報 であって他産業のそれは 「設備 投資情

報」 とい うアンケー トの結果に もその間の事情が理解で きる。 化繊 紡

織業 の動 きも,第 二次需要 と しての位置づ けで あろ う。

② 原材料 エネルギー供給 ←場 との関連
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＼

今回の ア ンケー ト時点は石油パ ニックのは しりの時期にあったため,

関連産業分野に原材料,エ ネルギーの供給サイ ドが重要産業 として意

識(供 給分析の対象 として)ざ れてい ない 印象 を受ける。

従来,工 作機械工業分野は小 さいた め」 供給 については暗暗裏 に無

限 の前提 があった と思わ れるが需 要予 測 と同 じくらい供給予測の重要

性 が認識 された とい えよ う。

今後,エ ネル ギー政 策の変換,公 害 問題が クロー ズ ・アップされる

中で,エ ネルギーの企業別割 当,業 界別割当の政 策が進 むよ うになれ

ば,NISの 形成がエネルギー政 策の面か ら必要になって くる と考 え

られる。

③ 系列企業,下 請企業 との 関連

工作機 械工業は多種少量生産 の母体 の上に長 年生活 して きたため,

標準化,部 品の 互換性が遅れ,現 時点 で も部品工業が成立 しない状態

にあ る。 したがって,系 列企業,下 請 企業 も資本系列下で生産の一 翼

を担 当 している分工場であ り,部 品工業 の下地 とな る要 素はほ とん ど

ない。

このよ うな状 態で あるた め情報交換の ニー ズ も起 って こない。 逆の

表現 をす れば,下 請企業が部品工業の レベルまで上 り,縦 の系列 か ら

横 の系列 などへ 機 能 す る こ とが,可 銭 こなれば情 報 シス テムの ニー

ズが出て くる もの と 思わ れる。

(3)工 作機械工業 と関連産業 の情報

関 連産業 の情報 内容 につい ては,関 連度の高い産業 を分析 してみ る と

(図 表 一3)に 見 られるよ うに,鉄 鋼業 を除 く他の産業 では設 備投資動

向が第1位 に ラ ンクされてい る。 このこ とは設 備投資 動向の予測の困難

性,仕 込み生産に よる資金圧迫,景 気変動 に対す る敏 感な受注変化に よ

る意図せ ざる在庫増 な どの経 営効率低下に対応す るために設備投資情報

に関心 が示 され るとい えよう。'
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第2位 に ランクされ るものに受注 ・生産 ・出荷動向がある。設 備投資動

向が直接情報 とす れば,受 注 ・生産 ・出荷動向 は間接情報すなわ ち明 日

の設備計画 を予測す る重要情報 である。 設備財産業 においては,ま ず受

注が活発にな り,生 産に移 る。 ここでは繁 忙の度合によ りまず残業計画

日曜 ・休 日の臨 出計画・二交替計画等を経 てば じめて設備増設 とい うビヘ

ビアをとるため,こ の受注 ・生産 ・出荷動 向は継続的 に計数的に把握 さ

れねば な らない情報のひ とつで ある。

(図 表一3)

「問3」 「どの関連産業の情報 を必要 と し,ど の よ うな計画動向に

つい て知 りたいですか」

工作機械工業の
関 連 産 業

関 連 産業が行 な ってい る,ど のよ うな計 画,動 向 につ
い て知 りた いか

(第1位) (第2位) (第3位) (第4位)

工 作 機 械 工 業 設備投資動向 受 注 ・生 産 ・

出荷動 向.

販売在庫動向

製品開発動向

販売金融状況
要員 ・技術動
向 物流計画

一般 産業 機 械 工 業 設備投資動向 受 注 ・生 産 ・

出荷動 向

技 術 動 向

製品開発動向

」

自 動 車 工 業 設備投資動向
受 注 ・生 産 ・

出荷動 向

販売在庫動向
技術動向
物流動向

鉄 鋼 業
受注 ・生 産 ・

出荷動 向

販売在庫動向
設備投資動向

金融状況
要員 ・技術動
向 物流計画

電 気 機 器 業 設備投資動向
受注 ・生 産 ・

出荷 販 売動

庫 動 向

製品開発動向

技術動向

化 繊 紡 績 業 設備投資動向
受注生産出荷
要員計画
技術動向

造 船 業 設備投資動向
受注
製品開発
技術動向
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また関連度の高い産業ほ ど,細 部に亘 る 「計画 ・動 向」 を必要 として

い るが,「 技術動 向」に関 しては,第3ラ ンク産業の 自動車工業の情報

まで ウエイ トの高い アンケー トの集計結果になっ ている。 自動 車工業界

の技術革新の大 きさの反 映であろ う。

鉄鋼業界について は,第1ラ ンクに 「受注 ・生産 ・出荷」 がきて,他

の関連業界 とは異 なっている。 これは,鉄 鋼業 界の活動水準が他の産業

の活動の先 行指標的役割 をはたすた め,特 別重要 視される外 部情報 とし

て位置づ け られ るためであろ う。

関連産業 とその産業 の 「計画 ・動 向」情報の関係は(図 表一3)を 参

照 されたい。

(4)関 連産業 の情報に対す る問 題意識

工作機械工業が関連産業の計画動 向の情報について ど うい う問題点 を

意識 してい るか をみてみ る と以下の ごとく考 えられる。

① 情報の問 題点 別計画動 向の分類

ω ほ とん ど問題はないが,タ イム リーでない点 が問題である情報

⑦ 「受注 ・生産 ・出荷」 ⑦ 「販売在庫」 ⑰ 「財務金融」

σ)公 開性に問題があ り,ま た 出所前提が明確でない点が問 題である

⑦ 「製品開発」 ④ 「要員計画」 ⑰ 「技術動向」

(切 適時性,客 観性の点が問題 となる情報

⑦ 「設備投資」

←)そ の他の各 「計画動向」は(図 表 一4)を 参照 されたい。

② 工作機械工業が知 りたい計 画動 向については,第1順 位は 「設備投

資」動向の情報で あるが,各 業 界別の情 報提供体制,情 報の内容(量

・質)に 関するア ンケー トは
,図 表に示す通 りであ る。 産業全体 につ

いてはつ ぎのよ うになる。

⑦ 適時性に問題 あ り32.0%

(/)客 観的 ・信頼性 に問題 あ り20.7%
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㈲ 情報量に問題あ り15.5%

←ケ 出所 ・前提に問題 あ り12.8%

囲 以下省略

各産業界のデー タについては(図 表 一5)を 参照 されたい。

(図 表 一4)関 連産業の計画動向情報に関する問題 点

計 画 動 向 問 題 点

受 注 ・生 産 ・出

荷 動 向

4796

問題 な し

13%

情 報 量

13%

.適 時 性 その他

販売 ・在庫動向

27%

適 時 性

24%

問題 な し

16%

情 報 量

13.5%

加 工 技 術 その他

財務 ・金融状況
22%

適 時性

22%

問題 な し

1696

蓄積 量 その他

製品開発動向

27%

公 開性

L

23%

出所 ・前提

21%

客観 性 その他

要員計画

27%

公 開性

23%

出所 ・前 提

18%

適時 性 その他

技術動向
29%

公 開性

2796

出所 ・前 提

21%

客観性 その他

物流計画

29%

適 時性

18%

出所 ・前 提

14.8%

情 報 量

148%

問題 な し その他

設備投資動向

3296

適 時性

20.7%

客 観 性

15,596

情 報 量

12,996

出 所 ・前 提 その他
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(図 表一5)関 連産業 の業界別情報の問題点

設備投資動向

全産業

32%

適 時 性

20.7%

客観性 ・信 頼性

15.5%

情 報 量

12.8%

出 所 前 提

6,16.1

加 技 問 題

工 術 な し

饗
開
催

2.5

蓄

積

量

工作機械工業

設備投資動向

31%

客観 性 ・信 頼性

31%

適 時 性

、15.5%

情 報 量

75%75%

出所・蓄 積量

前 提

I

l75%

問 題

な し

一般産業機械

設備投資動向

334%

適 時桂

25.0%

客観性 ・信 頼 性

ユ6.796

情 報 量

83%

蓄積量

,8.3%
.

公開性

8.3%

出所 ・

前 提

自動車の設備

投資動向

.272%

客 観 性

272%

適 時 性

18.3%9.1%

出 所 前 提 公 開 性

9.1%

情 報 量

9,19る

問 題

な し.

鉄鋼業の設備

動向

40%

適時 性

20%20%

情 報 量 出所前 提

20%

問題 な し
'

電気機器業の

設備投資動向

33.4%

適 時 性

16.7%

加 工 技 術

16,796

情 報 量

16.6%

客観 性

信 頼 性

16.6%

問 題 な し

化繊紡織業の

設備投資動向

40%

客観 性 ・信 頼1生
'.

20%

出所 ・前 提

20%

適 時 性

20%

問題 な し

造船業の

設備投資動向

50%'

客 観 性 ・信頼 性

25%

情報 の公 開性

25%

適 時性

③ 工作機械工業が知 りたい計 画動 向について,第2位 は 「受注 ・生 産

・出荷」動向の情 報であるが
,各 業 界別の情報提供体制,情 報 の内容

(量 ・質)に 関す るアンケー トは下表に示す とお りである。産業全体

についてはつぎのようになる。

(力 問題な し47%

(イ)提 供す る情報量に問題がある。13%

⑰ 適時性に問題がある13%

⇔ 以下省略

ふ
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各産業界の デー タについては(図 表一6)を 参照 されたい。

(図 表 一6)工 作機械工業 が知 りたい計画 ・動向に関する関連

産業 の業界別業情 報提供体制お よび情報内容(量 ・

質)

受 注 ・生 産 ・出荷
47% 13% 13% 27%

動向(産 業全体) 問題なし 情報量 適時性 その他

33,496 22.5%11.1% 11.1% 11.1% 臼.1%

工作機械工業の
客観性

受 注 ・生 産 ・出荷 問題なし 公開性 情報量 信頼性 出所前提 適時性
動向

一般産業用機械工 25% 25%12.5% 12,596 12.5% 12.5%

業 の受注 ・生 産 ・

出荷動向 情報量 問題なし 蓄積量 公開性 適時性 適時性

自動車工業の受注 6096 20% 20%

・生 産 ・出荷 動 向
問題なし 公開性 客観性

鉄鉱業の受注・生
75% 25%

産 ・出荷動向 問題なし 適時性

」

電気機器の受注 ・

P

100%

生産 ・出荷動向 問題な し

6796 3396

化繊紡織業の受注

・生産 ・出荷 動 向 情報量 客観性

造船業の受注・生

産 ・出荷動向

100%

問題 な し
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2-2関 連産 業 との情報交 換の現状

(1)同 業者間の情報交換の現状お よび重 要性

① 工作機械工業 の競合社会 と情報 交換

先にも述べたよ うに,工 作機械 の業 界は中小 規模の企業 が多 く,マ

ー ケ ッ トも比較的小 さいため常に競 争のはげ しい競合社会 になってい

る。

機械の機能面 も金属 の切 削加工 が主 流であ り,切 断,研 磨,孔 明け

等比較的単純な機能分類のため,各 メー カー の技術水準 も平 準化 して

いる ことも競合度の高い原 因であろ う。

この ような社 会で,い わば戦国時代の様相 を呈 していて,相 互の情

報交換はまだ まだ困難 な条件が多い と思われる。

② 同業界情報へ の関心 度 とその 内容

ア ンケー ト問2「 重要 と思われ る関連産業 を選べ 」によると同業 界

の情報が一番重要情報 として ランクされてい る。

これは,市 場 が比較的小 さ くマ クロ予 測でそ の大 枠 をかな り良い情

報で把握で きる こと,ま たその枠内で,い かに競争に勝 ち,企 業 の拡

大 をはかってい くか の検討に欠 くべか らざる情報 として位置づ け られ

てい るためで あろ う。

ア ンケー ト問3「 問2の 関連産業で どのよ うな計画,動 向が知 りた

いか」について は,第1位 「設備投資動 向」,第2位 「受注 ・生産 ・

出荷動向」,第3位 「販売在庫動 向」 と 「製品開発動 向」が高い率 で

集計 され た。 この第1位 同業者の 「設 備投資動 向」は顧客の動向 とし

て よ り,む しろ マー ケ ッ トシェア拡大等生産能力の増加 に対す る関心

度 と見たほ うが妥当ではないか と考 える。 なぜ な ら長期経営 計画にお

いて,市 場 占拠率の拡大即経営 の安定につなが る過 当競争社 会の経営

論 理に他 ならないか らである。

上記の ように,同 業 者の 「設 備投資動 向」情報へ の ニー ズにもかか
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わ らず,こ の情報 に対す る満足度は低い ものがある。

ア ンケー ト問4「 関連産業の計画 ・動向で,そ の情報提供に関す る

体制,情 報の内容(量 ・質)」 に関す る設問で工作機械工業 の 「設備

投資動向」は31%が 客観性お よび信頼性に問題あ りと答 え,ま た同

じ比率が,デ ー タが入手 出来て も時期遅れで タイム リーでない と答 え

てい る。

長期経営計画に当 り,こ の よ うに 「設備投資の計画 ・動向」が適時

性に問題が あると比率の3割 が答 えることは,長 期 計画におけ る使い

方が,か な らず しも明確 に理解できないが,要 は コンペチ ター として

の 同業他社の動静が 関心事で ある との読みで良いのであろ うか。

次に15.5%が 情 報量に問題があると しているが,情 報が全部手に入

れるこ とが困難で必要部門す ら全体 を把握で きない とい うことで あろ

う。

あ との7%が,デ ー タの蓄積量,デ ー タの出所,前 提がかな らず し

も明確で ない と している。 また残 り7%に ついては全 く問題はない とい

う答 えもある。

③ 工作機械工業 にお ける同業者 間の情報交換

競合度 の高い業 界であるため,前 述の ように,い わば 戦 国時代であ

って,企 業内情報 は社外 秘扱い となっていて同業者間の情報 交換は成

立 しない とい えよ う。

これ らの情報交換が成立す る時代は,機 種の調整,統 合が進み,企

業相互が 補完的な役割 をはた し,相 互の協力で,プ ラ ン ト輸出に 当る

とい った協調環境が できるまで は困難であろう。

(2)企 業 と業 界団体(同 業界)と の情報交換の現 状お よび重要性

① 業 界情報

前述のよ うに,工 作機械工 業は アンケー ト問2,問3の 答 えか ら判

るよ うに外部情報の最 も知 りたい産業 として工作機械工 業の情報 をあ
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げてい る。その中で知 りたい計画 ・動向およびその順位は

1.設 備投資動向

2.受 注 ・生産 ・出荷動向

3,販 売 ・在庫動 向,製 品開発動 向

4.財 務 ・金融状況,要 員計画,技 術動 向,物 流計 画

となっている。

しか しなが ら,こ れ らの計画動向については,情 報の提供体 制およ

び情報の 内容に対 して問題点が指摘 されてい ることも前述 した通 りで

ある。

わ れわれは,今 回の アンケー ト分 析か ら業界 レベルの外部情報がい

かに重要 視されているかを認識 し,情 報収集,加 工お よび 提供す る体制

をい かに整 えるか真 剣に検討する必要があることを感 じさせ られた。

② 情 報提供の利害

現状業 界の主要な情報源は政府機関又 は業界団体 であろ うが,ア ン

ケー トに よる最 も必要 な情報 としての 「設備投資動向」については,

(1)客観性および信頼性 に問題がある,(2)適 時性 に問題が ある,と い う

不満回答 が62%を 占めている。

工作機械工業界の過当競争ぎみの企業集団に とって,企 業情報提供

には,秘 密性 が高 く問題があ ることも想像 に難 くないが,業 界情報が

正確 かつ適時に把握で きた時の メ リットを総合的に評価 して,各 々の

企業は業 界のために,情 報 をどの くらい提供で きるか を検討すべ き価

値があ るもの と考 える。

かつては業 界内の機種調整の話合い まで行 なわれ,業 界の合理化,

近代 化の 方向に進 んだのであるが,当 初の 目標 が到達できたか否か疑

問である。 これ も業 界 レベルでの困難 な作業 の一例であろうが メ リ

ッ トは計 りしれない ものがあろ う。

成功 してい る例 の一つ,工 作機械工業の 「受注 ・生産 ・出荷動向」
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は 「設 備投資動 向」に次 ぐ知 りたい情報 と して アンケー トでは ランク

され てい る。 この情報 に対 して33.4%は 「問題な し」 として評価 さ

れる半面 「公開性 に問題 あり」 として秘密保持の側面を問題にす る意

見が22%あ った。

また,工 作機械の受注情報は景気 の先行指標 として一般に良 く知 ら

れてい る と共に,重 要視 され ることも事実である。

この よ うに情報が企業 レベルか ら業界 レベルにま とまる と,重 要性,

有効性は大 きな ものにな る。

企業サ イ ドでは情 報が欲 しい とい う前に,業 界に どれだけ情報 を提

供 し うるか を検 討 し,一 方,業 界で はいかによ りよい情報 システ ムを

確立す るか を検 討す べ きであろ う。

B自 動 車 工 業

1.自 動 車 工 業 の 特徴 と外 部 情報 の 必 要性

1-|自 動車工業 の特徴

わが国における昭和47年 の 自動車生産台数は629万4千 台(乗 用車402

万2千 台,ト ラック223万8千 台,バ ス3万4千 台)で あ り,1967年(昭

和42年)に 西 ドイ ツを抜い て以来,毎 年世 界第2位 の座 を確 保 しつづけて

い る。

保有台数におい て も昭和47年 末は,2258万 台に ものぼ り4.4人 に1台

となってい る。

生産台数 ・保有台数 共に5年 で倍増す るとい う急成長 を続け,日 本の工業

力を論ず る際の一つの柱 ともい えよ う。

(図 表 一7)は 通産省 「工業統計表」か らと り出 した主 要産業生産金額推

移表である。

これでわかるよ うに,自 動車関連生 産額は9.5%(5兆8372億 円)を 占
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(図 表 一7)主 要産業生産金額

(昭 和46年 度 ・工業統計表)

産 業 分 類 金 額(億 円) 構 成 比(%)

自 動 車 及 び 部 品
i

(自 動 車(含 二 ・三輪)

58,372

(34096)

9.5

(自 動 車 車 体) (4613)

(自 動 車 部 品) (19663)

一 般 産 業 機 械 26,191 4.3

製 鉄(高 炉) 26,017 4.2

通 信 機 器 24,395 40

有 機 化 学 18,641 3.0

石 油 精 製 17,792 29

船 舶 16,832
'27

産 業 用 電 気 機 械 15,511 2.5

飲 料 14,664 2.4

金 属 製 品 11,723 1.9

紡 織 10,886 1.8

鋼 材 10,723 1.7

製 鋼 及 び 圧 延 10,390 1.7

セ メ ン ト 8,309 1.4

主 要 産 業 合 計 270,446 440

全 産 業 合 計 612,763 100.0
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(図 表 一8)主 要商品別輸 出金額(FOBベ ー ス)

(昭 和47年 ・外国貿易概況)

商 品 名 金額(万 ドル) 構 成 比(%)

鉄 鋼 3,610 12.6

自 動 車 及 び 部 分 品 3,203 11.2

(自 動 車) (2965)

(部 分 品 及 び 付 属 品) (238)

船 舶 2,399 8.4

ラ ジ オ 受 信 機 1,033 3.6

金 属 製 品 998 3.5

合 成 繊 維 織 物 814 2.8

科 学 光 学 機 器 772 27

テ ー プ レ コ ー ダ 659 23

テ レ ビ 受 像 機 565 2.0

魚 介 類 449 1.6

衣 類 429 1.5

綿 織 物 231 0.8

主 要 商 品 合 計 15,162 53.0

輸 出 総 額 28,591 100.0

め,い まや 日本 の工 業 力 をは か る一 つ のバ ロメー タ とな っ て い る。

(図 表 一8)はFOBベ ー スで と らえた 大 蔵 省 「外 国 貿 易概 況 」で あ る。

こ こで も 自動 車 関 連は,11.2%(32億3百 万 ドル)を 占め,外 貨獲 得 に 大

き く貢 献 して い る こ とがわ か る。

さ らに,自 動 車 産業 を他 の産 業 と比 較 してみ る と,

一36一



① 総合工業で あるこ と

② 関連 産業が広範 囲で多岐にわた っていること

な どをあげ るこ とができよ う。

鉄鋼,ア ル ミニウム,銅,プ ラスチ ック等の基礎資材や タイヤ,バ ッテ リ

ー,軸 受,ガ ラス等の 自動車関連部品工業 が裾野 となる総合工業であ り,こ

れ らが 自動 車に依存す る割 合 もかな り高 く,最 近 では冷延 薄鋼板30%,ば

ね67%,ゴ ム54%と なってい る。

また,販 売流通段 階では 自動車販売業,部 品販売業 があ り,さ らに保有,

利用 段階では石油販 売業,自 動 車整備業,道 路運送業 な どの諸産業が存在 し,

それ らが 自動車 をめ ぐる関連産業 を形成 してい る。

1-2外 部情報の必要 性

前述の よ うに多方面 と多岐 にわたる関係 をもつた め,外 部情報の役割や 意

義は大 きい。 とくに プラ ンニングの際必要 とされる情報 は,R&Dに 関係す

る技術情報か らユーザーで ある顧客の嗜好に までわ たるので,効 率的企業 活

動および市場活動 を行 な うことを 目的 とした,外 部情 報処理 方式の確立が極

めて重要な課 題 とな って くる。

従来,シ ステマチ ックな考察があま りはか られなか った外 部情報は,そ の

重要性が昨 今著 しく大 き くな ったた め,そ の収集 ・検索 ・整理等 に何 らか の

手 を打つ必要が生 じて きてい る。,

特 に今後必要性が増す と思われる外部情報 と して次の3点 をあげてみた い。

① 長期経済見通 し

今まで は自動車工業 は成長期にあ り,大 所高所 か らの経済見通 しに あ

ま り影響 を うけず にすんで きたが,今 や成熟期に入 り,景 気の影響 を大

きくうけるよ うた なって きた。 そのため,こ の経済見通 しについての情

報 は今後 ます ますそ の比重が大 きくなるで あろ う。

② イ ンター ナシ ・ナルな情報

(図 表 一9)の グ ラフが示す よ うに 自動車の輸 出比率は30%を 越 え
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ます ますふ えそ うな気配で ある。

一方
,獲 得外貨 も年 々ふ え鉄鋼に次 ぐドル箱 となってい る。 さ らに 自

動 車工業 に特 徴的 なこ とは30ケ 国以上に100ケ 所以上のノ ックダウン

工 場 を有す ることである。

これ らの維持管理 のためには,現 地政 府の動 向や国際経済の動 きを適

確に把握 しておかねばな らない。 そのために も国際的 な外部情報 の収集

と活用 が必要 とされ る。

(図 表一9)自 動 車輸 出比率推移

3;
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③ 資源 ・エネル ギー動 向に関す る情報

石 油の埋蔵量 はあ と30年 とい われてい る。先般 の石油危機 はその思

惑のため生 じたが,今 後は石油だけでなく,他 の資源にもこの種の問題 は派生

しよ う。

1台1ト ン以上 もす る重い もの を大量生産 してい る自動 車工業 は,こ

の問 題の渦中にい るわけで,今 後 ともよ くこの動 向を見 極める必 要があ

ろ う。 ガソリンに代る新エネルギーの開発 も次 々 と進んで きてい るよ う

であ り,こ の方 面の情報 も迅速 かつ適確 に把んでお く必要がある。

このよ うな背景 の もとに自動車業 界各社に依頼 した ア ンケー ト(回 答

8社)を 分析 し外 部情報 の必要性 と役割 を記述 する。

2外 部 情 報 の使 用 実 態

2-1外 部情報 と関連産業

'(
1)関 連産業の範 囲

ア ンケー ト〔問2〕 「外部情報の収集 に関 し,現 在利用 または必要 と ・

してい る関連産業は」 とい う質問に対 し,業 界各 社が どの範囲迄 を関係

あ る接 触必要 な領域 と認識 してい るかを示 す ものが(図 表 －ilO)であ る。

これによりおおむね自動車業界と他の産業 とのインターフェースが推察できる。

この ことはいいか える と 「どの産業 の情 報 を必 要 としているか 」 とい

う質問 と同'じこ とになる。すべての 自動車会社 が同業他社の情報 を知 り

たい とい う欲求は当然の事であるので説 明を要 しない であろ うし,ま た

この ことについては,そ の内容 までっ っ込 ん で後 程のべる ことにす る。

こ こでは,自 動車業界 をと りま く産業 について考察 をしてみたい。 鉄

鋼業,石 油製 品業,輸 送業(陸 運),商 業(卸 ・小売 ・商社)が 利用度

また は必要度の高い領域 となってい る。 自動車会社は車の材料の大半 を

占める鉄に関 してはその生産量 だけでな く価格に対 しても大 きな注意 を

払ってい る。 それは鉄(薄 板)の 価格の変動が車 の原価 に極めて 高い 相
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関 をもつためであ る。

(図 表一10)関 連産業の範囲 とその必要度

(ど の産業 の情 報 を必要 としてい るか)

50 10096

自動車工業

鉄 鋼 業

石油製品業

輸送業(陸 運)

商業(卸 ・小売 ・商社)

建設業(総 合工事)

ゴム・窯業

電動機発電機業

海運

化学工業(有 機化学)

電気 ・ガス工業

倉庫 ・運輸

一般産業用機械工業

金融業

金属鉱業

次に鉄鋼業 と同 じウエ イ トで石 油製品業があがって いるが,こ れはひ

とえに昨年末 以来のオ イルシ ョックによると考 え られ る。

従来,石 油は 自動 車工業 に とっては従属変数 であ り,石 油製品業界 が

日動車 の増加状況 をみて ガ ソリン精製量 をきめる とい う形 式 をとって き

た。 そのため,自 動車業界はそれほ ど大 きな関心 を石 油製 品業 に払って
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い なか った。 しか し今や この分野の情報は重要な もの とな り,自 動車 の

R&Dに も大 きなイ ンパ ク トを与 え,省 エネルギー車 を真剣 に検討一;る

に至ってい る。

輸送業(陸 運)及 び商業全般 に対 して情報 を欲 してい るのは主 として

トラ ックの需要動 向を知 るためで ある。 自動 車会社におい て トラ ンクの

比重は年々減少傾 向に あ り現在総生産台数中30%を や っ と占める程 度

であるが,ト ラック占用 の会社や トランクの比重 が大 きい会社 もい くつ

かある ところか ら,輸 送業(陸 運)及 び商業 全般 の情 報が必要外部情報

の高位に ラ ンクされるので ある。 トラ ックの 比重が下 っている ものの,

(図 表 一11),(図 表一12)で わ かるよ うに 自動 車(ト ラック)が 貨物

輸送 におい て占め る比率は昭和46年 で輸送 トン数で89%(47億

9,567万 トン),輸 送 トンキ ロで43%(1,427億 トンキ ロ)と な りい

ず れの面か らも第一 の輸送手段である。

(図 表一11)貨 物 輸 送 分担 構成 比 率(ト ン数)

)
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(図 表 一12)貨 物輸 送 分 担 構 成 比 率(ト ンキ ロ)

0

303132333435 36373839404142434445`:

。

そのため輸送業界の動きや それ を頻繁に利用する商業全般 の動向 を知

るこ とは 自動車の生産及び販売動向 を測る うえで ,大 切なこ ととなって

いる。

鉄鋼,石 油,陸 運,商 業等の情報に次い で建設(総 合工事)や ゴム ・

窯業 が重要な外部情 報 と してあがっているが,こ れらは道路網や ゴ ム,

ガラス,セ メ ン トとい う基礎資材の情報の ことをさ している
。特に先 般

の物不足の影響で ゴム(タ イヤ)や ガラス等 の 自動車部品関係 の情報 を

得たい とい う気持 ちがあ らわれている よ うで興味 深い ものである。 その

他 と して・ 電動機発電機業,工 作機械工業,海 運,化 学工業(有 機 化学)
,

電気 ガス工業,倉 庫 ・運輸,一 般産業用機械工業,金 融業,金 属 鉱業 等

いろいろな分野の ものが あがっている。 いずれ も
,自 動車 を生産 して販

売す る過 程で接触の ある分野の産業 である。 ここで も物不足の影響 を う
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け従来ほ とん ど関係なかった 化学工業(有 機化学)が 入ってい るご とが

注 目される。

これで一応 「どの産業の情報 を必 要 と してい るか」は終 りとして次 に

「どんな内容の情報 を必要 としているか」についてみてみ よう。

② 必要外部情報

どんな内容の情報 を必要 としているか を(図 表一13)の よ うに,一 覧

性の あるものにま とめてみた。情 報の内容は受注 ・生産 ・出荷動向,販

売 ・在庫動向,財 務・金融状況,製 品開発動向,要 員計 画 ・労働生産性 動

向,技 術動向,物 流計画 ・流通動 向,設 備投資動 向と大き く8つ にわ け
、

て調 べた。

産業 間の差異 も若 干あるが,お しなべて次の2項 目が主た る必要な情

報 となっている。

① 受注 ・生産 ・出荷動 向

② 設備投資動 向

自動車工業は前に も述べた通 り,総 合工業であ り広範囲にわ たる産業

の頂点に位置す るため,生 産計画 をたて るさいには,ど うして も資材の

調達や供給の情報 が必要 となって くる。 そのために これ ら2つ の動向に

関心が集まるもの と考 え られる。受注 ・生産 ・出荷動 向は現時点及び近

未来の計画に対 して重要で あ り,設 備投資動 向は もっ と先の計 画をたて

る際 に必要 な情報 となっている。

これ らの情報 を正 しくかつタイ ム リーに収集するこ とが 自動車業 界に

とって重要である。

そ のため,関 連の強い業界のデー タを有機的に結び つけ る情 報ネ ッ ト

ワー クの形 成が待たれる。
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(図 表 一13)関 連産業 につ い て 知 りたい 計 画 ・動 向

(ど ん な内 容 の情報 を必要 として い るか)

◎,○,△ は重要度を示 し,◎ が一番高い

知 りたい

計画 ・動向

関 連産 業

受

注
生

壁
出
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動
向

販
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●

在

庫

動

向
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●

金
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状
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製
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開

発

動

向

要

昇

璽

聖遷

脅

技

術

動

向

物

流
計

画
流

通

動
向

設

備

投

資

動

向

鉄鋼業 ◎ △ △ ○ ◎

石油製品業 ○ △ ○ △ △ △

輸送業(陸 運) ○ △ △ ○ ◎ ◎ ◎

商 業(卸 ・小売 ・商 社) ○ ○ △

建設業(総 合工事) ◎ △

ゴ ム ・窯 業 ◎ △ △ △ ○ △

電動機発電機業 △ ○ △

工業機械工業 ○ ○ △ ○ △ ○

海 運 △ △ △ ○

化学工業(有 機化学) △ △ ○ △ △

電気 ・ガ ス工業 △ △

倉庫 ・運 輸 △ △

一般産業用機械工業 △ △ △

金 融 業 △

金 属 鉱 業 △ △
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2-2関 連 産業 との情報交換の現状

(1)同 業他社 間の情報交換の現状及び問題点

① どんな情報 を必要 と しているか

自動車工業は大規模 な装置 を必要とす ること,関 連産業の範 囲が広

いこ と,高 い技術 力を要すること,市 場の動 きを適確iに把むこと,多

種類の ものを大 量生産の メ リッ トを生か しつつ生産 しなければな らな

い ことな どに よ り,少 ない資本で新規 に参入す るこ とはむずか しい。

そ のため10社 程 度の寡 占状態 となってお り,特 に同業他社 間の動 向

について は敏感 であるため,同 業他社間 の情報交換の現状につ いて述

べてみたい。

前述の他産業 の場合 と同 じ要領で知 りたい情報 を調べてみ ると(図

表 一14)の ように どの会社もあ らゆる情報 に高い ニー ズをもっている。

特に長期経営 計画に不可欠 な設備投資動向について はすべての企業が

必要度を感 じてい る。

(図 表 一14)同 業 他社 間の情報必要度

受注 ・生産 ・出荷動向

販売 ・在庫動向

財務 ・金融状況

製品開発動向

要員計画 ・労働生産性動向

技 術 動 向

物流計画 ・流通動向

設備投資動向

② 現在の情報に満足 しているか

情報の各 々につい てその充足 度をみてみ る と,(図 表 一15)が 示 す
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よ うにいずれ も現 状で は不満足 である とい う結果がでてい る。 製品開

発動 向,要 員計画 ・労働生 産性動向,技 術動向等 に不満度が高 くでて

い るのは 自動車 とい う製品の特殊性 を示す もの と見 てよいだ ろ う。 自

動車には登録制 度があ り比較的情報量が多 く満足 度 も高い と思わ れ た

が,受 注 ・生産 ・出荷 動向や販売 ・在庫動 向で も50%に 至 らない所

を見 ると,量 のみな らず 質的面か らも高度な情報 を各企業は必要 と し

てい る とい えるだろ う。

(図 表 一15)同 業他社 間の情 報 満足度

受注 ・生産 ・出荷動向

販売・在庫動向

財務 ・金融状況

製品開発動向

要員計画 ・労働生産性動向

技術動向

物流計画 ・流通動向

設備投資動向

③ ど うい う点 が問 題なのか

(図 表 一16)は 各動 向の どうい う点 が問題であるかについて調べ た

ものである。

指摘 された問題点 を多い順 に並べ る と次の順 にな る。

1.情 報の公開性に問題がある。

2.客 観性および信頼性に問題が ある

3.出 所前提の 明確性に問題が ある

4.適 時性に問題が ある
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5.提 供する情 報量に問題がある

6・ 情報の 加工 技術お よび加工度に問題 がある

7.情 報 蓄積量 に問 題がある

情 報の 公開性 が非常に多い結果 となっているが,そ れは特 に製品開発

動向 と技術動 向において著 しい。

これは いみ じくも自動車業界 の厳 しい製 品開発競 争 を如実に示す も

の として興味 ある結果であ り,最 もコ ンピュー タ化 しに くい領域 とし

て今後 も問題 が残 るであろ う。

その他の動 向での公開性た とえば生産 ・出荷 ・受注動 向,販 売 ・在

庫 動 向,物 流 計 画 ・流 通 動 向等 につい ては技術開発動 向のよ うに企

業機 密の ため公開性が悪い とい うのでな く,む しろ情報の コー ド化,

規格化,標 準化な どの不備によ り,満 足い く情報が え られてい ない と

い うのが実態のよ うである。

情報の 蓄積量や適時性,さ らには情報の加工技術および加工度 な ど

への不満がわ りに少ない点 をみる と,現 在情報 をい かに うま く整理 し

提供するかが問題 となってくるであろ う。

(2)業 界団体 との情報 交換の現状

同業他社お よびその他の関連産業の動 向 を知 るためには,業 界団体 な

どの機 関の情報 が重要で ある。 しか し,現 状 においては情報の収 集,整

理等にかな り問題がある。 そのため業 界情報の コー ド化,規 格 化,標 準

化には業 界団体あるいはその支援 をうけた機関がその役割 を果す こ とが

望 まれる。

そ して,そ こに業 界内部の公開できる情報につい て,収 集 ,整 理,検

索,提 示 を円滑に行 な えるよ うな使命 を与 え,そ れを利用する各企業 も

強 力に バ ックア ップす る必要があろ う。

この よ うに して体系だった業界内 デー タバ ンクを形成す るこ とは,自

一48一



動車工業 の質的成長に大 きく貢献す る と考 え られ る。

C造 船 業

1.造 船業の特徴 と外部情報 の必要性

1-1業 界 の特徴

日本の造船業は,こ の10数 年間にわた りその建造量において世 界第一位

の 座を保持 し続けてきた。 これは,世 界経済の進 展に ともなう海 上輸送需 要

の増加 と,造 船業 に適 した 日本 の産業立地条件 とい う外部環境に恵 まれた こ

とに加 えて,世 界に先が けた生産技術の合理化に よるもの である。

しか し,近 年 の国際通貨問題 資源 ・エネルギー問 題 企業活動の国際 化,

欧 州の先進造船 国にかわってスペイ ン,韓 国等の進出に ともな う船舶の需要

・供給問題 日本国 内の産業 構造,産 業立地条件の変化 な どの外 部 環 境 の

変化に ともない大 きな変動の時代に入って きてい る。

過去において,造 船業は比較的少数の船主,ま たは グルー プとの結びつ き

によ り営業 を行なって きたので,外 部情報はある程度限定 されたもので も問

題がなかったが,こ の よ うな変化の時 代の経営活動のた めには より広い範 囲

の多様化 された情報 の収集が不可欠 となって きてい る。

日本の造船会社の多 くはそ の比重に差 は あるが,単 に船舶の建造 だけで な

く,各 種の陸上機械,プ ラ ン ト類,さ らには航空機関係,住 宅部門まで持つ

もの もある総合重工 業 メー カーで ある。 したがって,こ の よ うな企業にお い

て プランニ ングに必要 な情報 は,新 規分野に進出のための技術開発,プ ロダ

ク ト・ミックスの検 討に必要 な情報 であ り,そ れは非常 に広範囲なものが要

求 される。

しか し,こ こでは造船会社 とい う企業の立場でな く,一 般的 な意味での造

船業 とい う立場でその特徴 と外部情 報について考 えてみ る。

造船業 の特徴はい ろい ろ と考 え られるが,主 に外部環境 との関連 をあげて
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み る と次の5項 目が主な もので あろ う。

第1に は造船業は輸送業に対 して海上輸送のための手段 を開発,建 造 して

提供する産業である。そ して日本造船業はタンカーの大型化とともに発展 し,

現在はVLCC(VERYLARGECRUDECARRIER),肌CC(UL

TRALARGECRUDECARRIER)と 呼ばれる超大 型タ ンカーがその

主力製品 となっている。

第2は,一 部に例外 もあるが一隻ごとに船主,ま たは荷主の要望 を含めて設 計,

建造す る個別受注生産 である。 しか もその建造契約は通常 引渡 しの3～4年

前に行なわ れる。 通常 この契約 は固定船価で行なってい るの でイ ンフ レー シ

ョン時には非常に大 きな リス クをともな うこ とになる。

第3の 特徴は,造 船所 の生産活動 は鋼材 メーカー より鋼材 を購入 し船体 を

建造 して,そ れに主機械,発 電機 ・モー ター ・各種 ポンプな どの補機 械,居

住区画用の各種家具類,荷 役用の ク レー ンな どの礒 装品 を取付 けて船 を完成

させ る総合組立産業である。

このため鉄鋼業 をは じめ とす るすそ野の広い関連産業 の動向が造船業 に と

っ て大 きな影響を持ってい る。

第4の 特徴 としては労働集約産業 とい うこ とである。各種の技術開発1,Cよ

り技術集約 化,装 置 産業型へ の努力が 行 なわれているが,労 働力はいぜん と

して重要 な要因で ある。

第5の 特徴 としては造 船業 の国際性で ある。

造船市場およびそ れに密接な関係 の ある海運市場は国際 マー ケ ッ トで あ り,

受注 の約60%は 海 外の船主 向けで ある。

また,こ れは主に大手 の造船所についてい えるこ とであ るが,海 外 に造 船

所 建設,ま たは技術指導,海 外資本調達,海 外資材調達な どの国際活動が盛

ん になって きてい る。

1-2外 部情報の必要性

4_1で 説 明 した よ うに外部環境 との関係 から必要な外部情報・ および そ
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の特徴は きまって くる。

第1の 特徴よりわかるように直接の顧客である海運業,自 社 でタ ンカー を保

有 し石油の運搬 を行 な う石油産業な どに関す る情報が とくに重要である。 ま

た新造船の長期 需要予 測のた めには,海 運,石 油産業 の船舶需要の前提 とな

る海上輸送需要 に関す る情報 が重要 になって くる。 海上輸 送需要は基 本的 に

は全世界の主要 貨物 ご との輸送量 と輸送 距離によって決まってくるがこれ らは

世界主要 国,ブ ロックの産業構造,政 治 ・経済政 策に関係 して くるのでこれ

らに関す る情報 も必要 である。

前述の ように 日本造 船業は とくに大 型 タンカーが 中心 で あるので石油輸 送

に関係す る情報は不可 欠である。 石油に関係す る問題は最近の"オ イ ル ・シ

ョック"に み られる よ うに非常 に複雑な要因がか らんで きている。

世 界各 国のエ ネルギー 消費動 向をは じめ として,石 油埋蔵量,新 規SOUR

CEの 開発,代 替 エネル ギーの技術開発な どの経済的,技 術的問題のみ な ら

ず国際政治 の問 題が非常 に大 きな要因 とな って くる。

例 えば,中 東 戦争 に ともな うスエズ運 河の開閉,マ ラ ッカ海 峡の通行 問題

の結果はす ぐタ ンカー の需要量,新 造船の船型に 影響 を与 え造船業の設備投

資計 画に関係 して くる。

以上の よ うに造船業の 必要 とす る情 報の第1の 特徴 はイ ンターナ シ ・ナル

で グローバル な情報が要 求 されることであ る。

第2点 は総合組立産業 であ りコス トに対 して購 入材料費 の占める割合が非

常に高いの で鉄鋼業 をは じめ とす る多 くの関連産業 に関す る情報が必要 であ

る。 日本 の造船業の国際競争力はす そ野 の広い関連産業 によ り各種資材の安

定 した価格,納 期,品 質に よる ところが大 きいが,最 近 これ らの 条件が変 わ

りつつあるので 重要性 が増大 している。 オペ レー ショナルな問題であ るが,

前節第2の 特徴 として あげた先物受注 のため コス ト見積 に必要 な資材価格 情

報が最近の よ うな経済情勢では要 望が強い。

購入資 材関連産業の なかで も,と くに鉄鋼業は造船業購 入資材中最 も比率
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が高いだけでな く,鉱 石運搬船,兼 用船 な どの荷主 とい う性格 もあ り重要で

ある。

以上の2種 類以外 にも必要な情報 としては 国内経済 の見通 し,労 働力の需

給 ・意識の変化,新 工場の立地に関係す る各種の問題 関係官庁の政策 関

係す る各種要素技術,内 外の競争企業の動 向な どがあ るが これは とくに造船

業 にかぎった ものではない。

2外 部 情 報 の使 用 実 態

2-1外 部情報 と関連 産業

(1)関 連産業 と情 報の種類

(図 表一17)は 今回の調査に際 して行なったアンケー トよ り,情 報 を必

要 とす る関連産業 とその情報の種類について 主な もの を集計 した結果 で 、

ある。 この ア ンケー トは造船業では5社 よ り回答 を得てお り数 としては

少 ない が 日本の造船業 の中心企業で あるので傾向はつかめ るもの と思わ

れる。

(図 表 一17)に おいて造船業(同 業他社),海 運業,石 油関係業,鉄

鋼業1が造船業 と非常に関係があ ることは前述の とお りである。

一般産業用機械工業
,原 動機工業 は船舶の主要蟻装 品の供給 産業 であ

る(メ イ ンエ ンジ ンにっいては大手 造船所 では 自社で生産 しているケ ー

1スが多`い)。

総合組立産業 である造船業 にとって各種巌装品 メー カーに関す る重要

性は前 に説 明 した とお りであ る。

最後の電線 ・ケー ブル業,電 力事業は各 々資材 の供給先,工 場のエネ

ル ギー源(造 船工場では電気熔接 に とくに使われ る)と して重要 である

が従来造船業 に とってはそれほ ど大 きな ウエイ トは 占めているものでは

なかった。 この ア ンケー トが行なわれたのが た また ま電力 削減 資材不

足 がお きた時点であったため,ク ロー ズ ・ア ップされた もので あろ う。
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(図 表 一17)外 部情報 と関連産業

関 連 産 業 件 数 主な知 りたい計画 ・動向 造船業との関連

造 船 業 5 全部 同業他社

海 運 業 5 設備投資動向 顧客(受 注先)

石 油 関 係 業 5 受注・生産 ・販売動向,設 備投資動向
顧 客(と くにタ ン
カーの 受 注 先 と して)

鉄 鋼 業 5 受注 ・生産 ・販売動向,技 術開発動向 鋼材の供給先

一般産業用機械 3 受注 ・生産 ・販売動向 資材の供給先

原 動 機 工 業 3 受注 ・生産 ・販売動向,技 術開発動向 資材の供給先

電線 ・ケーカ レ業 3 受注 ・生産 ・販売動向 資材の供給先

電 力 事 業 3 受 注 ・生 産 ・販 売動 向 工 場 の エ ネル ギー 源

(注)川 石油関係業 … 石油製品業,原 油 ・天然ガス鉱業含む

鉄 鋼 業 … 普通鋼業,鋳 銭鋼業

② 提供 された情報 の問題点

ア ンケー トの結果 によれば情 報の種類によって とりたてて特色 がで て

いないが,全 般的 に問題点 として指摘 されてい るのは情報量および公 開

性 についてで ある。

外 部情報の性格 か ら完全に満足 な状態 とい うのは あ り得 ない ことは当

然であるし,関 連産業 についての情 報は関連官庁,関 係機 関,工 業 会等

か ら発表 された資料 をも とに しているので利害関係,資 料 作成 目的 の違 い

もあ り情報に質,量,加 工方法 に問題がでるのはある程 度やむ を得ない。

しか し公開性に 問題が ある情報 以外で も実際 に使用 する とな る とか な

りの問題点がでて くる。

まず 第1に は発表 される資料 ・統計はその作成機 関 よ りみた 分類 ・加

、
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工 が されているこ とであ る。 した がっ て他業 界か らみて利用 目的にそ ぐ

わ ない場合が多い。 この分類 を変 換 しよ うとして も原始 デー タに近 い も

のが ないかぎ り適 当な換 算率で配分す る以外に方法がないが これで は

情報の信頼性 に問題がで て くる。 資料 ・統計 の発表の際に原始 デ一一タの

ファイルの形で提供 し,利 用者の 目的 に適 した ように加工で きる余 地 を

残 して も らうこ とが望 ま しい。

第2は 同種 の統計でもその単位,カ バー率が異なってい るので比較,

分析が難 しい こ とで ある。

第3は 統計の 出されるタイ ミングの問題である。多 くの資料 をも とに

作業 を行な う場合にはタイ ミングの 一番遅い ものに規制 されて しま うケ

ー スが多い。

第4は その情報の出所 ・加工方法 が不 明な場合が多い。 その内で も海

外情報 については調べるの が容易で はない。

第1,第2の 問題点に関係あるこ とであるが,国 際海運統計の整備 に

つい ては過去数回国際会議が もたれ,改 善の方 向が検 討 されてい る との

ことで あるのでその成果 に期待 した い。

最後に これはむ しろ利用者側に も問題があるが,情 報収集者に とって

最 も時間のかか るのは,「 どのよ うな情報が どこで出されてい るか,ま

たは 蓄積 されているか」 とい うこ とを調べることである。

2-2関 連産業 との情報交換の現状

(1)同 業他社 との情報交換の現状

私企業 として 自由競争下にある造船業に とって,同 業他社 の動 向に関

す る情 報は極めて重要 なこ とは言 うまで もない。 と くに必要 とす るの は

他社 の経営戦略に関する もので あるが,こ れについての情報交換は殆 ん

ど行なわれないこ とはその性質か らいって当然であろ う。

した がって,通 常の企業活動,業 界紙の報道な どに よ り,情 報 を得て

推測す るこ とになる。
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しか し経 営戦略 のよ うな直接企業競争 に関係あるもの 以外の情報につ

いては,造 船業は比較的 オー プ ンな交流 を行 なってい る。 これは伝統的

な ものであるが消 費財 メー カーの よ うに不特定 多数の顧客が対象でな く,

他産業 と比較す れば比較的特定 の顧客 との結びつ きが多い とい うことが

大 きな理由で あろ う。

同業 他社 との情報交換は通常 次のよ うな3つ のルー トによ り行なわれ

る。

① 企業 間で,直 接情報交換 を行 な う。

② 造船工業会な どの業界団体の 場を通 じて情報交換,収 集 を行な う。

③ 運輸省またはその関係機関の公表資料,業 界紙 な どによ り情報収

集を行な う。

以上の3つ のルー トのなかで業 界内の情報 交換に大 きな働 きをしてい

るのが造船工業会で ある。造 船工業会は主に中手以上の造船所の集 りで,

法人会 員20社,準 会員4社,団 体会員1社 で構成 された,造 船業 界の

情報交換お よび業界 共通 の問題 につい て検討す る業 界団体である。 この

活動の特色は営業,技 術,金 融,労 務,国 際問題,生 産な ど造 船業の主

要な活動に関 して委員会を設けて,定 期的 に会員会社 よ りその分野に従

事す る者が集ま り,そ の時 々に直面する問題 情報の交 流,工 場の見 学

会な どを行なってい る。上記の各委員会は主に 日本国内の造船業界での

情報 交換で あるが,こ のなかで国際 委員会は欧州造船業 界 との定期的 な

会議 を行ない 日欧の 国際協 調,海 外情報交換 な どの役 割 をはた してい る。

以上のよ うな活動に よ り,造 船業 界の通常の同業他 社情報は比較的充

足 されている。

今後の問 題 として,造 船工業会 に望まれるのは,現 在は主 として情報

交換の場 を提供 しているだけで あるが,こ れか らはそ れ らの情報の組 織

的 な蓄積,造 船関連情報の組織的な収集によ り,造 船業の デー タ ・パ ン

ク的機能 を有す るよ うになることが望まれる。
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一方
,企 業 間の情報交換は,業 界団体 を通 じてほどは行なわれていな

いが,例 えば管理部 門担 当者の連絡会議,コ ンピュー タ部門の造船8社

会,特 定の技術テー マにつ き複数の企業 が集まって共同研究,技 術情報

の交換 を行な う委員会 などを利用 して行 なわ れている。

最後に造 船関係の情報提供,交 換が行なわ れ る各種機関,官 庁 関係 の

公表資料,造 船 ・海運関係の定期刊行物の主 なもの を(図 表 一18),(

図表 一19),(図 表 一20)に 紹介 してお く。

(図 表 一18)造 船関連の各種機関名

6

主 務 官 庁 運 輸 省

学 会 日本造船学会,関 西造船協会,西 部造船協会

日本 工 学 会,日 本舶 用 機関 学 会,溶 接 学 会,

日本機械学会 日本航海学会

技 術 関 係 日本造船研究協会,日 本舶用機器開発協会

日本造 船 技術 セ ンター,船 舶JIS協 会,海 事 協 会

業 会 団 体 日本造船工業会,日 本中小型造船工業会

日本船舶工業会,日 本舶用工業会

漁船協会,舟 艇協会,日 本船舶輸出組合

日本舶用機械輸送振興会,日 本海上 コンテナー協会

日本船舶電気装備業会

そ の 他 海事産業研究所

日本船主協会

石 油 連 盟

日本鉄鋼連盟

日本船舶振興会
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(図 表一19)造 船 関係定期 刊行物(運 輸省発行関係)

刊 行 物 名 定 期

運輸調査月報 月 刊

運輸統計季報 季 刊

海事統計月報 月 刊

運輸関係主要指標 〃

運輸統計図説 年 刊

試験研究成果集 〃

主要造船会社経営分析 年2回

主要鋼造船所生産高実績 月 刊

主用造船所24工 場 年 刊

設 備投 資実績 船台 ドッ グ・ ク レー ン
ー 覧 表

〃

造船所労務統計 月 刊

新造船工事情況 季 刊

建造許可実績 月 ・年 刊

主要造船所24工 場従業員調 年2回

造船関連工業関係年報 年 刊

鋼材の入手及び庫山実績 〃

出典;日 本造船学会編 「昭和造船史」
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〈図表 一20)造 船関係定期 刊行物

6

刊 行 物 名 発 行 機 関 定 期

造船統計要員覧 日本造船工業会 年刊

造船界 〃 月刊

中造工会報 日本中小型造船工業会 〃

造船業だよ り 日本小型船舶工業会 〃

造船情況調書 日本海事協会 隔月刊

日本造船学会誌 日本造船学会 月刊

日本造船学会論文集 〃
年2回

関西造船協会誌 関西造船協会 季刊

西部造船会報 西部造船協会 半年刊

日本舶用機関学会誌 日本舶用機関学会 隔月刊

日本造船研究協会報告 日本造船研究協会 年刊

我国の公的機関民間団体に
よる船舶技術開発一覧 日本船舶振興会 年刊

出典;日 本造船学会編 「昭和造船史」

'

(2)他 業界 との情報交換の現状

前述のよ うに,海 運業,石 油関連業,鉄 鋼業な どについての情報 は造

船業 に とって非常に重要 であるが,同 業 界の情報に比較 して非常に不足

している。 これは業界内の よ うな情報 交換 の場 もない し,業 界間の情 報

ネ ッ トワー クが整備 されていないか らで もある。 もちろん,非 常に密接

な関係にある業界で あるか ら,ラ イ ン業 務 を通 して各種の情報が収 集 さ

れるが,断 片的情報で あ り,プ ランニ ング用 としては不十分 である。

したがって,情 報 が必要 な場合は,船 主協会(海 運業),石 油連盟(

石油業 界),鉄 鋼連盟(鉄 鋼業),舶 用機械工業会(舶 用機械業 界)な

どの業 界団体,関 係官庁お よび各種機 関な どで,い わゆる"足 でかせ ぐ"

情報 の集め 方を してい る。
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前述 した ように造船業 は海外情報の必要度が高いが,こ の情報収集 に

船舶輸出組合の貿易 資料室 がかな りの役割 りをはた している・

ここは主 に欧米の造船,海 運関 係の専門誌,海 外海 事関係機 関,企 業

の レポー ト,刊 行物,主 にエネルギー関係の統計資料 な どの収集 を行な

ってお り,造 船関係の調査関係者 によ く利用 されてい る。

この ような形の情 報収集が業 界団体間 を結ん だ情 報 ネ ッ トワー クの整

備 とい う方 向に進んでい けば,プ ランニングのための 情報収集の労力が

大分軽減 されるで あろ う。

D石 油 業

1.石 油業の特徴 と外部情報 の 必要性

1-1業 界の特徴(変 動す る石油事情)

1973年 後半か ら世 界 をおそった石油危機 はか つて産業 界が経験 したこ と

のない未 曽有の事態 を引 き起 した。 この調査においては,国 内消費動向,生

産販 売動 向,設 備投資等 が長期計画に対 しての重要情 報で あると回答 されて

い るが,原 油の 価格値上 げ と供給削減は,端 的に原 油供給量 とその価格が ど

う変るかが,石 油会社のみな らず全産業 界の最大の関心 事で あるかの如 き事

態にな って しまった。そ して売手一 辺倒 とい った現状か らは,こ の 面の今後

の見通 しが適切 に織込 まれない限 り・ 安定的 な長期経営情 報 シス テムが考 え

に くい 状態であ り,各 種 経済 モデル,企 業 モデルによる予 測が活発 に行なわ

れている。

変動す る石油事情 を考 えてみ る と,次 の点が問題であ ろ う。

(1)産 油国の地位の 向上

第一次エネルギーにおけ る石油の占める割合は年 々増加 して きてい る

が,こ れは(図 表 一21)に 示す とお りで ある。

廉価でかつ取扱い の容易で ある石油の エネルギー全体におけ る比率 が
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急速に上昇 して きた ことは,歴 史的な 買手市場が需要 と供給 のバ ランス

の変化か ら徐々に売 手市場へ と移 り変る地盤が醸成 されつつあった とも

い えよ う。 この比率は特に 日本,西 欧では高 くなって きてお り,従 って

今回の供給 削減に よる影 響が大 である。

(図 表 一21)一 次 エ ネ ル ギ ーにお け る石 油 の 割合

)%
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(2)中 東依存度の高 ま り

このよ うな石油需要 の伸びが,必 然的 に世 界的 な産 出シ ェアを有す る

中東 に対す る依存度 を高めてきてお り,自 由世界中での依存度は,1970

年度 は25%,1973年 度45%,1980年 推定で55%と 考 え られ る

状況で ある。

③ 産油国政 策の前進
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産油国は1960年 よ り原油価格引上げ,事 業参加,生 産 制限 を 目的 と

してOPECを 組織 した。

① 原 油価格の引上 げ

1960年 代は 供給過剰の為に公示価格 を維持す るのが精一 杯で あっ

た。

1970年 代 に入 り,毎 年価格の引上 げがあったが ,1973年 後半か ら

1974年 にか けて従来にない大 巾な引上げ によ り産 油国の取分が著 し

く増加 した。

② 事業参加

⑦ 主権 の奪還

石 油会社に よ り支配 されていた産油 国の第一の 目的 として主権 の

奪還 を推進 した。

④ 資本参 加比率の向上

1972年 に事業参加の計画がな され,ig73年 よ り参加比率が,

25%以 上 とされるこ とになったが,将 来は60～70%ま で高め

られる見通 しで ある。 これに伴い産 油国が引取れ る原油を 自分で販

売する ことに よ り販売利益 をも享受す る こととなった。 この比率増

大によ りメ ジャーは徐 々に買い手の立場にな り,従 ってその地位 も

徐 々に低下 して くるもの と思わ れ る。

⑰ 直接 取引

産油国 と消費 国 との間の直接取 引が多 くな りその結 びつ きが 深ま

って くる。また,原料 を持ちかっ莫大な収入 を有す る産油国は,石 油精

製,石 油化学等の 自国保有の方 向を辿 り,そ の工業化が進む もの と

思われる。

③ 生産制限

1965,66年 に行 なわれたOPECの 生産制限は 各国の足並が揃 わ

ず,ま た石油収 入の欲 しい国も多 く,失 敗 に終 ったが 現在は需要増
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によ り石油収入 も増加 した。一方 ドルの価値の低落に よ り産 油国に必

要 なだけ生産す れば よい とい う考 え方 に変って来 た。

更 に資 源は有限で あ りで きる限 り長 くもたせ なけ れば他に収 入の途

はない とい う考 え方 と,人 口の少ない産油国では,蓄 積する石油収入

を使 う投資機会があま りない ことか ら生産 を制限す る方 向が強 く打 出

されるに至った。 ついで中東戦争によ り,石 油武器 論,つ ま り石油を

減産 し,日 本や西 欧諸国を困 らせ て,ア メ リカに圧 力をかけ,ア メ リ

カの対 イス ラエ ル政 策の変換 を させ ることを狙い とす る考 え方が次 第

に ア ラブの主流 を 占めるに至った。

(図表 一22)産 業 別石油 消費量(昭 和47年 度)

(96)

50

25

鉱
工
業
用

電

力

自

動

車

家
庭
業
務

石
油
化
学

そ

の

他

一62一



こ うした事態に際 し,日 本の とれる当面の対策は総需要抑制 を考 えざ

るを得ない。 日本 の人 口は世 界の人 口の3%で あ り,石 油消費量は12

%で あるといわれ,石 油消費は過大 であ り,親 ア ラブ政策等に よる緩和

があっても将来は年 間250億 ドル～300億 ドルにのぼ る莫大な外貨が必

要 となろ う。

日本における産業別 の石油消費量 は(図 表一22)の 通 りであるが,産

業用 及び 自動車用 の消費量 が全体 の8割 を占め て居 りこの部分の抑制 を

行わ なければ節減効果 は期待 し得 ない。

(4)長 期的対 策

長 期的 な対策 としては,非 ア ラブ原油の開発,代 替 エネルギーの開発,

省エ ネルギー産業構造へ の転換等 である。

O非 アラブ原油の 開発

イ ラ ン,イ ン ドネシや等は アラブ諸国に入っ て居 らず,従 って減産は

行な ってい ない。 しか しなが ら,こ れ らの国々の原油 もメジャー経 由で

購入するた め,メ ジャーは,こ れ を他 国に供給す るた め,日 本へ くる分

は間接的に カ ッ トされる訳である。 ただ 日本 の企業 であれば100%日 本

へ供給 し得 る。 つ ま り非アラブ国の 日本企業は こ うした制 限な しに供給

を行 な うこ とがで きる。

代替エ ネルギーについ ては,石 炭,タ ールサ ン ド,オ イル シェール,

原子 力,太 陽熱,そ の他で あ り将 来のエネルギー対策上重要な ものと考

えられ る。

1-2長 期経営計 画における外部情報 の必要性

(1)石 油業における外部情報

石 油業におけ る外部情報の うち主 と して長期 計画立案 に関す るものは

次の 諸情報か ら組立 て られている。すなわ ち

1)政 策 に関す る情 報

2)輸 入関係
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`

3)経 理財 務関係

4)販 売関係

5)配 給関係

6)製 造関係

である。

① 長期経 営計 画立案については,基 礎 となる 日本経済 に対する官庁,

各種調査機 関等 の経済見通 しが参照 されGNP等 の諸指標は石油製

品の需要予 測に用い られ,合 計需要量 の算 出,油 種 別積上げ計算の際

の基準 となる。

製 油所,備 蓄基地建設の立地に関する情報 は,国 また は地方 自治体

の開発計画等 を参考にす る。 また政府 が毎年策定 す る石 油供給計画に

基づく特定設備認 可枠,重 油の低硫 化 ガソリンの無鉛化等環境保 全に

かかわる立法措置 に関する情報 も必要 である。

② 輸入関係につい ては,外 資系会社 と民族系各社の原 油入手価格 に大

きな格差が生 じてきてお り,短 期的にも長期的に も二重価格問題は石

油業 界の大 きな課題 として尾 を引 く問題 となってきてい る。業界内の

シェア,需 給バ ラ ンス等は勿論,将 来の世界のオイル フローの変化に

も発展するこ とが考 え られ,そ の対応 策が要請 される こ とはい うまで

もない が,当 分の間は石油業 界に重 くの しかかる問題で ある とい えよ

う。

③ 長期計 画達 成に必要 な資金の調達 力及びこの遂行過程 における各種

経営比率 についての必要 な情報は,今 後ます ます厳 しくなる経済情 勢

か らも,充 分に把握 してお くこ とが必要である と思われ る。

④ 販売に関す る情報 と しては,諸 経済見通しに基づく,石 油製品 の地域

別,油 種 別の需要 を充 してゆ くた めの諸情報 と,各 種の制約 をふ まえ

た製品規格面 の情 報,及 び原油価格 の値上 りと製品価 格のバ ランスの

問題 更には,販 売 施設 の拡充等の諸問題に関す る情報 が焦点 となる。
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⑤ 配給関 係については,各 種流通ルー トの改善,運 賃の低減対策が重

要 な問題 であるが,今 後各方面での 自動化 が進 んで来て も配給面及び

末端販売 面においては,人 手 を要す る面が多 く残 されているので 長

期的にみ て(長 期計画へ の情報 とは若干異なるが)こ の面での改善が

期待 され る所 以で ある。

⑥ 製造関係は建設 コス ト,装 置の能力,収 率,操 業 コス ト,用 役,操

業条件等につい ての技 術情報が中心に なる。

この うち特に建設費については,異 常に進むイ ンフ レによって,'そ

の推定 見積が著 しく困難 とな り,そ の方法 も変化 して きつつある。

2外 部 情報 の 使 用 実 態

外部情 報の利 用の仕方 については,本 調査の回収 率は44%で あるが,石

油業の うちに も,精 製販売を行な う企業 と精 製のみの企業,更 に外資系企業

と民族系企業が あ り,そ れぞ れ異なった行動 指針 を有 しているので,平 均的

数値 をもって方 向 として取 り上げて よい か ど うか は問題である。更に石油危

機以来この 辺の取扱い も本調査実施時点 とはかな り変化 して きてい るもの と

思われる。

(1)関 連産業 につい て

どの産業 の情報 を必要 とす るか,回 答順は(図 表 一23)の 通 りで ある。

と くに重要 な上位3産 業 を回答順に列挙 してみ る と(図 表 一24)の ご と

くなる。

電気 ・ガス ・鉄 鋼は重油の大 口消費先であ り自動車工業は ガ ソリン消

費につながる訳で あ り,こ れ ら産業の動 向は直接 の大 口需 要につながる

事になる。 同業他社,原 油 ・天然 ガス鉱業 につい ては上記 とは別の意味 を

持つ情報で ある。

石油業か らみた情報必要産業は前掲の順 序であ る。 従ってこの上位 に

ある産業に関する情報 につい ては,太 いパイ プライ ンによるデー タ ・べ

ふ
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一スの設定 が期待 されるもの と解 してよいかも知 れない。

(図 表 一23) 石 油 業 の 関 連 産 業

(ア ンケー ト問2-(1)集 計結 果)

(図 表 一24) 石 油 業 の関 連 産 業

(ア ンケート問2一 ②集計結果)

■

業 種 5010

`}

石 油 製 品 業

電 気 ・ ガ ス 業

鉄 鋼 業

セ メ ン ト 工 業

自 動 車 工 業

原 油・天 然 ガス 鉱 業

100(%)

一66一



(2)関 連産業 についての知 りたい計 画動向

当然のこ となが ら,同 業他社については全 面的に各項 目を網羅 してい

るが,他 業種につい ては次の通 りで ある。

1.受 注 ・生産 ・出荷

2.設 備投資

3.販 売 ・在庫

4.物 流計画

5.技 術動向

6.製 品開発

の順で ある。

これ を(1)の産業 別 と組合わせてみ ると知 りたい産業 の順 序 と,上 記項

目の順序は必ず しもある一定の結 びつきを持っている とはい えない。 つ

ま り産業別 の表 は知 りたい産業についての数 による順 序づ けであ り,そ

の順 序は必ず しも,計 画動 向の順序 とは一致 しないか らであ る。

しか し,あ る種 の大雑把な感覚で この双方 を組合せて(例 えば現在 は

行なってい ないが,こ の よ うな見方 もあ り得 る位の感 覚で)情 報の集 め

方あるいは活用の方向 を探る と同時 にデータの整備 を行な うことは価値

のあること と思われる。

(3)情 報 提供体制及び 内容の問題点

回答は関連産業別 にかつ生産,販 売等項 目別に分れているので,特 に

回答 の集中 した問題点 にふれてみ る。

1.情 報の公 開性に問題がある

2.客 観性 及び信頼性 に問題が ある

3.適 時性に 問題 がある

4.提 供する情報量 に問題が ある

5.情 報の加工技 術及び加工 度に問題がある

6と くに問題は ない。
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以上が 問題点に対 する回答 の多い順 である。上記5,に ついては,ア ン

ケー ト回収 率も考 慮 して判定せ ざる を得ない もの と思われ る。 なお,情

報加工技術及び加工 度の問題は,企 業 間に差があると共に内容について

も別途の調査が必要 であるように思わ れる。

E電 力事業

1.電 力事業の特徴 と外部情報 の必要性

1-1業 界の特徴

電力事業 は国民生活お よび産業な ど経済活動の全般にわた り,そ の活動の

基盤 となる基本的エネル ギー を供給す る サー ビス事業である。 したがっ て事

業経営のあ り方は社会 ・経済の全体的 な動 き と密接な関係にある。

電力事業 がいわゆる公 益事業 あるい は基幹産業 といわ れるゆえんで もある。

電力需要 は量的にみれ ばGNPの 増 加 ときわめて高い相関 を示す ととも

に,質 的 には,国 民生活お よび産業構造 な どの多様化,複 雑化の影響 を反映

し,電 気 エネル ギー の使用型態の進展に あわせ,サ ー ビスに対す る質的要請

も一層 高度化 しつつある。

た とえば 生活の高度 化,多 様化に応 じたあ らゆる面での電化の普及 と選

択範 囲の拡大,都 市化,高 層 化,過 密化等の急速な進展な どが高密度社 会 に

お ける電 力エネルギーに対す る質お よび量の二面における依存度 を著 しく高

めている。

また,重 化学工業 における諸設備,装 置 の大型 化,高 速 化,オ ー トメー シ

ョン化な どは複雑,高 度 な自動制御,コ ンピュータ化 を中核と して進展 し,

その基 礎 となるエネル ギーの 一つ としての電 力に対 し,時 間,空 間お よび質

・量の面 における安定供給の要請がます ます高度化 している
。

したがって,短 時間の停 電,一 定限度 をこえる電圧降下 も トラブルの原 因

とな り,特 定の機能 を満たす需要におい ては,瞬 時 の停電や電圧 ・周波数 の
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変動 も許 されな くな りつつある。

この よ うに,電 気エ ネルギーに対する量的,質 的要請が急激に変化 しつつ

あるこ とに対応 して,供 給力の量的安定 とその確保は もちろんの こと,質 的

安定 をは かるために,設 備の構成 とその運用が根本的 に変 化 しつつ ある。 い

うなれば,大 規模発電 および送電設備 の形成,複 雑な供給 系統の組織化,信

頼度,安 定性確保のためのシス テム化,技 術 開発導入な ど,ま す ます きび し

い条件 を付加 してい る。

このよ うな経営条件 を基盤において,最 近 にお ける電力事業は具体的には

い くつかの問題 を中心 とす る経営上 の困難に直面 しつつある。

(1)燃 料問題

電力事業は水力資源の枯渇に伴いかつての水主火従の設備構成 か ら,

一転 して火主水従の方向に進み,さ らに石炭資 源の枯渇および公害問題

の配 慮か ら,低 硫 黄燃料(LNG,ナ フサ,原 油生だき)の 採用にふみ

きっ・た。 そ のため一 次燃料のほ とん ど(97%)を 輸入に依存す るこ とに

な ったが,第4次 中東戦 争 を契機 とす る石 油輸入量の制限は量の不足 の

み な らず,原 価高騰 とあわ さって未 曽有の緊急事態 を もた らした。 この

ため49年1月 よ り石 油,電 力の使 用制限が行 なわれ,過 去数年 間にお

ける相次 ぐ原油価格の大 巾値上 げの圧迫は経 営の危機 を招 き,余 断をゆ

る さない状況 となってい る。

(2)原 価の高騰問題

石 油大 巾値上 げに よる燃料費の増 嵩は電源開発,流 通設備 な ど膨大 な

設 備投資 に伴な う資本費の増大,公 害 防止対 策費,用 地 費,補 償費,人

件費の増 大,物 価高騰のはねか え りによる資材の上昇 な ど収支面へ の圧

迫が加わ り,料 金改 訂,そ の他の問 題 となっている。

③ 公 害 ・立地問題

SO2,NOxな どの大気汚染に関連す る公害問 題は,電 源立地難

開発計画の実施遅延による電力供給力不足お よび公害 対策費の増大を も

一69一



た らし,前 述の2つ の焦点 とともに現 在の電気事業の 中心 課題 を形成 してい

る。 、

以上の よ うに,経 済社 会の激動期 における深刻な経営 上の諸問題の解決に

あたっては,よ り広い視 野か らの迅速適確な即応 と国民的 合意 と信頼 に基づ

く企 業行動が要求 される。

電力需 要面への方策と しては,節 電要請,使 用制限 な どの緊急 措置 が とら

れているが,今 後長期的 には,従 来のエネル ギー多 消費傾 向に対す る反省の

うえに立って,省 エ ネル ギー型産業構造へ の転換,原 子力その他の新たな電 力

供給設備の開発 な どに対する認識が高 まってお り,国 民経 済全体 としての今

後の方向性が変換 されてい くことに なろ う。 この よ うな動 向の中で電力事業

の経営はつぎの ような点 を重点 として,長 ・短期の対策が と られる もの と考

え られる。

(1)電 力供給 力確保 について は当面石油燃料の確保 な らびに原子力の早期

着工 な どを重点 とし,今 後 はエ ネルギー資源な らびに電源構成の多様化,

多元化によって,供 給の信 頼性 と柔軟性 の確保 をはかってい く必要が あ

る。

このため 石炭,水 力,地 熱な ど国内エネルギー資源の 開発利 用をすす

めるほか,核 燃料,天 然 ガス,LNGな ど国際的資源 の開発利用 を一 層

積極 化する。 。

(2)公 害 ・環境保 全対 策 と しては,低 硫黄燃料 の確保 を さ らに積極 化す る

とともに,無 公 害化 をめ ざ し,公 害 防止 技術(排 煙,脱 硫 ・脱硝)の 開

発な ど公害対策の長 期的 諸施策 を展開す る。

また,環 境保全に対す る社 会的要請 の高度化,多 様 化に即応 して,地

域環境 との調和 をはかるた め,組 織化 施設 および周辺 の美化 緑化な

どをす すめる。

(3)経 費,資 材,資 金の さ らに一層の効果的活用 をはか り,電 力原価の高

騰抑制に資するため,設 備の自動化,省 力化,業 務の近 代化な ど経営 の
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あ らゆる面での合理化 を一層活発化する。

このような施策 を実施に うつ して行 くにあたっては,今 後 ます ます 国際的

な規模における政治 ・経済の急激な変動や長 期的 な見通 し,政 治 ・経済 と一

体 化された資源 ・技術の戦略化の必要性が高まるこ ととな ろ う。

とくに,国 際的視 野にたった政 治経 済 動 向 の把 握 と,そ れに基づ く総合

的 な政 策や長期 的経営 計画の充実 がます ます 必要 となるた め,い かに多面的

に信頼性の ある情報 を適確 に収集 し,意 思決定 にむすびっ けるか とい うこ と

が経営 システムの基本的課題 となるであろ う。

なお,電 力事業にお ける経営活動は前記の よ うな課題 を中心 として,展 開

されるが,そ の実行 にあたっては,大 部分の建設工 事の施工お よび「部の情
ラ

報処理 調査 技術開発 は周辺の外部企業 との協同 またはそれ らへ の委託 の

方法が とられている。 したがって,こ れ らの企業 に関す る情報の適切 な収 集,

選択お よび フィー ド・パ ックが重要 視 される。

1-2長 期経営計画におけ る外部情報の必要性

電力事業 における長期 経営 計画の情報体系は需要予 測 技 術予 測 資材 ・

資源予測,資 金予測お よび労働力予 測な ど外部情報 による予測 システ ムを基

礎 とする需給計 画システ ム,設 備計画 シス テム,収 支計画 システ ムお よび業

務運営 計画 シス テムか ら構成 されている。

.(1)長 期計画情報体系 のなかでの長期予測は,基 幹産業,公 益事業 として

長期かつ安定 した事業運営 における計 画判断 の基礎で ある か ら,そ の重

要性は 当然のこ とであ り,従 来か らその充実に 努めて きている。

しか しなが ら前述の よ うに激動す る経済社 会状 勢に即応するためには,

上記個別予 測 システ ムにおける外部情報の収集,加 工 にあたって,迅 速

性,柔 軟性,機 動性 な らびにきめの こ まか さな どが一層要請 される と

ともに予測 システム間の総合性 と計 画へ のタイ ム リー な反 映が一層重要

となろ う。
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(図表一25)長 期 計画情 報体系

業
務
運
営
計
画

シ
ス
テ

ム

(設 備別供給能力)

(設 備別供給電力量)

(供 給予備力)

(供 給設備別設備計画)

(工 事種別別 〃)

(地 点別個別細目)

(収 入計画)

(費 用計画)

(収 支バランス計画)

(業 務合理化計画)

(要 員計画)

(現 業機関配置計画)
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(2)電 力事業 は,膨 大な電 力供給設備 を運営す るいわ ゆる設備産業 であ り,

かつ 電気の需要 と供 給の関係が,生 産即消費の型で直結 しているた め,

負荷 の動向は直接 的に供給設備の建設運用のあ り方に影響す る。

したがって需要 動向の予 測は設 備計画の適確 さに重要なかかわ りをもち

電力需給バ ラ ンス,供 給 信頼度,設 備形成のあ り方な ど事業計画の基本

的 条件に直接関係 をもつ もの となる。

しか も今後の経済社会状勢 の急激 な変動に影響 されるだけに需要予 測

は著 しい困難の度 を加 えるもの と思われ,し たがって外部情報および予

測技術の高 度化の必要性は ます ます増大す ることとな ろ う。

③ 技術予測は設備計画の基礎 となる もので 従来 か ら各社 ともこれに力

を注 いでお り,組 織 面において もそれぞれの企業の内部 に技術研 究所 を

もつ ほか,電 力事業 全体 として も電 力中央研究所 とい う総合 研究機関 を

足場 として長期の研究開発 をすす めてい る。そ して この よ うな体制 をパ

ックとして,さ らに先進 国お よび 国内の設備関連メー カー,そ の他 各種

研究機 関な どか らの技術情報 の収集 ・調査 ・研究活動 が展開 されてい る。

なかで も燃料,公 害,電 源立地 な どの諸問題に対処 して,公 害防止技術

面では無公害化をめ ざし,燃 料 の低硫黄化 排煙脱硫,重 質油処理,脱

硝 などの新技術の研究開発に積極 的に取 り組 んでいる。

(4)資 源予測については,主 に石油,天 然 ガス,核 燃料 な どの需給 予測,

低硫 黄燃料 の長期的確 保の見通 し,ま た資材予測につい ては,重 電機 器

需給 ・コス ト動 向,銅 ・アル ミ線材需給 ・コス ト動向 の予 測な どが関連

企業 との協調の もとに行なわれてい る。

また,中 ・短期計 画では 内外情 報の調査収集および利 用はか な り綿密

に行なわれてお り,と くに燃料 については各社独 自の予 測の外に電 力事

業全体 としての調査予 測 も進 め られてい る。

⑤ 資金予測については設備 ・需給 ・収支の各計画に関連 し,膨 大 な建設

資金 を要 する設備産業の特性か ら,き わ めて重要な予 測で あ り,比 較的
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◆

豊富な情報 源をもとに予測 を行 なっている。

⑥ 労働力予 測については人 口動態,進 学率,新 卒就業状況な ど労働 力に

関する情報から長・短期の学歴別労働力需給予測を行ない採用計画に反映する。

企業 内の要員計 画は,需 要 予測にも とつ く設備計 画,業 務運営計 画,

現業機 関配置計画な どか ら必要な要 員 を推定 し,こ れに合理化計画 を織

りこんで策定する。

電力事業 におい ては検 針 ・集金,送 ・変 ・配電設備建設,発 電所補修

な どの業務は大部分請 負または委 託 しているが,こ うした社外労働 力 も

次第に不足 してお り,労 働 力需給 の推移 を予 測 しつつ,間 接集金,隔 月

検 針,保 守 自動化な ど新制度な らびに技術革新の導入 を積極的 に行なっ

てい くこ ととなろ う。

2.外 部 情報 の使 用 実 態

今回実施 した 「外部情報の必要性 と役割についての調査 」では,電 力10

社(電 源開発㈱ を含む)を 対 象に調査 票 を送付,回 答依頼 を行ない,7社 よ

り回答 を得た。

2-1外 部情報 と関連 産業

(1)関 連産業の範 囲

外部情報 の収集 に関係する関連産業 としては,ア ンケー ト〔問2〕

「外部情報 の収集に関 し,現 在利 用また は必要 としてい る関連産業は 」

の 回答 の集計結果 を(図 表一26)よ りみる と,鉄 鋼,輸 送機器,化 学,

石油 ・石炭,非 鉄金属,の 順で関連度が高い ことがわか る。

また,そ のなかで,さ らに3業 種 を選べ とい う質問の回答では鉄鋼,

化学,石 油,ゴ ム ・窯業,繊 維,電 気 ・ガス,輸 送機器の順になってお

り,よ り明確 に関連性 の強 さを表わ している と思われ る。

回答は各社 とも同 じ業種範囲か ら選 択 してお り,電 力事業に とって関

連のある範囲や順位 がほぼ一定で あるこ とを示 してい る。

一74一



(図 表一26)関 連 産業 の範囲

業 種050 100%

4

`

この結果 をさ らに分析する と上位に ラ ンクされ る鉄 鋼,化 学,石 油な

どは,各 社 の回答順位 が一定であるが,ゴ ム ・窯業,繊 維,輸 送機器な

どの業種につい ては,か な り地 域性の強い業 種 と して,関 連性 の違いが
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で て くる。

これ は,需 要 構造 の地 域差 とい うこ とが で き よ う。

なお,業 種 別 の大 口電 力需 要量 は(図 表 一27)の 通 りで あ り,ア ンケ

ー ト結 果 と多 少 の相 関が あ る よ うに 思 わ れ る。

(図 表 一27)昭 和47年 度大 口電力業種別需要電 力量(全 国計)

(資料;昭 和48年 度通産省資料)

■

業 種 需要電力(単 位:億KWH)
一 一 ー-一 一

鉄 鋼 業 638

化 学 工 業 484

非 鉄 金 属 製 造 業 273

パ ル プ ・紙 加 工製 造業 191

機 械 器 具 製 造 業 176

セ メ ン ト 製 造 業 73

繊 維 工 業 69

石 油 ・石 炭 製 品 業 43

食 料 品 製 造 業 42

ゴ ム 製 品 製 造 業 18

そ の 他 157

計 2,164

●

(2)必 要外 部情報

(関 連産業の情報 内容について)

知 りたい 計画 ・動 向の選択項 目について 回答の集計結果か ら,件 数

の多い順に5つ を とるとつぎの とお りで ある。

① 受注 ・生産 ・出荷動向

② 設備 ・投資動 向
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③ 販売 ・在庫動 向

④ 技術動 向

⑤ 製品開発動向

この結果か ら判断す る と,関 連産業 と して大 口需要 における当面お よ

び今後の電力需要動 向を把握する こ とに大 きな重点がおかれ てい ること

がわ かる。

また,技 術動 向,製 品開発動 向な どは将来の需要の推移 をみる上で重

要 な情報 となっている とい えよ う。

また,長 期経営 計画において販 売 ・在庫動向な ど比 較的 短期的な動向

に もウエイ トがお かれ てい る。

知 りたい計画 ・動 向の項 目別 の問題点について,集 計結果はつ ぎの と

お りで ある。

① 受注 ・生産動向につい ては,適 時性 を問題 とす る回答 が一番多かっ

た。た だ し1社 だ けがその他 に加工 技術,公 開性,客 観性 に問題が ある

としている。

② 販売 ・在庫動向については,加 工技術 公開性,客 観性,適 時性 を

問 題とす る回答が若干あった。

③ 製 品開発動向,技 術動向については,類 似の回答 パ ター ンを示 して

お り,と くに機械,化 学について情報の公 開性,情 報量 に問題 がある

とい う回答が若 干あった。

④ 設備投資動向に関 しては,客 観性,適 時性が問題 とされてい る。

回答 の概 略は以上の とお りであ るが,全 体 として回答 にバ ラツキが多

く,全 然問題がない とい う回答 と問題がある とい う回答 がはっ きり分 れ

てお り,し か もその場合すべて 同一の問題点 に偏 よる傾 向が見 られた。

2-2関 連産業 との情報交換の現状

(1)同 業他社 との情報交換の現状

現 在利用又は必要 としている外部情報の収 集に関す るア ンケー トの結
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果による と,関 連産業の中の同業 他社の ウエイ トが他業種では1～2位

に ラ ンクされているのに対 し,電 力事業 の場合 について は,そ の順位が

かな り低 くなってい る。

これは電力事業 の場合 経営情 報が比 較的 同質で安定 してい ること,

下記の よ うに計画お よび運営面におけ る業務上 の相互連絡 を通 して,情

報が充足 されてお り,改 めて外 部情報 と して,取 り上げ るまで もない こ

とな どに よる もの と推定 される。'

① 需要予 測につい ては,日 本電 力調 査 会 に よ り毎年定期的 に予 測が

発表 され,こ れが長期の諸計画の基礎 となっている。 この調査会は関

係官公庁,電 力会 社,関 連 メー カー 学識経験者 な どの委員で構成 さ

れ,国 全体 をカバ ーす る電力需要予測に関す る情報 の集約 が行なわれ

る。 これは国の諸 計画 ・予測 との整合性 を有 し,ま た電力事業 と して

統一 されたシス テ ムで あ り,事 業 者間の情報 連絡 は緊密にな されてい

る。

② その他 の予測 システムに必要な外部情報については,電 気事業連合

会,電 力中央協議会,電 力会社間,電 力 事業関係の 学会な どの場 を通

じて随時交換や研 究会が行なわれてい る。

また海外 におけ る電力事業の動向については,電 力事業の共同出資

に よって設立 した 調査研究機関(例 えば海外電力調 査会あるいは電 力

中央研究所)を 通 じて必要な情報 を得てい る。

(2)他 業 界 との情報交換の現状

関連産業 の情報利用に関す るア ンケー ト結果か ら,他 業 界(関 連企業)

との情 報交換 に関 して,長 ・短期計画における需要,資 源 ・資材,お よび技

術な どの予 測につい て関連企業の個別情報の必要性が 高い こ とが うかが

える。

この ことは電力事業がその地域性の上 にたった事業 形態の も とに,そ

れぞ れの管 内におけ る一般需要動向 とともに,大 口需 要な ど主要産業 の
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情報に相対的に高い ウエイ トをつ けてい るこ とか らも推定 される。

需要予測に関 して は鉄鋼,機 械,化 学,非 鉄金属,紙 パル プ,セ メ ン

トな どの主要産業 の動 向 を随時把握するため,消 費電力量,生 産受注,

設備投資 販売在庫 な どの動 向お よび技術革新な どに よる電 力使 用傾 向

の変 化な ど質的 な内容に ついて もかな りつっこんだ情 報 を必要 とす る。

このため新聞,業 界誌,各 種刊行物な ど一般情報の収 集の ほか,各 産

業の業 界団体 主要企業 との接触 を通 じ多角的 な情報 の把握 につ とめて

いる。

また膨大 な燃料 資源,建 設資材,資 金 を必要 とす る事業 の特性か らそ

れ らの長期安定確保の見通 しを得 るため,ひ ろ く国内外の関係情報 を業

界誌,調 査 資料,刊 行物 をは じめ関連業 界な どとの接 触を通 じて収集 し

てお り,必 要な情 報 については一応充足 され ている と考 え られる。

さ らに設備の形成 および運用に関する高度 な技術の 導入および独 自の

技術開発の必要性 の高ま りか ら,関 連 メー カー との共 同開発が積極的に

行なわ れてお り,こ れに関連 して,ハ ー ドウェア技術 および利用技術な

どの情報交換 が活発に行なわれてい る。

一方
,電 力の生産即消費の特性 によ り,電 力需要実積に関す る情報は

比較的早 く把握で きるこ とか ら,経 済活動の実勢な らびに景気動向 を推

定す る情報源の一 つ として需要実績の速報的価値が評価 されている。

したがって,業 界 としては毎 月需要実績の速報 を出 し,内 容に関する

問合せについて も情報提 供 を行なってい る。

ぺ

F輸 送 業

1.輸 送業 の特徴 と外部情報 の必要性

情報化の進展 とともに,社 会 のあ らゆる面で情報量 は急速 に増大 し,情 報

の役割,価 値 もます ます重要 なもの とな りつつある。

ぜ
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それに伴い,輸 送業界 におい ても,人 と物 との輸送需 要は量的 な増加 とと

もに,質 的 にも高度化,多 様化の方向にむか っている。

輸送活動 とは,生 産活動や商的流通活動は もとよ り,個 人の消費行動 まで

すべてに関係する もので ある。 そのため,多 くの活動や事象が何 らかの形で

ネッ トワー クされる情 報化社会では,ひ とり輸送業のみがその外に留 まる こ

とはで き得 ない。

輸送産業 が これまでの労 働集約的 な現状か ら脱皮 し,生 産性 を高める と

ともに,安 全で便利なサー ビス を提供 してい くた めには,作 業の 省力化は も

とよ り,業 務運営の高度化が必要で あ り,そ のた めには輸 送にたず さわ る個

々の企業体 内部の情報 化 と,企 業体相互間の情報 化が欠かせない ことはい う

まで もない。

とくに,輸 送業界における国際競争 とは,技 術競争時代 を経 て今や経営 シ

ステ ム競争の時代に入った とい うべ きであろ う。

この技術競争か ら経営 競争へ移行する とい うこ とは,そ の必要 とす る情報

が,技 術 重点の もの,あ るい は社 内重点 のものか ら,政 治,経 済,社 会,科

学技術,市 場 な どすべてに広がって,か つそ の情 報が総合化,複 合 化 されて,

企業活動 に必要 なもの と して付加価値 を与 えられねばな らない ことを意味 し

てい るか らで ある。

この情報過 多の時代にいかに対応 し,必 要 な情報 を選択 し,蓄 積 し,あ す

の創造に結びつけるべ きか,こ れが輸送業 界の直面 している大 きな命題であ

る。

また,機 能的 な経済 社会になって くる と,従 来の如き,物 の生産が経済発

展の 中心 であ り起動力で あった時代 とは異なって,情 報の創造性,拡 大性,

同時性が経済社 会発展の 中心,起 動 力 とな り,こ こであ らた に,情 報 提供機

関の出現 に依って,ま ず必要な情報 を合成 して,こ の合成情報 を輸送産業,

エネルギー産業 に同格に流 し,次 に製造業および非製造業 に流す ことになる。

したがって,今 後は輸 送業 が製造業 および非製造業 と同格 にな り,情 報 ネ
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ッ トワー ク ・システムの形成に よ り共存共栄の姿 として発 展化 してい くもの

と考 え られ る。

た とえば この方 向は,製 造業 と商社,輸 送会社 との間 におけ る製品輸送,

原材料輸送に関す るネ ッ トワー クの形成 とか,航 空会社 と旅行 あっせん業 と

の間の 航空券予約 に関す るもの等に,今 後の企業 の効率的活動の要素 となる

ばか りでな く,企 業の将来 を決す る重要 な問題に発 展する こ とは疑い もない

こ とである。

これは共存共栄の思想であ り,有 力な関連企業が合理的 に,お 互いに無駄

をカバー して結び合い,新 しい時代の繁栄へ とむかって行 くものである。

とくに輸送業 は,産 業活動や国民生活の基礎 となる もので ある以上,好 む

と好 まざるとにかかわ らず,進 んでシステム化 をせ ざる を得ない体質 をもっ

ているのである。

今後,輸 送業におい ては,'外 部環境に即応 した経営活動 が要 求 されるので,

そのためには外部情報 と充分活用で きる情報処理 の仕組 が必要 である。

これは,ト ップ,ミ ドルな どが企業 活動や計画 をお こな う場合,そ れ をど

うい う方向にもってい くか とい うときには,企 業 内部の情 報は もとよ り,外

部情報が絶 対的 に必要になって くる。

た とえば,景 気動向や消費動向が どうなってい る とか,一 般 貿易 事情の状

況(輸 出入の見通 し,主 要輸 出入商品の動向な ど)が どうなっているか とい

う多数の必要な情報 を もとに需要予測 をお こなって,設 備 計画,販 売 計画,

長期収 支計画な どに利用す る。

この プランニ ングの前 提 となる外部情報の大部分は,政 府機 関やその関連

機関が持 ってお り,民 間がその情報,デ ー タを早 く自由に使用で きるよ うに

情 報セ ンター を作って,適 当な形で提供できるよ うにするNISの 設立が望

まれる。

このよ うな情 報提供機関 の設立によって,そ れぞれの 関係す る業界や企業

活動に寄与する ことにな り,業 界,企 業 が国際競争に勝 ち得るための大 きな
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要素 ともなるわ けである。

しかるに,輸 送業界にお ける現状 は,以 上 の如き体制には程遠いものが あ

り,単 に現状対応的な各 種の実務的ホペ レー シ ・ンに役立つ ものが,そ れぞ

れの輸送機関で部 分的 に構想 されてい るに過 ぎない。

したがって今後 は,総 合的整合性 をもち,か つ役立つプランニングのための

情報 提供機関の成立 が待たれる。

, 2.外 部 情 報 の 使 用 実 態

2-・-1外 部情報 と関連 産業

輸送業 におけ るプランニング情報 シス テムとは,単 に運輸の分野の 中で その

ネ ッ トワー クが完結す る ものではな く他の関連産業の分野におけるプランニ

ング情報 システム と相互 に連係 を保ってい くもので,社 会的,産 業的情報 シ

ステ ムともい うべ きもの であ り,産 業 活動全体の トー タル ・システムへ と発

展 してい くものである。

・ そ のた めの
,輸 送業において必要 とされる プランニング情報は,ひ とり輸送

業の プランニングのためばか りでな く,ト ー タル ・システムである他の 関連産

業の プランニング情報 シス テムを構成す るひ とつのサ ブ ・シス テム的な もの と

もなる。

そ こで,輸 送業のプランニング情報 の整 備に あたっては,運 輸以外の分野 に

おける関連産業の プランニング情報 システ ムの整備 と,そ の歩調 を合わせて

い く必要 がある。

す なわ ち,運 輸 の分野における情報の整備 が,関 連する他の分野の情報整

備に遅れ ない よ う,ま た先走 ることの ない よ う配慮 を行なってい くことが大

切で ある。

つ ぎに,重 要 なニー ズにそった方向で,NISを 構成する個 々の各産業情

報の整 備に あたっては,関 連産業相互間の密接な連係に よって,各 々の情報

・ システム整備化の進捗度 を合わ してい くことによ り,そ の効率的運用 がはか
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られ,全 体 としての プラ ンニング情報 ネ ッ トワー クの機能 も充分発揮 され る

ことになる。では アンケー ト(皿)「 長期経営計 画立案に際 し,必 要外部情

報 を収集する場合,ど の よ うな関連産業の情 報 を必要 と し,又 利用 していま

す か」 とい う質問の回答 よ り,外 部情報 と関連産業について考 えてみる。

(1)ア ンケー ト回答社 の構成

11社 を調査対 象 とし,6社 の回答 を得た。 回答社 の内訳は次 の通 り

である。

海運3社

航空2社

陸運1社

回収 率は55%で あるが,海 運,航 空の中心的企業 がすべて包含 され

てい るので比較的参 考 となるもの と思わ れる。

(2)情 報 を必要 とする関連産業

「必要外部情報 を収集す る場合,ど の ような関連産業 の情報 を必要 とす

るか」については,次 の如1き産業 があげ られてい る。

輸送業,輸 送機器業,商 業,電 気機器業,鉄 鋼業,石 油 ・石炭製 品業,

サー ビス業,食 品工業,電 気 ・ガス業,紙 ・パル プ業,金 融業,鉱 業,

繊維工業,化 学工業,機 械エ業。

だが関連産業の中で,最 も重要 と思われる ものは

1.輸 送業

2.商 業

3.鉄 鋼業

4.石 油 ・石炭製品業

5.輸 送機器業

で あろ う。

これ らは最 も必要 な関連産業で あ り,こ れ らの動 きが,輸 送業の長期

経営計画,立 案に当 り,重 要な役割を果 すであろ う。
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(3)最 も知 りた い情 報

「どの よ うな 計 画,動 向に つ い て 知 りた い か」 につ い て は,次 の 通 りで

あ る。

(図 表 一28)関 連産 業 お よび知 りたい 計 画,動 向

(◎,○,△ は重要度 を示 し,◎ が一番高い)

知 りたい情報

関連業界名

出受

荷注
●

動生

行産

販

元
在

務

動
向

財

務
金
融

状
況

製
品
開

発

動

向

1

労要
働
生員
産
性計
動
向画

技

術

動

向

流物

通流

動計

向画

設

備

投

資

動
向

輸 送 業 △ ◎ △ △ △ △ ◎ ◎

輸 送 機 器 業 ○ ○ ○ ○ ○ △ △

商 業 △ ○ △ △ △

電 気 機 器 業 △ △ △

鉄 鋼 業 ○ △ ○ △

石 油 ・ 石 炭 製 品 業 ○ △ ○ △

以上の結果よ り考 察する と,ま ず 同業他社の情報 を非常に求めている

事がわかる。

次に商業,鉄 鋼業,石 油 ・石炭製品業な ど輸送業 にとって得意先の情報

を必要 としている。

その様子は(図 表 一28)の 例 に よ り,同 業他社に対 しては物流計画 ・

流通動 向,設 備投資動 向の情報 を求めているが,そ の他 に対 しては受注

生産出荷動 向や販売 ・在庫動 向の情 報を求めているこ とか らもわかる。

しか し,輸 送機器 業においては,自 動車工業 と造船業 が含まれてお り,

自動車工業は得意先で あ り,造 船工 業は輸送手段 を提 供す る関連産業 で

あるため,明 確 な判 定はで きない。 二、

この ように単に関連産業 といって もい ろい ろな意味 あいがあるため,
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求 める情 報 も多い がその入手 に関 してはかな りの困難 を伴 うのが現状 で

あろ う。

(4)関 連産業 の情 報提供体制について

主要 関連業界の動向に ついては,現 状 は公表 されてい る資料 を基 とし

ているので,'提 供 される情報量 にも限度がある。

輸送業 界か らみた情報確保の問題点 と しては次の通 りである。

① 供給 される各 種の情報形態が,企 業 の 目的にそった分析方法 とは結

びつ きに くい。

これは現状 では,関 連産業相互の プラ ンニ ング情報のネ ッ トワー ク

整備が全 くな されていないか らである。 そのため,同 一対象 を扱い な

が らも,そ の分類方法が異 なった りしていて,情 報 レベルの考 え方が

統一 されていない。

② 情報のほ とん どが対象関連産業 の業界団体 な どか らの刊行物,資 料

等の形 で提供 されてい るので,そ れ らの情報 を加工,複 合化す る必要

があ り,著 しく情 報処理の効率 を低下 させてい る。

③ 情 報の質お よび量については,満 足すべ き段階に は程遠 く,ま た情

報 蓄積量に も問題 がある。

④ 情報の入手 に も相当の制約が あ り,必 要度が極めて高いにもかかわ

らず,充 足度が不十分である。

2-2関 連産業 との情報交換の現状

(1)同 業者間の情報交換の現状

輸送業界において は,必 要度が高いに もかかわ らず充足度が十分で な

いのは,同 業他社動 向に関す る情報である。

とくに経営計画におい ては,競 争会社の行動に関す る予 測が重大な決

定要 因のひ とつ とな る。 相手の戦略,企 業動 向を どれだけ知 っているか

その情報に よっ て 目的の達成度 も当然変わ って くるか らである。

しか し,こ の種の情報入手には 当然大 きな制約が あ り,同 業者間の情

一85一



報交換 も殆ん ど行なわれていない。

けれ ども,流 通 活動の システ ム化 を目標 と して,商 品管 理を中心 と し

た同業者 間の情報交 換について は,そ の準備が計画的 に着 々と進 め られ

てい る。

すなわ ち,具 体的 には,関 係す る同業 企業 間,業 界 と関係官庁 との間

に,

。商品 コー ドあるいは関連 コー ドの統一化

O各 種の帳 票類の規格化,標 準化

。商品の荷姿の規格化

な どが行なわれてい る。

また,こ の コー ド統一 については,海 運業 界を中心 として,港 湾,港

運,貿 易な どの関連業界な らびに運輸 省の海 運 ・港湾統計,大 蔵省の通

関統計 にも,こ の統一 コー ドが使用 され る予定であ り,す でに一部では

実施されてお り大い に成果 をあげ ている。

その 内容 は,貨 物 の種類,数 量,荷 主名,航 路名,積 み地,揚 げ地,

海貨取扱業者名な どで,そ の結果,海 運 各社 の業務は,相 互の連絡,運

賃 プー ルの計算,コ ー ド記入作業の排除な どと大巾な合理化が行なわ れ

つつ ある。

すで に昭和45年4月 よ り,外 航海運 会社 よ り毎 月運輸省に報告 され

る輸送 統計については,そ れぞ れの企業 内の 日常業 務処理 よ り自動的 に

作成 される磁気テー プを,そ のまま運輸 省に提出しているため,運 輸省の

輸 出入統計処理の迅速 化がはか られたの である。

それ によ り同業者 の情報 も間接 的に 入手がはや くな り,結 果的 には情

報交換 とい う形で,そ れぞれが外 部情報の分析に利用 しているもので あ

る。

(2)企 業 と業界団体(同 業 界)と の情報交流 とその重要性につい て

輸送業界にお ける業界団体は,従 来は親睦団体的な役割 を果た して き
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たが,現 在は調整団体的な役 割 を果 た しつつある。 しか し,今 後は,企

業経営 も大 きな構造的変化の様相 を呈 して くるもの と考 え られる し,情

報化の進展に ともなって,業 界団体 に対 して新 しい情報機 能の要請 を生

むこ とであろ う。

すなわ ち,情 報セ ンター的 な役割で あ り,そ の積極 的機 能化が期 待 さ

れる。.

このため,従 来は必要に応 じて部分的に しか提供 されなかった各企業

の内部情報 の業 界団体への供給 を,組 織的なもの としなければ な らない。

また,業 界団体 と して,必 要な外 部情 報の組織的 な入手 に努めて,業

界内各企業か らの内部情報 と,そ れ ら外部情報の総合 化と情報の再生産

をはかって,情 報 の効 率的な利用 と各企業への フィー ドバ ックをはか る

ことが大切 な役 目となる。

この方向は,各 種共通情報の整備,総 合情報蓄積 とその伝達 とい う,

「デー タ ・パ ンク」 構想につながる もの である。そ こで,一 般 資料 に よ

る情 報については,各 社共同の業 界 データ ・パ ンクを設立 し,次 に,海

・陸 ・空の共同デー タ ・パ ンク設立 に向 うべ きで あろ う。

とくに輸送業界は,海 外情報の収集に は各社 ともぼ う大 なエネルギー

を使 ってい るため,少 な く とも公表 されている情報の収 集は,共 同の機

関を通 じて行な うこ とが,国 民経済的見地か らみて必要 である。

この デー タ ・パ ンクとは,近 い将 来において共通 デー タ ・ファイルに

多数 の利用者が何等かの方法でア クセスする ことが 可能 で,そ の構成 と

しては次の ような ものが考え られ よ う。

① シングル ・ファイル構成(例.日 本船主協会 を中心 とした もの)

共通情報のデー タ ・パ ンクであ り,業 界単位で あるた め,デ ー タが

少量の場合 に適 当な構成で,数 多 くの 目的 に対 して一つの共通なデー

タ ・バ ンクが維持 される。

一87一



,

日本郵船 商船 ・三井 川崎汽船

。.二.フ ァイ ル.

山下新日本 ア一夕・ハンク

(日 本船主協会)

三光汽船 新繊 運
.第 一中央 そ の 他

② ネ ッ トワー ク ・フ ァイ ル構 成

各企業 各企業 各企業

海 運 業 界

(日 本船主協会)
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各 ユニ ッ トには それぞれの業 界単位 のデー タ ・バ ンクがあ り,ネ ッ

ト・ワー ク内に ある他のユニ ッ トの デー タ ・バ ンクか ら,必 要項 目を

何等かの方法で 直接 アクセスす る ことがで きる ことが望まれる。

(3)海 外情報 につい て

① 輸送業界の特 色の ひ とつ として,海 外経済情報の収集が重要で ある。

これは供給 サー ビスが現在において はかな り多彩で あ り,利 用者 が

意外 に知 らない提 供サー ビス機関が多い。貴重 な情 報サー ビスが,特

定資格 とか,会 員制な どによる制約によって,一 般的な利用に供せ ら

れない場合が多 いか らである。

今 後は,公 共性 の高い情報だけはで きるだけ一般にサー ビスで きる

よ う努力すべきであろ う。

また,サ ー ビスに対する対価の問題が研究不十分 である。 これはサ

ー ビス形 態において,会 費制,実 費制,無 料 あるい はそれ らの混合 シ

ステ ムで あった り,そ の料金体系 に混乱がみ られる し,利 用者お よび

提供者の情報価値観に問題があるか らと考 え られる。

海 外情報の入手について も,重 要 なニー ズの方向にそって,そ れぞ

れの専門 サー ビス機関が設置 されるこ とが望ま しい。 これは利用者 に

とって も欠 くべか ざる ものであるが,サ ー ビス機関設置は,経 費,人

員な どなかなか解決で きぬ条件が多 く,一 朝一 夕にはで きぬ面 もあろ

うが,今 後の企業の 国際化の進 展に とって最 も重要 な もののひ とつで

あ り,そ の実現化 が期待 され る。

② 海外情 報の収集 は,直 接海外か ら入手 している もの も多 く,そ の関

係先は次の如 きもので ある。

政府機関および 関係諸機関

民間の専門調査機 関

国連お よび共 同体.

地域 国家間
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民間の刊行物

支店,駐 在員,出 張員,現 地 法人

海外取 引先

協調 同業企業

次に,日 本において利用 してい る海外情 報の提供機関は,

⑤ 政府機関,特 殊法人

内閣統 計局

日本貿易振興会

貿易研修 セ ンター

ア ジア経済研究所

日本輸 出入銀行

⑤ 財団法人

世 界経済情報 サー ビス

日本エ ネルギー 経済 研究所

運輸経済研究セ ンター

日本輸 出雑貨セ ンター

◎ 業界団体

日本機械輸 出組 合

日本鉄鋼輸 出組 合

日本精化繊輸 出組 合

日本化学繊維協 会

日本化学工業協 会

日本鉄鋼連 盟

石 油連盟

日本紡績協会

日本羊毛紡績 会

な どであ り,多 くの事業体が多角的なサー ビス を実施 してい るにもか
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かわ らず,相 互間の連絡 調整,補 完へ の動 きが あま りみ られず,か

な り重複がある と思われる点が 多い。

③ 情報の種類

海外情報の 中で,最 も知 りたい ものは次の通 りで あり,重 要の順 に

列挙 した。

⑤ 一般経済事情

景気動向

経済成長率

産業構造

国際収支

消費動向

⑤ 一般 貿易事情

輸 出入見通 し

主要輸 出入商品

主要企業の動 向

生産現 況見通 し

2-3今 後 の方 向

輸送業界の今後の外部情報処理体制の 方向について,そ れぞ れの 意見 をま

とめてみ れば次の よ うになろ う。

① 各企業に おいては 外部情報の 入手に積極的に努刀するとともに,内 部情

報 を外部に提供す る体制の確立が必要 である。

② 輸 送業界の各種団体は,官 庁 と民間企業 との間の情報交流のパイ プ役

となる と同時 に,情 報収 集処理機能 を強 化 し,特 性 の ある情報提 供 システ ム

の開発に努力 を傾注すべ きで あろ う。

その ため,次 の如き流 れに て,「 皆 が使 える情報は どの程度か」 とい うこ

とを中心 に して,背 のび をしないで問 題の把握,分 析,解 決へ と進 むべ きで

ある。
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長 期経営計 画を中心 とする プラ ン

ニ ング情 報におけ る外部情報

総合的な観点か ら業種共

通の情報の体系化

収集,処 理,提 供等各段

階 における問 題点 の検討

技術的問題点の把握

外部情報提 供システ ムの整備

③ 重要な ニーズ別 に,各 種の情 報サー ビス機能 をそな えた基本的 なデ

ー タ ・バ ンクの検 討に入るべ きであ ろ う
。

また,ネ ットワー ク機能 を活かすべ き時期に到来 した もの と考 え ら

れるので,「 石油流通」の問題の如 く,需 要度のたか い もの に対 して

本格的に取 りくむべ きで あり,需 要量 とその変化,利 用頻度 とその 見

通 しな どの実態分析 をふ まえて,具 体的に問題解決の方向に展開すべ

きで ある。
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G金 融 業(銀 行)

1金 融業 の特 徴 と外 部 情 報 の必 要 性

1-1金 融業 と外部 環境

(1)金 融業の役割

歴史的にみれば,資 本主義は金融 を一 つの軸 と して発達 して きた と規

定で きよう。 この金融業の役割は,ま ず第一に資金の需要 と供給 を調節

する ことである。 これは経済界の資金の場所的制約 を除 く機能 を果たす。

第二 は経済 界に散在する小量の資 金 を金融業の プールに集め,大 量の資

金に変 化 させ るこ とである。 第三は集め られた資金は全て同時に引 き出

される ことな く,一 定割合は常に金融機 関に とどまってお り,金 融機 関

は この部分 を比較的長期 間運用す るこ とがで きるこ とで ある。 これは経

済界の資金の時間的制約 を緩和す ることになる。 これ ら三つの機 能は生

産の増加に大 きな寄与 を果 して きた。

金融は生産 ・流通 ・消費か らな る経済循 環の各部面に必要欠 くこ との

できない ものであって,金 融が な くては経済 の円滑な循環 も行 なわれ な

い とい えよ う。金融 は,い わば経 済 界の血液 ・潤滑油に相 当す るもので

ある。 その意味で金 融業は経済界の 中枢に位置 し,一 国経済 と極めて密

接 な関係に ある。 また,昨 今は経済政 策の中で金融政策 の占める ウエイ

トは極 めて大なる ものがあり,金 融業 には金融政策 を媒 介 に して 政 府

(政 策主体)と 産業界 とのパイ プとしての機能 も付加 されている。

② 金融業 に対する外部環境の影響

このよ うな金融業の動 向が産業 界に与 える影響 はきわめて大 きいが,

逆に金融業 が外部経済環境か ら受け るイ ンパ ク トも他産業に比 しては る

かに大で ある。 この ことは金融業 の役割 ・機能 を考 慮すれば当然 うなず

け よ う。

現在,金 融業 に とって外部環境 とは,一 国内に とどまる概念 ではな く

グ ローバルな広が りを持つ。 これは経済の 国際化に呼応する もので ある。
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最近 の例では,ド ルの弱体化,ス ミソニアン体制の崩壊,円 再切 り上げ

な ど,経 済の転機に 金融 界の受けた大 きなイ ンパ ク トについては,ま だ

我 々の記憶の新 しい ところである。 それは,外 人 投資の急増,リ ーズ ・

アン ド・ラ ッグズに よる過 剰流動性,さ らに金融の超緩和 となって現 出

し,金 融業 も従来の経 営戦略の転換 を強 く迫 られたわけである。 さらに

内外 の外部環境の変化に よ り,金 融機関の経営に影響 を及ぼす イ ンパ ク

トも増 している。 それだけに各金融機関の業績 もいかに外部環境 を適 確

に把握す るか否かにかかっている とい って も過言ではあるまい。 金融機

関の経 営者 は,従 来に もま して外部環境を先見的 に洞察す るこ とに努 力

を傾注する ことが要 求されるにいたっている。

現 在,金 融業 の組織内部にあっても国際部,調 査部,経 営科学(マ ネ

ジメ ン ト・サイエ ンス)グ ルー プ等情報収集 ・加工部門を拡充強化 し,

外部環境把握に,従 来以上の努力 をしているの も,上 にあげた理 由か ら

で ある。

1-2金 融 業と外部情報

本 ア ンケー トを発送 した金融業 は,銀 行,保 険,証 券,ク レジ ッ ト会社,

リー ス会社 まで を含んでいるが,返 送 された回答 は銀行関係か ら寄せ られた

もの が全てであ るため,こ こでは銀行業務を中心 と してア ンケー トをま とめ

た。

(1)情 報の重要性

「情報 革命」 とい われ,「 情報産業」なる産業分野 がで きて久 しい が,

金融業は情 報産業への進 出が最 も盛 んな業界であるとい えよ う。 現 実に

金融業にお ける コ ンピュー タ設置台数は全業種の うち第一位 となってい

る。

これは,① そ もそ も金融業の販 売す る商品(例 えば預金 種類 ・金利な

ど)に は企業 別の差異が全 く存在 しない。そのため,日 常の営業活動 に

おける知的 サー ビス(情 報提供活動)の 多寡 が激烈な競争に打 ち勝つ キ
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一ポイ ン トである こと,さ らに金融機 関 と取引す る顧客の メ リッ トもそ

こにあるこ と,② 金 融 機関 の 取 引顧 客 が多種多様で あり,幅 広 く情報

収集が可能で あるこ と,③ コ ンピュー タを利用す る業 務開発 に早 くか ら

着 目し,有 能 な人材 ・莫大な費用 を投資 して きた こと,

な どがあげ られ よ う。 その結果 当然 の こ となが ら,金 融業はMIS体 制

の確 立に最 も熱心 な産業の一 つ とい うこ とがで きよ う。

この金融業に とってマ クロ外部情報は二つの性格 を もつ。 一つは,対

顧客サー ビス用の情 報加工 ・提 供であ り(提 供情報),他 の一 つは業務

推進上の情報消費(消 費情 報)で ある。

② 情報提供活動

金融業の大きな特 徴の 一つは,取 引顧 客が広範 多岐にわ たるこ とで あ

る。一例 をあげれば,個 人,中 小企業,大 企業,官 公庁,非 営 利法人,

さ らには同業金融機 関 ・外国企業等が ある。 この よ うな多種多様な顧客

の ニー ズに応 える ためには,、マ ク ロ金融経済全般にわ たる情報収集 ・提

供活動 が必要である。いいか えれば,必 要情 報は他産 業のば あいは/比

較的 特定分野に ニー ズが集中 しているこ とが多いのに対 して,全 般的 に

広 く情 報 を必要 としてい るこ とが多い。

では,具 体的に金融機関は,マ ク ロの環境情報 をどの よ うに顧客に提

供 してい るか をみて みる と下記の よ うになる。

① 国内経済見 通 し…… 「調査 月報」等の定期的な刊行物で顧客に提供。

経営計画立案の基礎 とな るものだ けに全産業か らニー ズが高い。

② 海外経済見通 し…… 「調査 月報 」等の定期 刊行物,都 度 パ ンフ レッ

トで顧客に配布。

③ 国内消費動 向… …定期 刊行物 ・パ ンフレッ ト等で提供,個 人,小 売

業,百 貨店,サ ー ビス業 な どか らきわめて ニー ズが高い。

④ 各産業設備投資 動向……鉄鋼業,建 設業等設 備材 生産企業 の需要 が

大 きい。 刊行物で の情報提供は もちろんの こと,個 々の渉外担 当者が

一95一



`

折衝の際 に情報を提供 している ことも多い。

⑤ 主要産業一般動 向……これは,各 産業の 関心が高い情報 の一つで あ

る。 定期 刊行物での情 報提供は もちろん,折 衝担当者に個別案件の照

会が あれ ば,調 査 部等 の組織 を活用 して回答 をしてい る。

⑥ 賃金 ・物価動 向……最近の国民の最大の関心事は,賃 金 ・物価 動向

である。 金融機 関 も諸統計を分析加工 して情 報を提供 してい る。

⑦ 為 替相場動向……金融機関は海外各地に支店営業所 を設置 してい る。

そ のため海外の動向が比較的早 く察知で きる利点が ある。 日々の為 替

相場の動 きに関 しては,テ レフ ォ ン・サー ビス等に よ り迅速に顧 客に

伝達 している。

以上の例に も見 られるよ うに,金 融機 関は マ クロ情報の提供活動 を精

力的に行なってい る。 この活動の比重は 今後 ますます高 まるで あろ う。

一部金融機関は情報産業 部門 を独立 させ ,別 会社組織に して鋭意その拡

充強化に努 めてい るが,今 後もこの よ うな傾 向はます ます強まろ う。 も

ちろん業務 によっては 自社組織で開発す る場 合 もあるが,そ れに もおの

ず か ら限界 がある。 この場合情報の性 質上,官 公庁 ・外郭 団体 ・業 界団

体 などが主要な入手先 となる。一般 に顧 客へ提供する情報はいわゆる製品

情報で あ り,他 組織か ら入手 した情報 をその まま製品情 報 として提供す

るこ とは稀 である。 したがって入手 して か ら製品情報 とする間に 加工 ・

分析の プ ロセスが入 るのが普通で ある。 その意味では,上 記のよ うな諸

団体 か らいわば原料情報 ・参考情報 として入手 したもの を金融機 関が独

自の判断 ・加工 を加 えて提供 してい る とい った方がよ り適切であろ う。

(3)情 報 消費 活動

次に金融業 は経営 計画策定に際 し,ど の よ うにマク ロ環境情報 を利 用

(消 費)し ているか をみてみ よ う。

企業 の経 営計画は業務全般に関す る基本 となる計画(戦 略的計画)と

それ をふ まえた個別の施策計画(戦 術的計画)に 分け られる。前者の戦
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略計画は,さ らに三 カ年程度の長 期計画 と一年単位(あ るいは半 年)の

短期計 画とに分けて作成 され るのが一般的である。 長期 計画では,ロ ン

グ レンジの方向づけ,全 般的 目標 が決定 され,短 期計 画では現実的な情

勢 をふ まえて諸施策が練 られるこ とにな る。

これ らの戦略的計 画策定にあたっては,ま ず最初に金融経済全般に 関

す る情報が不可欠 となる。 マ クロ外部環境が経営 に与 える影響がいかに

大 きいかは,す でに述べ た通 りである。

また,経 営戦略 を作成す るに際 しては,同 業他社の動向 も無視で きな

い。 金融業は競争の熾烈な業 界の一つで ある ことは周知の通 りである。

以上,ご く大づかみ に言 えば 戦略 的計画は金融経済全般 を基軸に して,

同業企業の動向を勘案 して策定 され るとい うこ とがで きよ う。

さ らに,企 業の社会的 責任が きび しく問われる昨今は,い わゆる消費

者パ ワーの動向に も十分留意 して計 画を立案す る必要が ある。情報 入手

先 としては,同 業他企業に関する情 報は業界団体や 直接他社か ら,官 公

庁 ・マス コ ミ関係,消 費者 パ ワーの動向については主 としてマス コ ミ関

係か ら入手 してい る。

個別の施策計画(戦 術的計画)は,銀 行の場合,預 金増強計画 と貸出

計 画の二つが基本 となっ ている。 この両者の計画 を立 案す るためには,

金融経 済全般の情報が不 可欠で あり,さ らに主要産業動 向,国 内消費動

向,財 政支 出動向等 に関す る情報 も必要 となる。個 々の企業の具 体的 施

策が実 を結ぶか否か も,大 き くこの ような情 報の収集加主に依存 してい

る といって も過言ではあるまい。

次 に国際関係業務計画 と外部情報 の関係に つい てふ れてお きたい。

経済 の国際化 とともに,金 融業 における国際関係業務 も急速に増大 し

てい る。現に,大 手都 市銀行では収 益の 中ですでに無 視で きない部分 を

占めてお り,今 後 この比重は さ らに増大するで あろ うと業界では考 えて

い る。
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この 国際関係業 務計画立案に際 して は,海 外政治経 済動向に関する情

報が不可欠 である。 よ り具体的には,金 利,為 替相場,投 融 資事情,

海 外企業情報,政 治状勢等 に関す る情報である。 金融業各社 は,世 界

各地 に支店 ・駐在 員事務所 を設置 しているが その情 報収集能 力には

おのず か ら限界が あろ う。

現在,そ れ らの情 報は主 と して官公庁政府関係,マ ス コ ミ関係,海

外政 府お よび政府関係諸機 関か ら得ているカミ 国際業 務におけ る外部

情報の重要性 を考慮す れば 今後は 海外諸団体 を活用 して,よ り豊富

な情報 を収 集する必要 がある といわ ねばな らない。 なお,ご く最近 で

は,タ イ ム ・シェア リング ・サー ビスの提供機関 によって,海 外で整

備された情 報 フ ァイル をそ のまま仲 介 し,日 本国 内の ユー ザーに提供

するシステ ムも実用化 して きてい る。 すでに金融業界は これ らの シス

テムの有力な ユー ザー にな りつつある。

2外 部 情報 の 使 用 実 態

2-1関 連産業の範囲

金融業の一つ の大 きな特徴 として,取 引先がきわめて 広範 囲で多業種にわ

た る点 は前述の とお りで ある。 取 引先は産業 としても特定業種 にか たよる こ

とな く,全 業種にわ たってお り,さ らに各業種についてみれ ば 規模 も大 か

ら小 までほ とん ど全て を網羅 している。 横軸に業 種,縦 軸に規模 を とって座

標平 面を作成すれば,金 融業 の取引先はま さにそ の全平 面を覆 うといってよ

かろ う。 さらに,官 公庁,金 融機関,非 営 利法人,個 人等 を加 えれば,経 済

行為 を営 むものは 全て取 引対 象になる とい えよ う。 この よ うに,取 引先が多

種 多様 であるため,今 や金融業の 関連産業 は全域に及ぶ とい って も差 し支 え

ないで あろ う。 ・,

金融業の役割は社 会にお ける資 金需給の パイ プの機能 であ り,お よそ資金

の動 くところは何処 で も金融業の機能分野があるといえ よう。
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企業 目的 か らみて も取 引先が多岐にわたるこ とは望 ま しい ことである。 金

融業は とくに安定経営が求 め られてお り,こ の見地か ら見れば,関 連産業が

全業種に及ぶ ことは 危険 分散に役立ち,収 益の安定的成長に寄与する6ま た,

金融業は社会の資 金需要の ニー ズに応 える使命 を負って お り,こ の点か らも

あ らゆる産業 の要請 に応 じなければな らない。一 方では,そ れによって,金

融業の社会性 を満た す ことに なる。

金融業 も企業である以上,成 長 力が要求 される ことは当然で ある。その成

長は,取 引先の成長 によっ て達成 されるもので あ り,そ のた め各業種 ・企業

の成長性 を綿密に検討す る必要がある。 さらに,環 境変化へ の迅速な適応が

必要であ り,と くに現 代の よ うな激動の 時代にあっては大 きな関心 を払わな

け ればな らない。 一方では,こ の迅速な適 応も,取 引 先が多種多様であるか

らこそ 可能になるので ある。

以上述べた金融業 の社会的役割 と企業 目的か らして,金 融業では関連産業

を選 別 し,一 定の業 種に特 化す る とい った行動は考 え られない。 勿論 具体

的 施策 として 重点の置 き方に個別に差異は認 め られる としても,あ らゆる規

模の全業種が取引対象 であるこ とに変わ りはない。

ただ し,関 連産業 が多種多様であるとはい え,あ る産業に 関 し,情 報 と し

て入手 したい 度合 におのず か ら優先順位がある ことは当然で ある。要求度合

をみれば 競争関係 にある同業他企業に関する情報 が一 番高い。 本 ア ンケー

ト結果でも断然群 を抜いてい ることか らもそ れは明らかである。

現在,金 融機関か らの借入残 高の多い業種は商社 ・鉄 鋼業 ・建設業 ・化学

工業等であるが ア ンケー トの面でも,上 記四業種について 「知 りたい度合」

においてはいずれ も上位 を占めている。 金融業 か らみれば,融 資額 の多い業

種について,と くに情報 を必要 とす る とい うこ とであ り,当 然の結果 といっ

て もよい。

要約すれ ば 金融業 はその社会的責任の見地か らも,さ らに企業 目的の見

地か らも,関 連産業 は多岐 に及ぶが,情 報 として 「知 りたい度合」にあ えて
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順位 をつ ければ,同 業 他企業についての情報が一番 ニー ズが高い。 次いで,

融資総額の多い業種 について もニー ズが高い とい うこ とがで きる。

2-2必 要情報

「何の」情報 を必要 とす るかは,金 融機関は どの よ うな視点か ら関連産業

をみ るか とい う点に,深 い関わ り合い をもつ とい えよ う。 情報に対す る ニー

ズは,目 的 意識に基づ いて発生す るか らである。

(1)融 資 と必要情報

金融業の主要業務た る融資に関 しては,各 金融機関共通の基本原 則が

ある。 案件の可否は これ らの原則に基づ いて決定 される ものである。

この基本的原則 として は,

① 安全性……期 日には必ず貸付金の回収がで きる.こと。いい換 えれば

債務者の資産 ・信用が確 実であって,回 収期 日における支払能力に何

ら懸念がない こ と。

② 収益性 ……採算 を十分 に考慮 して貸付 を行 な うこと。

③ 流動性……いつ でも短期間に貸付金の回 収がで きる とい うこ と。 従

って,貸 付期 間の長短,担 保品の優 劣 ・資 金の用途な どを考慮 しなけ

ればな らない。

④ 成長性… …発展 力のある企業 を選んで貸付 けるの とそ うでない場合

とは,数 年後 に大 きな相異 となって金融機 関の収益にはね返って くる。

したがって,金 融機関 と しては,企 業の成長 性の大小 を常に観察 して

い なければな らない こと。 それには,商 品の開発動 向 ・技術動向な ど

にた えず注意 を払ってお く必要がある。

⑤ 公共性……金融機 関のもつ立会性 ・公共性 を勘 案すれば,不 要不急

資金な どの貸 出は極力抑制 し,基 礎産業 ・輸 出産業 ・健全な中小企業

を育成す るな ど,貸 付金 が経済 の健全な発展 と安定 に寄与するか どう

か を反 省しなが ら行動 しなければな らない。

以上 の五点があげ られる。
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これ らの原則 にのっ と り,個 別案件 を協議するに際 しては,何 よ りも

「情報」の重要性が認識 され よ う。 まず,第 一に業 界動 向の把握が必要

で ある。 これは 主 として,官 庁,日 銀 等の 統計デー タ,業 界団体 ・新聞

雑誌 な どのマス コ ミ関係か らいわば 「原料情報」 として 入手 している。

これ らの業界動 向を基礎 と して,個 別取 引対象 を前記の 原則 を判定 基準

として分析するわけで ある。 その場合,判 定基準にそった情報 を必要 と

す るが,な かで も当該企業 の安定性 ・成長性に関す る情報の必要度合が

最 も高い。

それ らの企業の安定性 ・成長性 をみるためには,財 務 内容の変化,受

注 ・生産 ・出荷 動向,製 品 開発動向,要 員計 画 ・労働生産性動 向等につ

いて,綿 密に調べるこ とが必要 であ ろ う。

本ア ンケー ト結果 を分析 してみ る とい くつ かの特徴が指摘できる。 あ

らゆる業種について,財 務 金融状況に関する情報の ニー ズが一番 高い。

これは,財 務金融状況 にその企業の業績が集約 されてい るか らで ある。

安全性の原則か らしても,取 引先の業績にた えず注意 を払 う必要がある

ことは 当然 といって もよい。

業種別に より細か く検 討 してみる と,製 造業については主 と して設備

投資動 向,受 注 ・生産 ・出荷動 向に関する情報,サ ー ビス業,商 業につ

いて は主 と して設 備投資動 向,販 売 ・在庫動 向に関する情報が求 められ

てい る。 製造業は 受注 ・生産 ・出荷の プロセスが 中心 となる活動 であ り,

製造能 力は設備投 資動向に依存する。

資金需要 もその企業の 日常の活動 や設備投資に もとつ いて発生す るの

で ある。すなわ ち受注 ・生産 ・出荷の規模 に応 じて運転 資金 設備投資

の如何に よって設備資金の形態で発生するので ある。 いいか えれば 金

融機関は資金使途にそった情報 を欲 している と推測で きよ う。 ちなみ に

本 アンケー トでは,製 品開発動 向,技 術動向には あま り関心が向け られ

ていないが,こ れ も上記情報 か らは資 金需要の動 きが把 めないか らであ
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ろ うか。 技術動向,製 品開発動向に関 しては,非 公 開情 報が多 く確実な

もの を入手 しに くい難点は あろ う。 その うえ,一 般に金融機 関の職員に

は,事 務系出身者が多 く,技 術系の人間が少ない とい う傾向が ある。 し

か しなが ら,企 業の成長力はその企業 の技術力,製 品開発力に依存する

ので あり,・成長性の原則に も とづけば,今 後は技術動向,製 品開発動向

にいっそ う注意 を喚起する必要があろ う。

サー ビス業 ・商業 につ いて も同 じことがい えよ う。(サ ー ビス業の 中

には,ホ テル,ボ ー リング場等の装置産業 も含まれている)

これ らの業種の資金需要 は,販 売 ・在庫の規模によ り運転資 金,設 備

資金が発生す る。製造業の場合 と同様,こ れ らの販売 ・在庫動 向 と設備

投資動 向に関する情報が望 まれてい る。 このよ うに,金 融機関におい て

は,取 引先企業の資 金需要動向に関す る情報の ニー ズが 非常に高い とい

うことがわかる。

さらに,見 方 をかえれば,ア ンケー トよ り次の こ とが い えよ う。 金融

財務状 況,受 注 ・生産 ・出荷動向,販 売 ・在庫動向は,い ずれ もその企業

の現在の活動状況 を示す指標で あ り,設 備投資動向はそ の企業の将来の

生産能 力を示す ものである。 したがって,金 融機関は安 全性の原 則,成

長性の原則か ら,常 にこれ らに最大の注意を払っているのである。

同業 の他企業について,ア ンケー ト結果は,財 務金融状 況,製 品開発

動 向,要 員計画 ・労働生産性動向等についての情報の ニー ズが大 きい こ

とを示 してい る。

金融機 関の財務金融状況 には,預 金量,貸 出量 ・資金計画 ・外部 負債

依存度が含まれ るが,そ の 中で最も迅速に必要 とされる情報は,同 業他

企業の資金ポ ジシ ョンに関す るもので あろ う。 どの産業 で も同 じことが

いえるかもしれないが,金 融業においては ヴォ リュウムが全て とい って も

過言でない程 ヴォ リュウム(銀 行の場合,預 金量)の 持つ意味が大 きい。

金融機 関は,そ の ヴォ リュウムをめ ぐって激 しい競争 を展開 している
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ので ある。金融業の場合,ヴ ォ リュウム(預 金量)ま た は資金 ポジシ ョ

ンは,そ の企業の 日々の業績 を最 も端的に代表す る指標 だか らである。

次に製品開発動向について考 えてみ よ う。 金融機関の販売する商品に

企業別の差異 はほとん ど存在 しない。 また,新 商品販売の創業者の利得

は小 さいが,本 アンケー トによれば経営戦略 上,他 企業の製品開発動向

には相応の注 意 を払っている と思われる。

金融業は きわ めて労働集約的な産業で あ り,労 働生産性の 向上 が即収

益 向上につながる性質 をもっている。 その結果各企業共労働生産の向上

には きわめて意欲的に努 力 しており経営戦略上も他企業 の動向は無視で

きない ウエイ トを持ってい る。 また要員計 画について も同 じこ とがい え

1よ う。

金融業の場合,設 備 投資は主 として店舗配置 とコンピュー タに関連す

るもの の二つで ある。店 舗は営業拠点であ り,他 企業の動 向の重要性は

い くら強調 して もしす ぎる こ とはあるまい。

コンピュー タも,現 代の金融業に とってその占める役 割は きわめて大

きくなっている。 事務の合理化,省 力化は無論 のこ と,意 思決定の分野

で もコンピュー タが大 き く活躍するにいたっている。 いいかえれば,今

や コンピュー タを度外視 してはその経営が成 りたたない といっても過 言

ではない。 その 意味で,MISやMDS(マ ネジメ ント・デ シジ ・ン ・

サポー ト)体 制 も含めて,コ ンピュー タ投資に関する他企業動向把握は

経営戦 略上非常に重要な位置 を占めるので ある。

2-3金 融業における外部情 報の収集お よび活用上の問題 点

(1)外 部情 報の整理

金融業 にとっ て外部情報 の持つ役割 の大き さは以上に述べた通 りであ

る。換言すれば,情 報の収 集,活 用に優れている金融機 関でなければ今

後の競争場裡で 優位 に立てない とい うこ とがで きよ う。 そのた めに も,

情報の収 集方法 ・活用技術に関 して,今 後いっそ う工夫開発に 努力 しな
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ければ な らない。 ここでア ンケー ト結果に基づいて,外 部情報の所在 ・

収集 ・加工の プ ロセスについ て問 題点 を指摘 してみ よう。

まず,社 内に外部情報 の所在 リス トが十分整備 されてい ない こ とが あ

げ られる。金融機関の内部 にある者 としては,情 報の所 在を確認 するの

に 案外 と手間 どる とし・う経験によ く直面す るので ある。 内部に情報 リス

ト整備の担当者 を配置す ることも一つの解決策 であろ う。

金融機関の情 報網は,ま だ まだ十分では ない と考 え られる。情報の 重

要性 を考慮すれば 情報網の拡充強化のた めに今後は もっ と投資(人 と

資金)を して行 く必要 があろ う。

(2)情 報入手の限界

情報の収集 に関 していえば 非公開の情報が多 く,集 めに くい ことが

大 きな問題点で ある。 もちろん,マ クロ ・レベルの情報はほ とん ど公開

されている。 しか し,取 引先に関する情報 でも,当 該企業の経営 の中枢

に関わる ものは,い かに金融機関 とい えどもなかなか入手 しがたいのが

実情で ある。 さらに,経 営戦略上最 も重要な同業他企業の動向に関する

情報は,ほ とん ど非公開に近い。せいぜい,業 界紙 を中心 とするマス コ

ミ関係か ら収 集する程度で ある。

(3)情 報加工の体制

金融機 関では,以 上のよ うに情報収集の必要性がつよいに もか かわ ら

ず,収 集のた めの予 算が比較的少ない とい う制約がある。逆にい えば

コス トの低い情報提供への需要が強い とい うこ ともいえ よう。

そ もそ も金融機関が入手す る情報の大部分 は,原 料情報で ある。金融

機関がそれを 自社消費 あるいは製品情報 とす る場合,当 然分析,加 工の

プロセスが不可欠 となって くる。

しか しなが ら,ま だ適 切な加工技術が豊富に開発 されてい るとはいい

がた く,そ の うえ情報加工 技術 スタ ッフもまだまだ量的 に少 ない。 今後

＼ この分野でのい っそ うの重 点開発 が要望 され る。

一104一



3.企 業 における外部情報の収集および活用上の問題点

31,ア ンケー ト結 果の説 明

ここでは,外 部情報に関す る企業 内体制の問題点について,「所 在」,丁収 集」,

「加工」および情報 「内容」 の点 か ら調べた。

この4点 に対 して,な ん らか の形で問題がある件数 を(図 表 一29)に 表わ

してある。(1σ6頁 参照)

各業種ともかな り問題がある と答 えてい るが,特 に収集に関す る問題が多

い ようである。

外部情報 の必要性 を認識 してはいるが,実 際に収集する段階で,情 報の公開

性や 収集予算な ど諸 々の制約に よ り,か な り問題 がある。

以下,上 記4点 について(図 表 一30)を 説 明してみよ う。(107頁 参照)

(1)外 部情報の 「所在」 に関す る問題

ここで特に問題 となるの は

① 社 内での外部情報所在 リス トの不備

② 自社情報網の不備

である。・

これは,企 業 内における情報 シス テムの体制が,情 報量の急激な増加

の割にはまだ十分に整備 されていない ことを示 している。

(2)外 部情 報の 「収集」に関す る問題

問題点 としては 次の2点 があげ られ る。

① 収 集に時間がかかる

② 非公開の情報 が多 く,集 めに くい

＼
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(図表一29)企 業における外部情報の収集及び活用上の問題

●

「
所
在

外
部
情
報

の

}
に
関
す
る
問
題

全体(55件) 工作機械工業

回答 数(10件)

80%

(8件)

造船業(5件)石 油製品業

輸送機 器業(8件)

(13件)自 動車業(8件)

87.5%

(7件)

銀 行

(11件)

63.696

(7件)

輸 送 業
(6件)

83,396

(5件)

電力事業
(7件)

71.496

(5件)

「
収
集

」
に
関
す
る
問

題

O
外
部
情
報

の
90%

(9件)

100%

(8件) 81,8%

(9件)

83,396

(5件)

100%

(7件)

・
「
加

工
上

」
の
問

題

O
外

部
情

報

の

70%

(7件) 87,5%

(7件)

45.4%

(5件)
ノ
83.396

(5件)

57.1%

(4件)

●

情

報
の
「
内
容

」
に
関
す
る
問
題

o
企
業
内
で
加

工
さ
れ
た
加

工

100%

(10件) 75%

(6件)

81.8%

(9件)

100%

(6件)

57.1%

(4件)

企業内における

外部情報の処理上
何 らかの問題がある件数
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(図 表一30)企 業 にお け る外 部情 報 の収集 及 び 活用 上の 問題 点(回 答総 数55件)
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情報の非公開性 によ り,収 集に時間がかか り,ひ いては,情 報の所 在す

らわか らない状態に陥 ってい るもの と思わ れる。

情報処理上の問題で一番 のネ ックは,こ の 「情報 の非公 開性」 にあ り,

各企業 で出せ る情報は互いに出 し合 う,基 礎 デー タベー ス形成な どの 構

想はあるが,ま だ種 々の 問題も多 く,な か なか解決で きない ものである。

③ 企業 におけ る外部情報の 「加工上」の問題

加工 に関す る問題 と しては

① 適 当な加工技術が開発 されていない

② 加工技術 スタ ッフが不足 している

が あげ られる。

企業 内の情報処理 加工技術は年 々進歩 している と思わ れるが,ま だ十

分 とい える段 階ではな く,企 業 においてもその点につい ての認識は深 く,

かな り努力 している ようで ある。

(4)企 業 内で加工 された加工情報 の 「内容」に関する問題

企業 内で加工 された外部情報 を使用す る場合,そ の加工部門 と使用部

門 との間では,か な りの くい違いがある。

① 適時性 に欠ける

② 情報量が少ない

③ 一般的で個別 目的 には使いに くい

な どの問題があ るが,「 所在」,「 収集」,「 加工」の点 が不整備なた

め,実 際に使用する段階で 困難を生 じている。

外部提供機関の質的 向上 とともに,企 業 にお いても企業 内情報処理体

制の整備がな されなければ,外 部情報 を有効に使ったMISの 形成は望

めないで あろ う。
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&2分 析結果

各産業 における代表的 企業 に対する ヒヤ リング,お よびア ンケー ト結里 を

分析する と次のごと くなる。

(1)情 報収 集に際 して,非 公開の情報が多 く集めに くい ことや,収 集に時

間がか かる ことなどか ら起 因す る情報 不足が,計 画立案に際 して,不 足

情報 を推定す る余分な仕事や,充 足 し得ない ことに よる精度低下な ど少

なか ざる影響 を及ぼ してい る。

(2)情 報の収集には,各 社 ともぼ う大 なエネルギー を使ってい るため,少

な くとも公表 されてい るものについては,共 同の機 関を通 じて行な うこ

とが,国 民経済的見地 か らみ ても必要である。

(3)外 部情報に対す る必要度 は極めて高いが,充 足 しえないものがか な り

多い。 これは,自 社の情報網が不十分で あるこ とや,社 内における体制

で,外 部情報の所在 リス トが整備 されていないことな ども相当な影響 を

与 えているこ とは見逃せ ない事実である。

(4)現 状 は,直 接利用で きる もの もあるが,何 らかの 加工,修 正,補 正 し

て使用 している もの も少な くない。

情報加工,修 正には相当 な知識 技術,努 力を要 してお り,か つ多大

な労力をかけている。 しか るに,適 切 な加工技術が開発 されてお らず,

それに加 えて,加 工技術 ス タ ッフが不足 してい る。

(5)情 報の収 集,活 用に際 して,企 業 と してのそれぞれの計画にそ って,

どんな情報 を対 象的 に収集するのか,情 報 を何のた めに使用するか とい

う基本的問題がはっ きりしない ことが多いため,情 報 を体系的に収集整

備 し,こ れを効率的 に活用 してい くシステムがで きてい ない。 今後は,

これ らの システ ムを開発 してい くこ とが大切で あろ う。

以上 の如 く,企 業 におけるMIS形 成 に対 して,現 状は,外 部情報 の入手

困難 イ ンフォー マルな情報の 組み込みの 困難 とい う二 つの理 由か ら,MI

S完 成にはなお相 当な期 間を要す るもの と考 え られる。
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4.外 部 情報提供機関 につ いて

4,1ア ンケー ト結 果の説明

今回の調査においては,調 査票(139頁 参照)の ごとく提 供機関 を10種

類 に分けた。

ア ンケー ト(問5)「 外部情報の収集に関 し,現 在利用 している機関は」

とい う質問に対す る回答 が(図 表一31)に 示 されてい る。(112頁 参照)

この 図では,単 に,利 用 している と答 えた件数が表わ されてい るが,そ の

順位は下記の よ うになっている。(回 答総数55件)

1.

2.

3,

4.

5.

6.

7.

&

9.

10.

し か し,

官公庁 ・政府関係諸団体

業界団体

金融機 関

マスコ ミ関係

関連企業

経済団体

調査研究機関

海外政府 ・政府 関係諸機関

情報提供サー ビス機関

海外諸団体

これ をア ンケー ト(問6)

件

件

件

件

件

件

件

件

件

件

4

4

0

9

4

2

6

4

3

8

5

5

5

4

4

4

3

3

3

2

「利用 してい る機 関につ いて,利 用度

(依 存度)の 高い機 関か ら1,2,3,4,5と 優先順 位 をつけ5つ 以内で選んで 下

さい」 とい う質問 の結果 を(図 表一32)よ り見る と,さ らに,企 業に とって

重要 な外部提供機関 とは なにかがわか る(113頁 参照)。

例 えば,官 公庁 ・政府 関係 と業 界団体は回答件数 が同 じで あるが,利 用度

の 内容か らみれば 官公庁 ・政府関係の方 が重要で あるよ うだ。

また,情 報提供 サー ビス機関,海 外政府関係,海 外諸団体 な どは,実 際 に
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はかな り利用度が低い もの と推 測 される。

利用上いかなる問題があるか を,ア ンケー ト(問7-(1))「 提供 機関の体

制 に関す る問題」,(問7-(2))「 提供 された情報の内容に 関する問 題」の

結果 よりみてみ ると(図 表 一33),(図 表 一34)の ごと くな り,各 提供機

関 ごとに特徴が あ らわれている。(114,115頁 参照)

例 えば 調査研究機関や情報 提供機関な どは,使 用料金にかな り問題があ

るが,ユ ーザー との適応性,適 時性,加 工 度については だいたい 満足 されて

いる。

また,官 公庁 ・政 府関 係につ いては,情 報精度,公 開性,信 頼性 な どに関

して非常に満足 されてい るが,適 時性,適 応性には問 題がある。

海外政府関係,海 外団体については,い ろいろな面で問題がある とでては

いるが,こ れは企業 において うま く活用 されていないためではなかろ うか。

同 じよ うな事は利 用 してい ない理 由の点か らもい え,海 外情報には どのよ

うなものがあるかが,よ く認識 されていない よ うで ある。

ア ンケー ト(問8)「 外部提供機 関を利 用 しない理 由」については(図 表

一35)に 示 されてい る。(116頁 参照)

ここで問題 となってい るの は

① どの よ うな情報 を蓄積 しているのかよ くわ か らない

② ユー ザーの個別 目的 にあわない

とい うことであろ う。

以上,ア ンケー トの結果について簡単 に説 明 して きたが,各 提供機関につ

いて詳 しく述べ る と次の よ うになる。

4.2各 提供機関にっ いて

(1)官 公庁 ・政府 関係諸 団体

政府関係機関 よりの情報は プランニング情報 と しては最 も使用 され,

かっ信頼性において大体満足 されている もの とい えよ う。

また,そ の情報は,一 般にマ クロ情報に片寄 りす ぎているが,情 報蓄
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P

(図表一31)(問5)外 部提 供 機 関 使用 実態(回 答総数55件)

官 公 庁ω

政府関係諸団体
(B}経 済 団 体 (C)業 界 団 体 (D)関 連 企 業

(E)マ ス コ ミ関 係

(H)調 査研究機 関

(F)金 融 機 関

(1)海 外政府,

政府関係

諸 機 関

情 報 提 供(G)

サー ビス機関

(J)海 外諸団体

■
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(図 表 一32)(問6〕'外 部 提 供 機 関 使 用 実 態(回 答 総 数 ・55件)

官 公 庁{旬

政府関係諸団体
(B)経 済 団 体 (C)業 界 団 体 (D)関 連 企 業

ム ム

12

(E)マ ス コ ミ関係

(49)

(42)

(H)調 査研究機関

倒 金 融 機 関

(50)

(1)海 外政府

政府関係

諸 機 関

(44)

情 報 提 供(G)

サ ー ビス機 関

(34)

(33)
(J)海 外諸団体

(28)
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(図 表 一33) 〔問7-(1)〕 提 供機 関 の体制 に関す る問題
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(図表一34)〔 問7-(2)〕 提 供 された情報 の内容に関 す る問題
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積量,使 用料金,情 報の公開性,提 供する情 報量な どにおいて も他の提

供機関 よ りは極 めて整備 されている状況にある。 しか し,各 種統計 ・資

料の発表が遅 く,適 時性にやや不満がある。

次に,情 報 レベル ー集計年度,業 種分類な ど一の考 え方が統一 されて

いない し,公 表 されている諸統計,白 書な どは必ず しも企業 が使い易い

形に ま とめ られていない。 そのため,企 業は さらに細部の情報 を必要 と

す る場合が多 く,そ の場合には,で きる限 りの原始 デー タの供給 を望む

声が多い。

今後は,コ ンピュー タの普及,発 展が,デ ー タ ・ソー スの転換 を可能

に してい くよ う,技 術的な面か ら研究す るこ とが必要 となるで あろ う。

政府 デー タは,定 まった方向での ニー ズによって作成 されてい るが,

今後は,求 めに応 じた加工 統計の有償提 供が望まれ る。 そのため には,

単に官庁の行政 目的 に とどま らず,広 く各企業 の最大公約数的 な要望 を

加味 した情報 収集,提 供の実現 を早急に図って もらいたい とい う要望が

多い。

その他,地 域構造 な どの局地的情報が不足 が ちである。 た とえば 地

方公共 団体,地 方 自治体 な どか ら発表 されている情報 は,「 どの よ うな

情報が蓄積 して あるカ㍉ よ くわか らない」 と してお り,こ れ らも収集整

備すれ ば かな り役立つ ものが多い よ うに考 え られる。

(2)経 済 団体

経団 連 経 済 同友会な どの個別産業の枠 をこえた団体 であ り,情 報 提

供機関 としての利用度は低 く,提 供機関 としての体制,提 供 された情報

の内容 に して も不満足な点が多い。

利用 されない理由 と して は,

① どの よ うな情報が蓄積 してい るかよ くわか らない

② ユーザーの個別 目的 にあわない

③ 情報蓄積量が少ない
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な どで ある。

(3)業 界 団体

鉄鋼連盟,石 油連盟 な どの 産業単位の 団体で,一 般的 には政府関係機

関 よ りの情報に次いで よ く利 用 されてお り,情 報に価値ある ものが多い。

情報蓄積量,使 用料金,提 供す る情報量,使 用 目的 との適応性 な どに

おいて比較的整備 されてお り,プ ランニング情報 と しての満足度 も官公

庁,政 府関係諸団体 についで高い。

しか し,加 工技術,情 報検索体 制等 においてやや不満 がある。

とくに,団 体 に加 入 ・入会な どに よって,情 報 を相当量入手で きる と

い うメ リッ トがあるが,情 報の 多 くがその業 界内部に有効 とされてい る

ものが多い。

各産業にお けるプラン ニング情報 システ ムとは,単 に それぞれの産業

の分野の 中でその ネ ッ トワー クが完結するものでな く,他 の関連産業 の

分野における プラ ンニ ング情報 システ ムと相互に連携 を保ってい くもの

で ある。

す なわち,そ れぞ れが産業 活動全体の トー タル ・システムへ と発展 し

てい くものであるので,業 界 団体への期待 も大 きい とい えよ う。

これは アンケー ト分 析か らも示 されてい る如 く,業 界団体 の情報が,

政府関係機関 よ りの情報 につい で重要 とされるゆえんで ある。

そのため,整 備の 遅れてい る産業甲体に対 しては,政 府関係機関 より

の助成 と協 力が必要 となるで あろ う。

望まれ る方 向 としては,

① 業界 ごとの経済,技 術等 に関す る ミクロ情 報の収集 と提 供

② 官庁 と企業 との情報 交流の橋渡 し

な どである。

(4)関 連企業

同業 他社 およuc;下読 系列会社 取 引会社 な どで その依存 度は(1)(3)
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についで高い。

とくに,最 も必要 と される情報の一つに,同 業他社の行動に対す る情

報があるが,そ の充足度は極めて不十分で ある。

使用料金,ユ ーザー との適応性,適 時性 な どはやや満足すべ き状態に

あるが,そ の他は満足度の低い ものが多い。

そのため,利 用 されていない ことが多く,そ の理 由と しては次の通 り

である。

① どのよ うな情 報 を蓄積 しているかよ くわか らない

② 技術的 に信用で きない

③ ユーザー の個別 目的 にあわない

次 に関連企業の情 報系列 と しては,

・横 系列

同業企業系列会社な どの情報の グルー プ化

・縦 系列

取引会社な どの異業 種間の情報の系列化

があるが,金 融業は関連す る業種が全業種にわたってい るため,横 軸 に

業種,縦 軸に規模 をとって座標平面 を作成すれば 全平 面 を覆 うとい っ

たものになる。

金融業,総 合商社 の特徴は,そ の発展が取 引先の成長に よって達せ ら

れ るこ とが多 く,そ のための各業種 企業の成長性 を綿密 に検 討す る必

要がある と同時に,情 報 交流が重要な仕事となる。

(5)マ ス コ ミ関係

放送局 新 聞社,出 版社 な どで あ り,依 存度は関連企業に次いで比 較

的 高い 方で ある。

情報蓄積量,提 供す る情報量,適 時性 な どにおいてやや満足す べ きも

のがあるが,そ の他 は比較的不満足な状態の ものが多い。

利用 されない場合 の理 由と しては,
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① どの よ うな情 報が蓄積 されているかわ か らない

② ユーザーの個別 目的にあわない

③ 自社の機密が提供機 関 を通 じ洩れ る恐れが ある

な どで ある。

しか し,今 後,情 報検索体制が整備 されれば その利用度は最 も増加

す るこ とが予 想 される情報提供機関の ひとつであろ う。

(6)金 融機関

銀行,証 券会社,保 険 会社 などで,よ く使用 されてはい るが,そ の優

先度は比較的低い。

情報 蓄積量,使 用料 金,信 頼性な どがや や満足で きる状態にあるが,

その他について はなん ともい えない とい う状 況で ある。

利用 されない場合の理 由 としては,僅 かではあるが次の如 きものが あ

る。

① どの よ うな情報 を蓄積 している かよ くわか らない

② 適応性 にやや問 題がある

しか し 金融業は,銀 行 を中心として情報産業への進出が最も盛んな

業界で あ り,取 引先に対する情報提供サー ビスが 豊富で あ り,今 後は最

も利用で き得る提供機関 となる もの と予想 される。

(7)情 報提供サー ビス機 関,調 査研究機関

情報 提供サー ビス機関 とは,対 価 と引きか えに情報 を提供する ことを

専業 とする民間企業 をい い,調 査研究機関 とは,通 常,ユ ーザー よ りの

委託に もとつい て調査研究 を行 ない,対 価 と引 きか えに結果 を提供する

ことを主事業 とする民間企業 をい う。

現状 は,時 には一部使用 してい るが,極 めて少ない とい うもので ある。

情報 蓄積量,加 工技術,提 供す る情報量,信 頼性,使 用 目的 との適応

性等において,使 用す る場合にはやや 満足 とい う内容で あるが,そ の 実

態は使用 しない場合が多いので,ア ンケー ト結果か ら,提 供機 関の体 制
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4

等 に関する問 題や,提 供 された情報の内容に関する問 題 を言 及するまで

には至 らない。

利用 されない理 由 としては,

① 使用料金が高いこ とが最大の難点であ り,そ の普 及 を阻害す る要

因 となってい る。

② 次に,ど のよ うな情報を蓄積 しているか よ くわか らない とい うも

のが多い。

③ その他,ユ ー ザーの個別 目的 にあわない とい うこ とや,適 当な対

価基 準がない,技 術的に提供機関が信用で きない。

とい う点 な どを指摘 している。

今後 の課題 としては,

① ユーザーの ニー ズを的確につかむ

② 価格に対 し納得で きるよ うな対価基準 をもうける

③ ユーザー側と提供側の 「思い 違い」,「 食い違い 」 を見つけ出 し,

それ を埋 める努力 をす る

な どが考 えられる。

⑧ 海外政府機関,海 外諸団体

アンケー トによれば利用度は最 も低いが,こ れは利用す る側の認識 が

不足 している ことに起因 している場合 もある とい えよ う。

今後,企 業経営の 国際化の進展は必至の状勢であ り,世 界経 済時代の

本格的到来は,企 業 に とっての利潤獲得のた めの機会 の増大 であ り,利

用方法 を真剣に研究する必要が あろ う。

すで に金融業 界においては,海 外で整備 された情報 ファイルを,タ イ

ム ・シェア リング ・サー ビスの提供機関 を利用 して効 果 をあげている企

業 もある。

利用 されない理 由の最大のものは,次 の2点 が指摘 され よ う。

① 供給サー ビスが現時点においてはかな り多彩で あ り,利 用者が意
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4.3

外に知 らない機関が多 く,し たがって情 報について もよくわ か らな

い 。

② 貴重な情報 サー ビスが,特 定 資格 とか,会 員制な どによる制約 に

よってい る場合 が多 く,一 般的 に利用に供 されている もの は,ユ ー

ザーの個別 目的にあわない ものが多い。

情報提 供機 関への要 望

プランニング情報 のた めの提供機 関は,現 在 までの ところ,政 府または公

共機関 あるいはそれ らに よって設立 された団体 等が,比 較的多 く利用 されて

いるだけで,民 間企業に よる情報提供サー ビスは未だ緒についた段 階で ある

とい えよう。

その発展が遅れている理 由の一つ としては,サ ー ビスに対す るユーザー側

の対価支払意識が低い こ とに起 因 してい る。

MISの 発展は,情 報産業の発展へ とつ らなる もので ある。 そ して,そ の

中で最も企業 に とって期 待 され るものは,情 報 提供 サー ビス業 の発展 と充実

で あ ろ う。

情 報 提 供 サー ビス業 の サー ビス方 式は,

・イ ソク ァイ ア リー ・サー ビス

・情 報 配 布 サー ビス

・デー タ ・ コレ クシ ョンサー ビス

・ リサ ーチ ・サー ビス

と,い ろい ろ とあ ろ うが,要 す る に企業 発 展 の た め に,そ れぞ れの 情 報 シス

テ ムに対 して,提 供 側 の情 報 シス テム も同 様 に して,

・オペ レー シ ョナル ・シス テ ムの情 報 ネ ッ トワー ク

・プラ ンニ ン グ ・シス テ ムの情 報 ネ ッ トワー ク

の 双 方 に効 率 的 に 組み 込 まれ て お 互い に 発展 す る こ とが必 要 で あ ろ う。

オペ レー シ ョナ ル ・シス テ ムの ネ ッ トワー ク形 成 は,い くつ かの 企業 間 ネ

ッ トワー クの ほ か,最 近 で は官 庁 間 の ネ ッ トワー クも よ うや く検 討 が進 め ら
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れ,官 庁 と民間 との間の情報 ネッ トワー クについ ても一 部には具体的 な計画

が進 め られつつある。

しか るに,プ ランニング ・システムの ネ ッ トワー クは,こ れまで述べて き

た如 く,外 部情報の入手難 もあって,組 織的 なネ ソトワー クの形 成はい まだ

殆 ん ど着手 されていない。

これは,情 報価値に対する社 会的認識の 弱 さ,内 部情報 を外部に提供す る

社 会的慣習の欠 如,各 種標準化の立 ち遅れな どと理由はあるが,こ れまでは

あ まりに も問題解決に対 して抽象的 に対 処 してきたからと考 えられ る。

最近の 日本経済の構造的変化 は,情 報 システムに対す る各種の ニー ズを発

生 させてお り,国 の施策 関係業界の方向,関 係企業の発展 と三者 に共通す

る重要 テー マが出現 している。

そのため,そ れ らの ニー ズ別 に各種のサー ビス機能 をそ な えた基本的な デ

ー タ ・バ ンクの検討が必要で,ネ ッ トワー ク機能 を活かす べき時期 が到来 し

た もの と考 えられる。

ニー ズ別のデータ ・バ ンクの問題は,将 来,国 際間の デー タ交換や,さ ら

には 国際 的サー ビスの実施,そ して他面 シンクタ ンクの進展 とか らみあった

りして発達 してい くもの と予想せ られるので,早 急に検 討 を始 めるべ きで あ

ろ う。

今後,望 まれる情報提供サー ビス機関 とは,政 府にお いて は業 界団体 をネ

ッ トワー クに含めたNIS設 立の方 向で,民 間においては,金 融業,総 合商

社に よるプ ランニング情報提供機能の拡 充が進 め られてい く方 向が現状で は

ベター と考 えられる。

金融業 と総合商社は,取 引す る顧客が多種 多様な企業で あ り,知 的 サー ビ

スともい うべき情報提供活動の多寡 が今後は相互 間のメ リッ トに ます ます 影

響が大 きくなるもの と予想 され るか らである。
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1.MlSの 定 義

MISに ついては,い ろい ろの定義や解釈が下 されてい るが,必 ず し

も一定の概念が確 立 されていない。 ここにその一部 を事例 として列挙 し

た。

rMISは 計 画 実 施 お よび統 制 の た めの マ ネ ジメ ン トの 決定 を支 持す

る た めに,デ ー タの 記録 や修 正 を行 な う一 つの コ ミュニ ケー シ ・ンの プ

ロセスで あ る。MISは デー タを集積 し,処 理 し,貯 蔵 し,そ して 組織

内の 関 係 の あ る人 に 伝 達 す る役 割 を持 つ 。 それ に よ って デー タは,情 報

となる。 した がっ てMISの 設 計に お い て は,多 くの管 理 者の 情 報要 求

を満 足 させ るた め に,共 通 の デー タの 利 用 をで き る だけ 可 能 にす る よ う

努 力す る こ とが 重 要 で あ る。

ManagementSyste]m:WorkingCoceptsand

Practices.by,A.M.McDonugh&L.J.Garreff

1965年(昭 和40年)

■

「も し三 つの 要 素 の す べ てが,つ ま りその 第 一 は エ レク トロ ニ ック ・

デー タ ・プ ロセ ッシ ング(コ ン ピュー タ に よ る デー タの 処 理 と計 算),

第 二 が 統合 され た デー タ ・プ ロセ ッシ ン グ(デ ー タ.・プ ロセ ッ シ ング装

置 に 基 礎 をおい た コ ミュ ニケー シ ・ンの 自動 化),第 三 に は経 営 管 理 の

た め の計 画 と統 制 に必 要 な情報 を秩 序 正 し く,敏 速 に 準備 をす るこ と,

この三 つ が 備 わ っ てい る な らば そ こに は りっぱ なMISが 存在 す る と

い うこ とが で きる。 」

ManagementInformationSystemsandConputer,by,

J.D.Gallagher1966年(昭 和41年)
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rMISと は 管 理者 が 意思 決定 を した り,統 轄 した り,計 画 した りす

るた め に必 要 な 基本 的 な デー タ を集 め で 報 告 書 を作成 す る こ とで あ る。

ま た,こ れ は タ イム リー ・ベー スで 行 なわ れ る し,そ の報 告 され た情 報

に 基 礎 をおい て,効 果 的 な 行動 が と られ る よ うに な っ てい る こ とが必 要

条 件 で ある。 」

ア メ リカ ン ・エ ア ライ ンズ社MISの 定 義

1966年(昭 和41年)

φ

「少 な くとも,要 す るにMISと はr経 営の ための必要な情報 を提供

す る システム』 とい うこ とになるが,さ らに これ を敷行ず ると,MIS

とはつ ぎのよ うな諸条件 を満 たす経営情報 シス テムである とい える。

① マ ネジメ ン トに必要な客観性 ある適 切な情報 が提供 され ること。

② それが必要に応 じてタイム リーに提供 される こ と。

③ 特定の階層や 特定の部門,特 定の問題 だけに限定 されず,も っ と

流動的,同 時的,総 合的であること。

とくに③ の条 件が加わ ることによってMISの 本領が発 揮苦れる。

すなわち,ト ップのみ な らず ミ ドルや現場管理層に対 してもそれぞれ

に必要な情報が随 時提供 され,か つ在庫管理 とか販 売管理 といった特定

の分野だけでな く,経 営 に必要な あ らゆる分野 の問 題について応 じられ

る とい うところにMIS出 現 の新 しい意義 と特徴 があるとい える。

なお,最 近 アメ リカでは,MISの 概念 は トー タル ・マネジ メン ト・

イ ンフォメー シ ・ン ・システムの一種であるとい う見方か ら,さ らに,

「経営の意思決定に適切な情報 を提供す るための人間 と機械の組織で あ

る』とい う考 え方に前進 して きている。

コ ンピュー タ白書(42年 版)昭 和42年5月
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rMISは,企 業 な どの 組 織 体 の あ らゆ る レベル の マ ネ ジ メ ン トの 活

動(計 画,執 行 お よび 統制)に 対 して,そ の情 報 要 求 を満 たす こ とを 目

的 とす る シス テ ムで あ る。

い い か える と,MISは マ ネ ジメ ン トの 活 動 を情 報 面 で 支 持す る シス

テ ムで ある。MISは 情 報 とい う,い わ ば 原 材料 を扱 う

問 題 で あ り,MS(マ ネ ジ メ ン ト・サ イ エ ンス)は 意 思 決 定 の メ カ ニ ズ

ム を明 らか に す る問 題 で あ る。

MISと は 何 か 一宮 川 公 男 著 昭 和42年9月

「アメ リカのMIS(経 営情 報 シス テム)と は,企 業の各管理階層に

対 し それぞれの必要性に適応する よ うな情報 を何時で も,何 処 にで も

提供す る システ ムで ある。」

ア メ リカMIS調 査 団報告 書 昭和42年10月

rMISに ついての定義 は必ず しも明確 ではないが,r経 営のすべ て

の階層におい て,そ れぞれの業務遂行に必要 とされ る情報 を必要 な時期

に提供す るための効率的 な仕組み 』」

コンピュー タ白書(43年 版)昭 和43年6月

rMISに おける経営情 報は,下 記の条件を満たす ものである と思わ

れる。

① 企業の管理者 に提供 される情報であ るこ と。

② 経営管理 のための計 画 と統制(意 思決定)に 役立つ情報で ある こ

と。

③ コンピュー タ を主要手段 として,処 理,作 成 された情報で あるこ

と。
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④ 管理者の必要に応 じて,迅 速,正 確に提供される情報であ ること」

MIS入 門 一加古豊彦著 昭和43年7月

rMISと い うか らには,r経 営のた めに必要な情報 を提供す る シス

テ ム』で ある と ともに,rそ の情報は客観的 なものであ り,組 織 的に収

集 した り,加 工 したり,保 管 され る』ものでな くてはな らない。 」

経営の各階層が必要とする資料を的確 に提供するために

客観性ある情報を

人間と機械とで構成する組織体

〔注〕

・経営の各階層が必要 とす る資料 トップマネジメン トに対する経営 の

意志決定の基礎になる資料(戦 略),ミ ドルマネ ジメン トに対す る計画 と実

績 とを対比 した管理資料(戦 術),実 務担 当者に対する計画 を実 行に う

つすための実施指令書(戦 闘)と い うよ うに,経 営にたず さわるすべて

の階 層の人が本 当に必要 とす る資料の こ と。

・的確に提供す るため 各階層 の人が要 求する 内容のもの を,タ イ ミン

グよ く提供するこ と。

・客観性 ある情 報 だれが担当 して も,同 じように記録 される ように な

ってい る伝票 や報告書の こと。

・収 集 し,加 工 し,保 管 する 伝票や 報告書 を集めて,台 帳 に転記 した
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り集計 した り計算 した りして資料 を作 り,も との伝票や報告書 もともに,

いつで も提供で きるよ う整理 して保管す る こと。

・人間 と機械 とで構成す る組織体 機械 とは,コ ンピュー タや,デ ータ

収集装置や,デ ー タ通信回線な どの こ とで ある。 その機械 と人間 とが,

おたがいの持 ち味 を生か して構成す る経営組織の こ と。

MIS－ 渡辺昭雄 著 昭和43年8月

「経営情報 システムは,コ ンピュー タだけではないので ある。 コンピ

ュー タが行ない うるのはその なかの非常に限 られた部分だけで ある。 コ

ンピュー タで処理す る情報以前に,伝 達の過程,感 知の過程があ り,そ

の感知,伝 達の あ り方い かんに よっては,あ ま り意味をもたぬ情 報を処

理 システムに よって猛ス ピー ドで正確 に処理 してい るよ うなことが起 こ

るか もしれ ない。

すなわ ち感知,伝 達の二機 能に比べ 第三の 「処理」機能 はコンピュー

タの発 達に も明 らかなよ うに非常に進歩 している。

これ が現在の情報 シス テムの特 徴である。

感知,伝 達,処 理の三つの機能は,経 営 シス テムの計画,実 施,統 制

の三つの機能 と組み合わ さ り,次 の表の よ うに,計 画のための情報の感

知,伝 達,処 理の システム,実 施の ための情報 の感知,伝 達 処理の シ

ステム,監 査,保 全 を含 んだ統制 のための 感知,伝 達,処 理の システム

となる。

計画のための情報の

上

感知システ ム

伝達シス テム

処理 シス テム

実施の ための情 報の

「感知シス テム
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」伝 達 シ ス テ ム

処理 シス テ ム
＼

統制(監 査,保 全 を含む)の ための情報 の

〆

感 知 シ ス テ ム

・伝達 シ ス テ ム

. 処理 シ ス テ ム
＼

現在では,上 記表の うち,主 として実施のための情報 の処理 システム

` が,コ ン ピュー タに よっ て ス ピー ドア ップ され,精 密 化 されつ つ あ る。

こ れに 比 べ る と他の 部 分 はか な り未 発達 で あ り,こ こに コ ン ピ ュー タ以

前 の問 題 が残 さ れて い る こ とに … …… 」

MISと 企業経営 一 経済 同友会編 昭和44年1月

「今 日,企 業,官 庁,研 究機関な どあ らゆる組織体は,複 雑に 変化す
一

る環境の中で,的 確な情報の把握 と効果的 な情報処理に基づ く経営管理

の必要 に迫 られてい る。 今 日の経営管理の ためには,

① 多様な外部情報の組織的な入手

② 内部情報 と外部情報を総合化した的確な情報処理

③ 処理結果の意思決定や運営への円滑な反映

④ 内部情報の外部への組織的な供給

のすべ ての要素が満た されなければな らない。

経営管理のための情報処理 システ ム,す なわ ち経営情 報 システムは,

◎ 直接的 には② お よび③ のための シス テムで ある。 これ らの経営情報 シス

テムは,個 々の経営管理の実態に したがっ てさまざまな多様性 を持つ こ

` とを必要 とされるが,こ れを最も単純 に類型化する と,

例えば販売活動,生 産活動 な どの業務作業のためのオペ レー シ ョナル

シス テ ム

経 営計画 意思決定に必要 な情報形 成の ための プランニ ングシステム
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の二つの システ ムによっ て構成 される もの とす るこ とがで きよ う。 これ

らの両 システムは,経 営情報 システムの 中において有機的に関連づ け ら

れることが必要 とされる。 また経営 情報 システムは,こ れ を構成する多

数のサ ブシステムについ て積み上げ的 な統合化 を進 め,更 に,ト ソプマ

ネジメ ン ト,ミ ドル マネ ジメン ト,現 場な ど,組 織の各 レベルの活動に

等 しく効果的に組み入 られる ことを必要 とされる。

同時 に,外 部環境へ の機動 的な即応 が経営管理の必須の要件 とな りつ

つあることを考 えれば,経 営 情報 シス テムは,上 記の① お よび④の外部

との情報交流の ネ ソトワー クを基礎 と し成立す るもので あ り,換 言すれ

ば,経 営情報 システムは情報 ネ ッ トワー クと一体 をな し,両 者は相互に

有機的 な関連 をもって 発展,高 度化 を遂 げるこ とが必要 とされる。

産業構造 審議会答申 昭和44年5月
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2.調 査 票

外部 情報の必要性 と役割 に関す る調査 票

ア ンケー ト質問事項

1〕 外部 情報の 使用実態(マ ク ロ経済について)

E〕 関連 産業について

皿〕 外部情報提供機関 について

]V〕 企業 におけ る,外 部情報 の収集および活用

上の問題点

財団法人 日本情報処理 開発センター
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ハ

か

1】 外部情報 の使用実態(マ クロ経済情報につい て)'

問1〕 長期経営計画 の企画立 案にあたって,マ クロ経済情 報に必 要な官

公庁統計 をお答 えくだ さい。

(大 レベ ル)

.1 長 期 経 営 計 画
【

↓
マ ク ロ 経 済 情 報

(中 レベル)

(小 レベル)

〔
主
要
産
業

一
般
動
向

〕
1
-
-
[
]

〔
労
働
生
産

性

計

画

〕
l
l
ー
「
]

〔
各
社
設
備
投
資
動
向

〕
l

i
口

〔
国

内

消

費

動

向

〕
1

⊥

]

〔
各
国
経
済

見

通

し

〕
一
一
1
[]

 〔
国
内
経
済
見
通

し
〕
⊥

]

上 図 の よ うに,各(中 レベ ル)に 必 要 と思 わ れ る(小 レベ ル)の 情 報

を選 択項(2ペ ー ジ)よ り選 び,5つ 以 内 で,そ の番 号 を記入 して くだ

さい。

なお,回 答 は 〔回答 用紙(1)〕 に お願 い します。

(回 答 例)

中 レ ベ ル

小 レ ベ ノレ

回 答 欄

〔国内経済見通し〕

〔各国経済見通し〕

一[亜

一一[己 コ

四
画

匝
函

囮
四

匝
画
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●

'

●

官 公 庁 統 計(選 択 項)

分析概念 番号 統 計 系 列 名 情報源 分析概念 番号 統 計 系 列 名 情報源

01工 業 統 計 調 査 通産省 26食 肉 加 工 調 査 農林省

02稼 動 率 指 数 〃
企
業

27水 産 加 工 調 査 〃

03鉱 工業原材料在庫指数 〃 経 28加 工食品生産動態統計 食糧庁

鉱 04〃 〃 消 費 〃 〃

営
関 29ガ ス 事 業 〃 〃 通産省
係

工

業
05〃 生 産 者 出 荷 〃 〃 30大 口 電 力 調 査 〃

◆ 06〃 生 産 指 数 〃 国民所得 31国 民 所 得 統 計 経企庁

機 07〃 生産者製品在庫率指数 〃 32産 業資金供給(増 減)状 況 日 銀

械 金 金

受

注

08〃 〃 製品在尉 旨数

09生 産 能 力 指 数

〃

〃

融

融 機関

財

33マ ネーサプライと資金需給実績

34資 金循 環勘定(金 融取引表)

〃

〃

一
関 務
係 10生 産 能 力 生 産 指 数 〃 諸 35全 国 銀 行 主 要 査 定 〃

般 表
11鉱 工業販売者在庫指数 〃 36全 国銀行設備資金新規貸付 〃

12生 産 動 態 統 計 調 査 〃 37日 銀 公 定 歩 合 日 銀

13機 械受 注実 績統計調査 経企庁 金 38コ ー ル ・ レ ー ト 〃

財
政

14財 政 資 金対 民 間収 支 大蔵省 39全 国銀行貸出約定平均金利 〃

関
係

15租 税および印紙収入状況 〃 利 40日 銀 主 要 勘 定 〃

16建 設 工 事 受 注 統 計 建設省 41公 社 債 利 回 り 〃

建

設
17建 設 着 工 統 計 〃 42輸 出 信 用 状 統 計 日 銀

関 18住 宅 統 計 調 査 総理府 43輸 出 認 証 統 計 通産省

係 貿 輸

19住 宅 建 設 実 態 調 査 建設省 出 44輸 入 承 認 統 計 〃

20主 要 企 業 経 営 分 析 日 銀

易 入承

認
45通 関 統 計 大蔵省

指.

21法 人 企 業 統 計 大蔵省 認 46交 易 条 件 指 数 日 銀
企 数 証

業 22法 人企業 設備投資予測 経企庁 47貿 易 価 格 指 数 大蔵省

経
営 23個 人 企 業 経 済 調 査 総理府 48日 銀 輸 出 入 価 格 指数 日 銀

関
係 24中 小 企 業 経 営 調 査 中企庁

国
際

49国 際収支表(IMF方 式) 日 銀

25薬 事工業生 産動態統 計 厚生省
収
支 50外 貨 準 備 高 〃
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分析概念番号 統 計 系 列 名 情報源 分析概念番号 統 計 系 列 名 情報源

貿
易

51貿 易 業 態 統 計 通産省 75石 炭 等 需給 動態 統計 通産省

一

般
52輸 出入 物 価 指 数 調査 日 銀 商 76石 油 〃 〃 〃

53人 口 推 計 総理府
業
一

77非 鉄 金属 等 〃 〃 〃

人 54国 勢 調 査 〃 般 78洋 紙 流 通 統 計 〃

ロ

関

55人 目 動 態 調 査 厚生省 79機 械 器具 〃 〃 〃

係 56住 民 登 録 人 口 移 動 総理府 80卸 売 物 価 指 数 日 銀

57住 民 登 録,世 帯 数 法務省 物 81工 業製品生産者物価指数 〃

58労 働 力 調 査 総理府
価

関
82消 費 者 物 価 指 数 総理府

労
59毎 月 勤 労 統 計 労働省 係 83全 国 小 売 物 価 調 査 〃

働 60新 卒 初 任 給 調 査 〃 84小 売 物 価 統 計 〃

賃
金
関
係

61労 働 生 産 性 統 計

62賃 金 構 造 基 本 統 計

〃

〃

消
費

85家 計 調 査

86消 費 水 準

総理府

経企庁
■

63民 間 給 与 実 態 調 査 〃 家
計

87全 国 消 費 者 実態 調査 総理府

64自 動 車 輸 送 統 計 運輸省 関
係

88消 費 者動 向予 測 調査 経企庁

運 65全 国 道 路 交 通 情 勢 建設省 89農 家 経 済 調 査 農林省

輸
66港 湾 調 査 運輸省

ク ●

通 67船 舶 船 員 統 計 〃

信

関
68内 航 船 舶 輸 送 統 計 〃

係 69国 際 観 光 統 計 〃

70内 航 貨 物 統 計 〃

71商 業 統 計 調 査 通産省

商

業
72百 貨 店 販 売 統 計 〃

一 73商 業 動 態 統 計 調 査 〃

般
74繊 維 流 通 統 計 〃
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ll】 関連 産業について

長期経営 計画の企 画立案 に際 し,必 要外部情報 を収集す る場合,ど のよ う

な関連 産業の情報 を必要 とし,又,利 用 して います か,次 の各問についてお

答 え くだ さい。

なお,こ こで,関 連 産業 とは(同 業他社,関 連企業 一 〔下請,系 列会社,

取引先 〕)を 意味 します。

問2)一(1)外 部情報 の収集に関 し,現 在利用 又は必 要 と している関連産

業 を選択項 よ り10コ以内選び,回 答欄 にその記号(大 分類),番　 _

号(小 分類)を 記入 して くだ さい。一
※ 大分 類 －N,P,Zの よ うに小 分類 の な い場 合,又 は,小

～ 一 一

分類 の全てを含む場合}主 小分類の番号は0(ゼ ロ)を 記入 し一
て くだ さい。

又,小 分 類 の 中 で該 当す る もの が な い場合 はX(エ ックス)一
を記 入 して くだ さい。

(回 答例)

鷺

匝 匝 圃 國 唖

岡鱒爲騨愚闇
■

※回答 は 〔回答用紙 ② 〕へお願 い します。
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関 連 産 業(選 択 項)

記号i大 分 類 番号i小 分 類 記号i大 分 類 翻i小 分 類

A機 械 工 業 L原 動 、機 工 業

2.工 作 機 械 工 業

3.一 般 産 業 用 機 械 工 業

L電 気 機 器 業 1.電 動 機,発 電 機 業

2.家 電 製 品 業

3.通 信 機 器 業

B輸 送 機 器 業 1.造 船 業

2.自 動 車 工 業

3.鉄 道 車 両 業

4.航 空 機 業

M非 鉄 金 属 業 1.製 錬,圧 延 業

2.電 線,ケ ー ブ ル 業

N金 属 製 品 業

P紙,パ ル プ業

C精 密 機 器 業 1.理 化学 機 械,計 測 機業

2.光 学機 器,時 計 製 造業

Q農 林,水 産業 1.水 産 業

2.農 林 業

D化 学 工 業 1.無 機 化 学 工 業

2.有 機 化 学 工 業

3.医 薬 品 業

R商 業 1.卸 売,小 売 販 売 業

2.百 貨 店,ス ー パ ー

3.商 社

E繊 維 工 業 1.絹,麻 綿,毛 紡 織業

2.化 繊 紡 織 業

S金 融 業 1.銀 行,保 険

2.証 券

3.ク レ ジ ッ ト,リ ー スF石 油,石炭蜘 業

T輸 送 業 1.陸 運

2.海 運

3.航 空

4.倉 庫,運 輸 関 連 業

Gゴ ム,窯 業 1.ゴ ム 製 品 工 業

2.ガ ラ ス 業

3.セ メ ン ト ェ 業

H鉱 業 L金 属 鉱 業

2石 炭 鉱 業

3.原 油,天 然 ガス 鉱 業

U電 気,ガ ス 業 1.電 力 事 業

2.ガ ス 事 業
I

Wサ ー ビ ス 業 1.不 動 産 業

2.通 信,放 送 業

3.新 聞,広 告 業

4.映 画,娯 楽 業

1建 設 業 1.総 合 工 事

2.識 別 工 事

J食 品 工 業 1.製 粉,製 糖,飼 料 業

2.製 菓,乳 製 品 業

3.飲 料,食 用 油 業 Zそ の 他

K鉄 鋼 業 1.普 通 鋼 業

2.特 殊 鋼 業

3.合 金 鉄 業

4.鋳 鍛 鋼 業
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■

■

問2)一(2)前 聞(問2-(1))で 選ばれた10コ の 内,さ ら にそ の中 で 重要 と思

われ る もの を3コ 選 び,回 答 して くだ さい。一

(回答例)座 面 國

問3)

回答 は 〔回答 用紙② 〕へお願い,します

前間(問2)一(1)で 選ばれ た10コ の関連産業につ いて,そ れ らの

関連産業 が行 なってい る,ど のよ うな計画,動 向について知 りたい

のかをお答 え くだ さい。

回答は,各 関連産業 につ いて,該 当す る計画,動 向が ある場合○

印 を記入 して くだ さい。

(回 答例)

一 味懸 蓑謙1竺 知りたV'o)

(回 答 欄)※ 〔(問3)の 回答 だ け は,下 の回 答 欄 に記 入 して くだ さ

い。〕

o
設

備
投

資

動

向ー

・

働

餅

計

㌔

向iーーlIlーー

o

技

術

動

向

要

員

計

画

○

労
働
生
産
性
動
向

o

製
品

開
発

動

向

o

財

務
・

金

融

状

況

o

販

売
・

在

庫

動

向

・

破
注
.

饗
.

舳

`

1

1

関
連
産
業
に
つ
いて知りたい計画、動向

関
連
産

綱
口
口
口
口
口
口

コ巳

口
口
口

問
2
ー
ω
で
選
択
し
た
関
連
産
業
を記入して下さい。
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問4)前 聞(問3)で 答 えられた,知 りたい計画,動 向に関する関連産

業 の体制,情 報 の内容(量,質)に ついてお答 えくだ さい。

回答方法は,回 答例に従 い,各 問題点 の番号 を3つ 以内で選び記

入 して くだ さい。

(〔&別 に問題 はない。 〕と答 えられる場 合はユニ で結構です。)

◎関連産業 における,情 報 提供体制等お よび情報 内容(量,質)に

関 す る問題点

〔問題点 〕

1

2

3

4

5

6

7

8

情報蓄積量 に問題 がある。

情報 の加工技術お よび加工度 に問題 がある。

情 報の公 開性 に問題が ある。

提供す る情報量 に問題 がある。

客観性 お よび信頼性に問題 がある。

出所,前 提 の明確性 に問題がある。

適 時性 に問題が ある。

別に問題 はない。

(回 答例)

前聞(問3)で 答 え られた内容に従い,

(問3)の 回答 が

ご 記 入 くだ さい。一
陽:繍 竺 　〕
で あ る場 合,そ の知 りた い項 目に対 し,問 題 点 を答 えて くだ い。

※(問3で 記入 され なか っ た項 目に つ いて は,答 える必 要 はあ りま

せ ん。)
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■

γ

※回答 は 〔回答用紙② 〕へお願 い します。

(回 答例)

り 関

た 遵

い 産

関 計 業

連 画 に

産'つ

業 動 い

向 て
(問2-{1)知

で選択 した

10コ)

○

受

注
生

産
出
荷
動
向

最
売
■

在

庫

動

向

O

財

務
●

金

融

状

況

曇
品

開

発

動

向

o

動 要
員
計

画
労
働
生
産

向性

O

技

術

動

向

O

物
流
計

画
流
通
動

向

o

設

備

投

資

動

向

匝 唖 [[口 [[口 ロコ 田 唖 [口 皿

匝 [田 [[口 口 皿 亜 唖 [[口 [口

皿】 外部情報提供機関 について

当財 団では,外 部情報提供機関 を下記 の よ うに考えて います。

以 下の質問 にお答 えくだ さい。

◎外部情報提 供機関

A)官 公 庁,政 府 関係諸 団体

各省庁,地 方公共 団体,日 本銀行,日 本貿易振興会(JETRO),

日本科学技術情報 セ ンター(JICST)な ど

B)経 済 団 体

経 団連,経 済同友会な ど個別産業 の枠 をこえた団体

C)業 界 団 体

鉄 鋼連盟,石 油連盟 な ど産業単位 の団体

D)関 連 企 業

下請,系 列会社,取 引会社 な ど

E)マ スコ ミ関係

ラジオ ・テ レビ放送 局,新1聞 社,書 籍,雑 誌出版社 など

F)金 融 機 関
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銀行,証 券会社,保 険会社 な ど(日 本 銀行は除 く)

G)情 報提供サー ビス機 関

対価 と引 きかえに蓄積 した情報 を提 供す る事 を専業 とす る民間企

業

H)調 査研究機関

ユーザー の委託に もとづ き調査研究 を行 ない,対 価 と引きかえに

結果 を提供す るこ とを主事業 とする民間企業

1)海 外政府,政 府関係諸機関

各国政府,国 連,IMF,OECD,EC,そ の他

J)海 外諸団体

海外 企業,研 究機関,そ の他

聞5)外 部情報 の収 集に関L,前 記 ㈹ ～(J)の 各提供機 関の うち,現 在 ど

の機関 を利 用 しています か。利用 して いる機 関には◎印,利 用 して

い ない機関には×印 を記入 して くだ さい。

※回答 は 〔回答用紙(3)〕 へお願 い します。

機 関 ㈹(B)O(D)(E)倒 θ ⑪(1)σ)

(回 答例)回[回 回 回 回[回 回[}{]同 区1

問6)前 聞(問5)で,◎ 印 を記入 された機関について,利 用度(依 存

度)の 高い機関か らL2,3,4,5と 優先順位 をつけ5つ 以内で

番号 を記入 して くだ さい。

※(◎ 印をつけた機関が5つ 以下の場 合,番 号は5つ 以下で結構 で

す。)

※回答 は 〔回答 用紙(3)〕へお願 い します。

機 関 ω(B)O(D)⑧ ⑲(G⑭(1)(J)

(回 答例)回 回 回 口 口[司 口 口 匡]口
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問7)長 期経営 計画の企画立案 にあたって外部情報 を必要 とす る時,現

在利用 している各提供機関の どのよな点 が問題 となってい ますか。

ω～σ)の各機関 につ いて問題 と思われ る点 を問7)一(1),問7)一

(2)のそれぞれ につ きお答 えくだ さい。

※(前 聞(問5)で,利 用 していない(× 印をつけた)機 関につい

ては記 入す る必 要は あ りません。)

問7)一(1)提 供機 関の体制等に関す る問題

下記満足 度の番 号を各質問 項につ いて全部 記入 して くだ さい。

なお,前 間(問5)で,利 用 していない(× 印 をつけた)機 関につ

いては記入す る必要 はあ りませ ん。又,そ の他 の欄 には,質 問項の

他に適 当なものがある場合,記 入 して質 問項 を作成 し,同 様に重 量,

を記入 して くだ さい。

※(問7)一(2)も 同様

※回答は 〔回答 用紙㈲ 〕へお願 い します。

満

足

度

番号 外部情報利用における満足度の内容

1 全体的に見て,非 常によい(満 足できる)

2 〃 まあまあ良い(や や満足)

3 〃 なんともいえない(満 足でもあ り不満でもある)

4 〃 やや悪い(や や不満)

5 〃 非常に悪い(非 常に不満)
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(回 答例)

問7)一(1)提 供機 関 の体 制等 に関す る問題

質 a b C d e f 9 h

情 使 情 加 情 ユ そ そ
問 報 用 報 工 報 | の の

蓄 料 検 技 の ザ 他 他
項 積 金 索 術 公 | 入( 入(

提 量 体 開 と 下詳 下詳

供

機

制 性 の
適
応

さし
い く
)シ"

一

さ し
い く
)ヶ 、

一

関 性 記 記

・)甚府関㊧諸味 1 1 2 3 2 4

B)経 済 団 体 2 2 3 4 5 3

C)業 界 団 体 1 1 3 2 2 2

問7)一(2)提 供 された情 報 の内容(量,質)に 関す る問題

(回 答 方法 は(問7)一(1)と 同 じ)

※回 答 は 〔回答 用紙(3)〕 へお願 い します。

(回 答例)

問7)一(2)提 供された情報の内容(量 質)に 関する問題

質 a b C d e f 9 h

提 情 客 出 適 使 そ そ
問 供 報 観 所 用 の の

す の 性 ・ 時 目 他 他

提 項 る
情

加
工

及
び

前
提 性

的
と

入(
下詳

入(
下詳

供 報 度 信 の の さ し さ し

機 量 頼
性

明
確

適
応

い く
)ご

い'く
)ご

関 性 性 記 記

A)藪 府関§諸団2 1 3 1 2 4 3

B)経 済 団 体 2 2 2 3 3 3

C)業 界 団 体 2 3 1 1 2 2
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問8)前 聞(問5)で 利用 していない(× 印 を記入 した)機 関について,

そ の利用 して いない理由を次表に よ りお答 え くだ さい。

回答方 法は,各 提供機関について該当す る項 目の記号(a～j)

を3つ 以内で選 択 し,記 入 して くだ さい。　
なお,そ の他 の項 は(利 用 しない理由)に 適当な ものがない場合

詳 しく記入 し,そ の記号を記入 して くだ さい。

※(問5)で,利 用 している(◎ 印 をつけた)機 関については記入

す る必要 はあ りません

※回答 は 〔回答 用紙(4)〕へお願 い します。

記 号 a b C d e f 9 h 1 j

使 ど 技 自 情 技 適 ユ そ そ
用 の 術 社 報 術 当 | の の

料 よ 的 の 蓄 的 な ザ 他 他
利 金 う

、

機 積 に 対 1 一 一
用 が な 量 密 量 提 価 の 詳 詳

高 情 的 が が 供 基 個 し し
し い 報 に 提 少 機 準 別 く く

な を 自 供 な 関 が 目 ご ご

い 蓄 社 機 い が な 的 記 記

理 積 で 関 信 い に 入 入

し 十 を 用 あ く く
由

て 分 通 で わ だ だ

い じ き な さ さ

る 洩 , な い い い

の れ い (

か る 適
よ 恐 応

く れ 性

わ が の

か あ 問
る 題

ら )

な
い

一 1一

.

fdaH)調 査研究機関

bIhJ)海 外 諸 団体

(回 答例)
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IV】 企業における,外 部情報の収集および活用上の問題点

〔長期 経営計画 〕の企画立案に あたって,企 業外の必要情報 を収集,活 用

す る際,次 問 の各段 階でそれぞれ どん な問題があ りますか。 も し,問 題があ

れば,次 の各問に対 し,該 当す る項 目を3つ 以 内で選 択 し,そ の記号(a,

bな ど)を 記 入 して くだ さい。 問題が なければ回答欄に ×印を1つ 記入 して

くだ さい。

※(そ の他の項 目に記入 された場合 は,そ の記号 を回答欄 に記入 し

て くだ さい。)

※(問9)～(問12)の 回答 は 〔回答用紙(4)〕 へお願 い します。

問9)外 部情報 の所在 に関す る問題,.－

a

b

C

d

e

社内で外部情報 の所在 リス トが十分整備 されていない。

自社の情報網が不十分 である。

情報の所在 を確認す る適当 な外部機関 をよ く知 らない。

外部機 関名 は知って いても どこに聞けば適切か よ くわか らない。

そ の他 詳 しくご記入下 さい。

()
(回 答 例)[司[5][iコ

問 ・10)外 部情 報の収 集に関す る問題

a

L
D

C

d

e

f
I

9

収集に時間が かか る。

非公開の情 報が 多 く集 めに くい。

有能 な収集 スタッフが少 ない。

収集の ため の予算が少 ない。

適切な対価基準がない。

外部提供機関 をよく知 らない。

そ の他 詳 しくご記入下 さい。

(
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γ

(回 答例)区1口 口

問11)企 業 内におけ る外部情報の加工上 の問題

a

b

C

d

e

,1

9

適切 な加工技術 が開発 されていない。

加工技術 ス タッフが不足 してい る。

社 内における使用部門 と加工部門の くい違 い。

適 当な,外 部加工委託 先が無 い。、

適 当な,外 部加工委託先 を知 らない。

加工 に関す る予算が少 ない。

その他 詳 しくご記入下 さい。

( )
問12)(問11)に よ り,企 業 内で加工 された加工情報 の内容に関す る

問題

a

b

C

d

ρ
)

f
I

9

h

客観性や信頼性 に欠 ける。

適時性 に欠け る。

情報量が少 ない。

出所,前 提 が不明。

分類 方法が悪い。

加工度 が低 い。

一般的で個別 目的 には 使いに くい。

そ の他 詳 しくご記入下 さい。

( )
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3.マ ク ロ経 済 情 報 に つ いて

「長期経営計画の企画立 案にあたって,マ ク ロ経済情報に必要 な官公庁統

計」についてア ンケー ト調査 した結果が,(図 表 一1)～(図 表 一6)で あ

る。 選択す る官庁統計は89項 目で あり,そ の詳細は資料編(133,134頁)

に記 して ある。

なお,(図 表 一7)は,外 部情報提供機関によ り 「経済指標 と してのマ ク

ロ経済情 報」 として,指 摘 されてい る官公庁総計である。

したがって,マ クロ経済情報については企業 側の ニーズ と提供側 の重要性

はほぼ一致 してい ることが うかがわ れる。
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図表一1)国 内経済見通 し

　名計統(
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鉱

工
業
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(　
0
82
消

費

者
物

価

指

数

(ラ
0
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通

関

統
計

(　
0
22
法

人

企
業

設
備

投
資

予
測

(　
0
37
日

銀
公

定

歩

合

(　
0

13
機
械

受

注

実
績

統

計

(　
0

49
国
際

収

支
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(
I
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F
方
式

)

(ラ
0
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数

(　
0

31
国
民

所
得

統

計

(　
0
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鉱

工
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生
産

指
数

(
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数
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1
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銀
輸

出

入

価
格

指
数

(　
0

47
貿

易

価
格

指

数

(ラ
0

44
輸

入

承

認
統

計

(　
0

50
外

貨

準

備
高

(　
0

43
輸

出

認

証
統

計

(　
0
51
貿
易

業

態

統
計

(　
0
42
輸

出
信

用

状
統

計

(
o
⑫

輸

出

入
物

価
指

数

調
査

(　
0
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財

政
資

金
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間
収

支
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0
49
国

際

収
支
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I
M

F
方

式
)

(
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消

費
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消

費
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指
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費
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貨
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販
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計
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図 表 一4) 各社設備投資動向

　名評統(
ラ

0

20
主
要

企

業

経
営

分

析

(

○

⑲
生

産

能

力
指

数

パ

σ

06
鉱

工
業

生
産

指

数
,

(　

0

02
稼
動

率
,指
数

(　
0
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産

業

資
金

供
給

状
況

(
o
m
建

設

着

工
統

計

(ラ

0

21
法

人

企

業
統

計

(ラ
0
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全
国

銀

行
設

備

資

金
新

規
貸

付

(　
0

16
建

設

工
事

受

注
統

計

(　
0
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機

械

受
注

実

績
統

計

(　

0

22
法

人

企

業
設

備

投
資

予

測

(

〉
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(図表 一6)主 要 産業 一般 動 向
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(図 表 一7)経 済 指標 と して の マ ク ロ情 報 の 一 例

情報提供機関

情 報

(情 報源)

経

済

企

画

庁

通

商

産

業

省

日

本

銀

行

呆覇

信響

商

工

中

金

住

友

信

託
銀

行

三

井

銀

行

協

和

銀

行

毎

日

新

聞

社

東
洋
経
済
新
報
社

一

国 際 収 支 (日 銀) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
日 銀 主 要 勘 定 (日 銀) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

通 関 実 績 (大 蔵省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

生 産 指 数 (通 産省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

生産者製品出荷 指数 (通 産省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
生産者製品在庫 指数 (通 産省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
生産者製品在庫率指数 (通 産省) ○ ○ ○
卸 売 物 価 指 数 (日 銀) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
百 貨 店 売 上 高 (通 産省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
消 費 者 物 価 指 数 (総 理府) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
機 械 受 注 額 (経 企庁) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
建 設 工 事 受 注 (建 設省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

全 国 銀 行 勘 定 (日 銀) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
財 政 資 金(収 支) (大 蔵省) ○ ○ ○ ○ ○ ○

外 貨 準 備 金 (日 銀) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

輸 出 認 証 額 (通 産省) ○ ○ ○ ○

輸 入 承 認 額 (通 産省) ○ ○ ○ ○
稼動率指数(製 造業) (通 産省) ○ ○ ○ ○ ○ ○
商 業 販売 業 者 指 数 (通 産省) ○ ○ ○ ○
常 用 雇 用 指 数 (労 働省) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

賃 金 指 数 (労 働省) ○ ○ ○ ○ ○ ○

株 価 指 数 (東 証) ○ ○ ○ ○

全 国 手 形 交 換 高 (全 銀協) ○ ○ ○ ○ ○
輸出信用状(接 受高) (日 銀) ○ ○ ○ ○ ○
企 業 倒 産 件 数 (帝国興信所)

; ○ ○ ○

出 典;経 済企 画 庁:経 済 白書 通産 省:通 商 白書 銀 行:調 査 月報

毎 日新 聞社:月 刊エ コノ ミス ト 東洋経 済新報 社:月 刊東 洋経 済
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4.NlSに つ い て

(1)NISと は 「個 々の行 政 機 関 や 企業 な どの 事業 体 を対 象 とす る個 別 シ

ス テ ムか ら,事 業 体 間 に ま た がる シス テ ム」 をい う。

(図 表 一8)は,情 報 産 業(情 報 の拡 大性,創 造性,同 時性)が 経 済 ,

発 展 の 中心 とな る 産業 構造 フ ロー で あ り,1つ のNIS構 想 で あろ う。

製造 業

鉄 鋼 非 鉄,機 械,輸 送 機器,電 機 電 子,繊 維,食 品,そ の 他

非 製 造 業

商 業,金 融,サ ー ビス,ガ ス

輸送 業

船 舶,自 動 車,鉄 道,航 空機

エネ ルギー業

水 力,火 力,原 子 力

コ ミュ ニケー シ ョ ンi業

放 送,新 聞,通 信,出 版,広 告

イ ンテ リジ ェ ンス 業

大 学,研 究開 発機 関,医 学,教 育

(2)NIS形 成の 現 状

NISはMISと 密接 な 関 連 を もって 形成 され て 発 展 してい くもの で

あ り,MIS確 立 の た めに はNISの 発 展 形 成 を はか る こ と が必 要 で あ

る。

わ が 国のMISの 現 状 は,オ ペ レー シ ・ナ ル ・シス テ ムに つい て は,

業 務 処 理上 の 必要 性 に よ り順 次 高度 化 の方 向に進 み つ つ あ るが,プ ラ ン

ニ ン グ ・シス テ ムは,必 要 な外 部 情 報 の 入手 難 が 大 き な原 因 となっ て,

著 し く立 ち遅 れ を生 じて い る。

NISに つ い て も 同様で,オ ペ レー シ ・ナ ル ・シス テ ムは,日 常 の業

務 処理 に 必要 な取 引情 報 な どを中心 に,関 連 企業 間で 徐 々に形 成 されつ

一154一

、



イ:

、

4

(図 表 一8)全 国 ネ ッ ト ワ ー ク ・シ ス テ ム

NIS

ナ ショナ ル ・イ ンフォ

メー ショ ン ・シス テ ム

/へx
/!A＼

b

Nl

I、

」 、

電子計算機業

情報 の 動 き 物 の動 き

NIS-一 一一一合一 資金 の動 き

(出 典;i当 財 団 経 営情 報 調査田)

非 製 造 業
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つ あ る が,プ ラ ンニ ン グ ・シス テムに 関 連 した シス テ ムは殆 ん ど着 手 さ
る

れていない実状 である。

とくに最近 の石油問題における情報収集処理体制の不備 な どを契機 に,

NIS確 立の必要性 に対す る業界,企 業の認識は重要 なニー ズの方向に

そって,関 連企業,業 界 を中心 に急速に高まって きてい る。

① オペ レー シ 。ナル ・シス テム

これは業 務処理に必要 な情報 を中心 に,関 連企業 間で形成の方向に

むかっているが,主 として,異 種企業 間にお ける系列 化,グ ルー プ化,

システム化 とい う垂直的 な方向での体制強 化策である。

た とえば,

⑦ 製造業 と販 売に関す る商社,代 理店,問 屋 との シス テム

④ 公益事業 と銀行 との 間の電気,ガ ろ料金の代金支払に関する シ

ス テ ム

⑰ 旅 行 あ っせ ん業 者 と,輸 送業 者,旅 館 ・ホテ ル との間 にお け る

旅 行 券 の予約 に 関す る シス テ ム

◎ 原 材 料,部 品等 の 購 買 ・外 注 に 関す る 製 造業 と,下 請 企業,系

列 企業 との シス テ ム

な どが 既 に一 部形 成 され てい る。

と くに本 格 的 なNIS形 成 の 方 向 の 一つ と して,現 在,官 民 合 同 に

て 「総 合 貿易情 報 シス テ ム」確 立 に む か って進 んで い る。

この シス テム形 成 のた め に は,フ ァイ ル ・オ リエ ン トな シス テ ム を

備 えた フ ァイ ル ・メイ ンテナ ンス ・サー ビス業,豊 富 な ア プ リケー シ

ョ ン ・ソフ トウェ ア を備 えた 受 託 処 理 サー ビス業 な どに 依 存 す る こ と

が 必 要 とな る。

また,技 術設計計算 を中心 とした システ ムには,科 学計算用TSS

を備 えた 受 託 処理 サ ー ビス業 が 必 要 で あ る。,

② プ ラ ンニ ング ・シス テ ム
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必要な外部情報につい ては,民 間におい ても,総 合商社,銀 行,広

告代理業の大手企業 な どが 情報提供機 能の拡充 ・強化の方向にある。

しか し,現 状 においては,プ ランニングのための外部情報の うち,

マクロ,セ ミ・マ クロの情報は主 として官公庁の提供情報に依存 してお

り,官 公庁情報 の提供システムの確立がNIS形 成の 第一要件 となる。

多様な分野にわ たる膨大な外部情報 を,企 業みず か らが収集す るこ

とは不可能であ り,そ れぞれの分野ご とに専門情報 を提供する情報サ

ー ビス業(機 関)が 必要である。

情報サー ビス業は,情 報の収集,分 析,加 工,提 供 において多大な

労力と費用 をともな うため,企 業ベー スで進展 してい くことは非常に

困難が予想 されている。 このため,当 初は公益 ベー スで サー ビスされ

るものか ら実用化が進むであろ う。

(3)NISの 必要性

① 企業経営の新 レい環境に対応するために極 めて必要 な もので ある。

近 年 政治,経 済,経 営,消 費生活な どの各面におい て,そ れぞれ

大きな構造的変 化の様相 を呈 して きている。

その変化は,年 と共 にテ ンポが早 く,か つ規模が大 き く,た とえば

最近の石油問題¢)如 く,そ の影響す る範囲が拡がってお り,今 後はま

す ます その傾向 を強 めるであろ うこ とは,必 至の状勢 となって きた。

とくに,今 後 当面する環境変化の中で

⑦ 国際的交流の増大 と国際的地位の向上

④ 経済社会の高密度 化

⑰ 労働 力事情 と社会条件の変化

の3つ が大 きな問題 とされている。

その方向に対 して,企 業 と しては,変 化に対応す る企業経 営が必要

であ り,そ のために,変 化の時代に対 して適応性 ある経営情 報シス テ

ムの確立が望まれ る。

一157 -一



この経営情報 システ ム(MIS)確 立 の重要 な要件の ひとつと して,

まず,経 営 の国際 化,近 代化があげ られる。

世界経済 時代の 本格的 到来は,企 業に とって の利潤 獲得のための機

会の増大であ り,こ の ことは,企 業間競争の国際的 な規模での激 化に

連 らな り,企 業 の活動ルー ルの 国際化 となってい くで あろ う。

これまでの 日本 の各企業の高度成長は,多 くの産業保護政策に支 え

られたものであるが,今 後は 日本 をフィール ドとして,内 外の企業 が

激 しくぶつ か り合 う半面,日 本の企業 も海 外に進 出 して,産 業の国際

化が進展す るこ とは必至 である。

ヨ一 口ソバ市場において,ア メ リカの ピック ・ビジネスの地元企業

制圧 も,外 部情報収集 を中心 とした経営戦略展開の ための経営 システ

ム自身が生 みだ した シス テム ・パ ワーの発揮にあった。

そのため,日 本におけ るその具体的対抗策の ひとつ と して,NIS

設立の方向が必要で ある。

d
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機会の増大
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新 しい ルー ル

次に,情 報産業 は,既 存の諸産業 に替って産業構造の主役につ くも

のではな く,こ れ ら諸産業の経営革新 による高度化 と発展 を支える不

可欠の機能 を果たす ものである。

したがって,情 報 化社会 を側面か らみれば,コ ンピュー タ技術 を中

心 と した発 展 とそ の高度利用によって,情 報の流通,情 報の蓄積,情

報の加工お よび情報 の利用が質的な変革 を遂 げた社会で ある とい えよ

9

、
.
匂
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これを要件別に分類すれば次の如 くとなる。

o情 報の流通

⑦ 情報の一般 的な公開性

④ 社会の基 本的 なメカニズムとして情 報の流通の組織化

⑰ 情 報の商品 と しての地位の確立

。 情報の蓄積 と加工

⑦ コン ピューテ ィング ・パ ワーに よる飛躍的な発展

④ 各分 野の多数 の情報 システムが情報流通の ネ ソ トワー クに組み

込まれ,そ の均衡 ある発展

。 情報の利用

活動のための基礎的 な要件である。

このため,企 業 の経営革新には,情 報提供のNIS的 機 関の設立が

必 要となる ことはい うまで もない。

これは,MISが,企 業の経営戦略上において,必 要 な とき必要 な

デー タが迅 速に得 られ ることが前提で あ り,た とえば,長 期経営計画

をたてる際,

⑦ 国民経済的 なマク ロ情報

⑦ 産業 界の動向

⑰ 同業他企業 の動 向

につい ての情報が最 も必要 とされる。 ⑰については収集に制約 もある

が,⑦ お よび⑦ についてはNIS的 機 関の設立によって解決できる問

題で あろ う。

(4)NIS設 立 の方 向について。(調 査 の結果か ら)

現状におい て,実 現可能な方向 としては次の如 く考 え られる。

① 当初は,環 境条件の整 備を通 じて,国 が支援 してい く。

とくに,業 界団体の情報収集処理機 能の指導 ・強 化 をはかることが
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先決 である。

② つぎに,ナ シ ・ナル ・プロジェク ト的な機関 を設置 し,重 要な ニー

ズに対 して,業 界間 をネ ッ トワー クとする効率的な情報供給 システム

の開発促進が必要で ある。

例 をあげるな らば

・石油流通に関する情報 ネ ッ トワー ク

・鉄 鋼の流通に関するネ ッ トワー ク

な どで ある。

① お よび② については,競 争原理がはい り,か つ 民間における 自然

発 生的な機能の支持が重 要で ある。

但 し,ノ ンプロフ ィッ トの問題につ いては,囲 みずか らが行 な うの

が妥当と考 え られ る。

③ これ らと並行 して,各 官庁が作成 している 「官公 庁統計」の収集 ・

整備 をはかる。

現在,こ れ らは非常に多種類にわた り,そ れぞれが企業の プランニ

ング情報 と しても役立ってい ることは確 かで あるが,ニ ー ズの中心が

あ くまで行政 目的に あるので,情 報 によっては 「ナマ」の形 で接近で

きるこ とが望 まれる し,ま た,更 に加工された もの を望 むとい うもの

もある。

コンピュー タの普及発展が,デ ー タ ・ソースの転 換 を可能に してい

くよう,テ クニカルな面か ら研究す ることも必要である。

④NIS形 成のた めには,背 のび を しないで問 題の把握 提起 を行 な

ってい くべ きである。

したがって,ま ず 上記の政府な らび に業 界団体の情報の収 集 ・供給

機能 を解析 し,皆 が使 える情報が どの程度か,そ の限度 を確 める と同

時に,重 要な ニー ズに対す る情報 ネ ッ トワー ク形成 についての方 向づ

けが必要である。
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この情報 ネ ッ トワー クとは,ド キ ュメン トの 交流に よるもの,カ ー

.ド,デ ィス ク,テ ー プな どの交流によるもの,通 信 回線 を用いた デー

タ伝送に よる ものな ど,さ まざまな形態が考 え られる。

た とえば 現 在,石 油流通 システムの解 析は,国,関 係業 界 関係

企業に共通す る重要 な テー マで あ り,こ のため,プ ランニング情報 を

中心 と した情報交流 のネ ッ トワー クが必要で,こ の ネッ トワー クは,

・ 多様な外部情報の組織的な入手

・ それぞれの 内部情報の外部への組織的 な供給

を前提 として成立す るもので ある。

これ に よって,関 係業界,関 係企業が相 互に有機的 な関連 をもって

発展,高 度化を遂げ るこ とになる。 また,国 の政策決定のた めの基 礎

デー タともな り得るわ けである。

⑤ これ らの方向は,国 と民間企業 との間の太い情報のパ イプ役であ り,

実質的 には,政 府指導型の 「情報提供サー ビス機関」の設立 が望まれ

る。

この ため,情 報ネ ッ トワー クの形成,情 報提供サー ビス業の育成に

ついて,政 府関係機関が一部先導的役割 を果たす ことが必要である。

⑥ 民間におい ては,業 界団体の情報化 時代 に即応 した機能 を強化する

こ とが重要で ある。,

すなわ ち,

・ 業界 ご との経済,技 術等に関す る ミクロ情報の収集,提 供

・ 官庁 と企業 との情報交流の橋渡 し

・ ニーズに即応 した,業 界ごとに特性 のある情 報収集 ・提供 シス

テムの 開発

な どを着実に進める必要 がある。

(資 料 は,当 財団発行の報告 書な どに よる)
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5.47年 度 まで の ケ ー ス ス タデ ィ内容

(図 表 一9)

年度 モ デ ル 内 容

43

鉄 鋼 業
(日 本鋼管㈱)

プランニング情報のみを取 り上ば 長期販売計画にもとつ く諸

計画に必要な情報を調査

自 動 車 工 業
(日 産自動車㈱)

プ ラ ンニ ング情報 と して 需 要予 測情 報,オ ペ レー シ ョナル 情報

と して は 組 立工 場 に お ける 販売計 画か ら生 産 管理 まで の 一 連

業 務 に必 要 な情報 を調 査1
、、

総 合 商 社
(三井物産㈱)

プ ラ ンニ ング情報 と しては,化 学 品 部門,オ ペ レー ショナ ・レ情

報 と して,鉄 鋼製 品販売 を調 査

繊 維 御 菜
(西川産業㈱剴ll㈱)、

フ ァ ッ ショ ンの多 様 化 に対応 す るた めの プ ラ ンニ ング情報 と商

品企 画 販売 管理 を中 心 に オペ レー シ ョナル情 報 の 実態 調 査

.

44

産 業 機 械 工 業
(㈱新潟鉄工所)

プ ランニ ン グ情 報 と しては,中 期 計 画構 想 に必 要 な情報 を,ま

た オペ レー シ ョナル 情 報は,製 品別 事業 部制 を とる管理 上 の必

要 情報 を 中 心 に調査

鉄 鋼 業
(川崎製鉄㈱)

オ ペ レー シ ョナ ル情報 のみ を取 り上}ガ 受 注 よ り,生 産,出 荷

まで の情 報 を調 査

総 合 商 社
(三 井物産㈱)

総 合商 社 の シス テ ム ・オルガナイザー機 能 と しての 食品 コ ン ビナ
ー ト形 成 のた めの 情報 収集 情 報処 理 実 態 を 調査

45

工 作 機 械 工 業
(東 芝機械㈱)

企 業 内に お け る経 営管理 機 能連 関 ブ ロッ クを想定 し,各 サ ブ ・
シス テ ムに おけ る プ ラ ンニ ン ブ オ ペ レー シ ョナル情報 を網 羅

し,こ れ の 必要 度,充 足度 を 調査

造 船 業
(三井造船㈱他)

プランニング情報のみを取上ば 特に大型 ドック設備計画にお
ける戦略的情報について調査

複.合 輸 送 業
(日 本 郵船㈱)

海運 業 をベ ー ス と して 複合 輸送 業 を 指向 す るの に必 要 な プ ラ ン
ニ ン グ オペ レー ショナル 情 報 を調 査。 オ ペ レー シ ョナ ル情 報
で は,特 に コ ンテ ナ輸送 に お け る情 報の 必要 性 を調査

・

46

石 油 業
(三 菱石油㈱)

原 油 の調 達 か ら精 製 販売,配 給 まで の オペ レー シ ョナ ル情 報

を調査 し,併 せ て エ ネルギ ー 産業 と しての プ ラ ンニ ング情報 を
調査

電 力 事 業
(東 京電力㈱)

電力の需給予測および企業内情報を調査 し,か っ社会システム
における公益事業としての電力事業の位置づけを調査

流 通 業
(東 芝商事㈱)

家 電業 にお け る販売,流 通 シス テ ムの オペ レー シ ョナル 情報 を

中 心に 調 査

47

・

食 品工業(ビ ール)

(戯 麟 麦 酒㈱)

長期プランニング情報はその策定を中心に 原料,材 料の調達
か ら生産,輸 送計画,容 器回収システムを検討 し オペレーシ
ョナル情報は販売部門の情報体系化を調査

都 市 ガ ス 事 業
(東 京瓦斯㈱)

長 期 プ ラ ンニ ング情報 は,諸 々の外 部環 境 との 有機 的 結合 を主

眼 とす る シス テ ム化,・オペ レー シ ョナ ル情 報 と しては,需 要 家

情報 シス テム,工 事関 係 情報 シス テ ムを中 心に 調 査
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昭 和49年3月 発 行

財団 法 人 日 本 情 報 処 理 開 発 セ ン タ ー

東 京都 港区 芝公 園3-5-8

機 械 振 興 会 館 内

TEL(434)8211(代 表)

共 立 印 刷 株 式 会 社

東京都 杉並 区 和 田1-14-13
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